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平成27年度一般会計当初予算説明資料

件まいまちづくり課(内線 :7408)

一帯官i

とっとり住まいる支 I315.707 
E 援事業

トータルコスト
主な業務内容 | 申請書等の審査、補助金交付決定、

工程表の政策目標(指標II 

事業内容の説明

新

築 34. 500 

20. 000 

10.000 

而河町

改|県産規格材 |県産規格材使用 1mあたり 1万円を助成(上限10万円) I 4. 000 
1活用守樗 | 

修|伝統技術 |次のっち 2種以上の伝統技術を活用する場合、施工面積に応じ I 1. 200 
で最大15万円を助成(犬工技能/存官性能/建具持能) I 
豆町且七!'!:H26受付決宝戸分 I 82. 507 

雪t I 309. 707 
ウ 工務庖等に対する助成

本支援事業の利用実績がある企業(工務応、設計事務所等)2社以上が連携し消費者への情報
提供を実施する場合、必要経費の一部について助成を行う。(県施策の周知を併せて行うものに
限るロ)

・補助率:1/2 (上限50万円) 予算額:6. 000千円

3 これまでの取組状況
・住宅取得者を幅広く支援するため、「環境にやさしい木の住まい助成事業」を全面的に見直し、平
成26年度からより利用しやすい制度とした。

・県産材の更なる利用を促すため、新築に係る上乗せ助成の項目に25rri以上の県産材活用支援(定額
5万円)を平成27年度新たに追加する。



.平成27年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項工鉱業費

1目 工鉱業総務費
立地戦略課(内線:7664)

(単位・千円)
一一一一寸ー一一一一一「

財源内訳
事業名 |本年度|前年度 比較

目庫支出金|起債|その他l一般財源

企業立地事業補助
金 11.421， 8391 2， 738， 6941ム1.316， 855 

トータルコストI1. 441， 252千円(前年度 2，758，042千円) [正職員:2.5人]

主な業務内容|制度の周知・説明、事業認定業務、補助金交付手続

工程表の政策目標(指標)1県外企業の誘致の推進:県外からの新規誘致を実現する

事業内容の説明

'県内企業の新増設の促進:県内企業の新増設の摺加を図る
(平成 19-30年度の聞に企業立地件数 150件)

1 事業の目的・概要

1，421，839 

備考

本県の企業立地を促進するため、鳥取県企業立地等事業助成条例に基づき、工場等の新増設
企業に対し、鳥取県企業立地事業補助金を交付する。

2 主な事業内容
( 1 )制度改正

正規雇用での雇用増を促進するため、大量雇用の補助率加算を適用する場合は、正規雇用の割
合が5割以上となる場合のみ適用するよう改正を行う。(下表※印の加算措置に対して適用す
る。)

(2 )件数・所要経費 1 1件・ 1，421，839千円

3 これまでの取組状況、改善点
・企業立地推進本部による企業立地活動の全序的な取組を行うとともに、企業ニーズ、社会・
経済情勢の変化などに応じた助成制度の充災を図りながら、県内企業に波及効果のある企業
誘致や新分野への進出を進める企業への支!k;こ取り組んでいる。(特定製造業に対する補助率
引上げ、県内中小企業ニッチトップ加算の創設等)

-一方、事業休止等における補助金返還規定の整備やベンチャー企業等誘致に当たっての評価
システムの導入など、企業立地支援制度の見直しも行っている。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項工鉱業費

1目 工鉱業総務費
立地戦略謀(内線:7664) 

(単位:千円)

本年度
財 2車 内 訳

事業名 前年度 比較
国庫支出金 起債 一般財源

備考
その他

iiiEZii 355， 000 355， 000 。 355， 000 

トータルコスト 361. 212千円(前年度361.191千円) [正職員:0.8人]

主な業務内容 制度の周知・説明、奨励金交付手続

工程表即日細書 l指車}
号議事?号機童書;giigt53誇専務図る

1事進業事新を内業増図容設のるの等目。説的に明よ・概り新要たな雇用の確保に努めた事業主に対し奨励金を支給し、 県内企業への雇用促

(0支給対象労働者:平(平成成28年26年3度月末までまでの事に雇業用をさ1れ年た間延正規長雇す用る労。)働者〕

i主難リ悼集内関容

うる行改た7正め0、を万大行円量う)雇。と用と創も出奨に励、金新に規つ正い規て雇は用‘者支数給金と額同を数1を人よあ限たとりし5て0支万

( 2 )制度の概容

事業名 支給対象事業主 雇新用規者数 支給対象労働者 支給額 対期象間

1人以上 -正規雇用者 100万円/人
H27. 4 

正金規雇用創出奨 (各事業認 (雇用期間の定め ( 6ヶ月ごと ~ 
励 定日からの の無い労働者で に50万円) H28.3 

純増分のみ 所定労働時間週 (1年間)
対象) 3 0時間以上) (事業集約等に

よる県外から
の転入者は半
額支給)

知を事受のけ認た定年上 -・ 保常雇時険用者雇保用険者の被 7 0万円/人

情助報金通の認信定関事連業雇主用事業補 間20人以 {平成27年度以 H27.4 
大励金量雇用創出奨 の雇用計画 (週30時間以上) 降の認定企業に ~ 

(各年度の 又は ついては、 50 H28. 3 
※正規雇用創出奨励金との 4/1時点か 短時間労働者 万円/人の支給 (1年間)
併給不可 らの純増分 (週20ー以時上間麗以上) 及び正規雇用者

のみ対象) 1年用 数上限をと支す給る対.)象の

(3)(所正要規経雇費用創出奨奨0万励励金円金所× 所要額)
50JJP'lX184人X2回=184百万円

(大量雇用創出奨 要額)
70万円 X244人=171百万円 合計:355百万円

3 

こgr害者ず2 1 の 以、 延 べ 励金をしている

25 には 52来社、 48投(63平人資6成計に72社奨画6、励の年金実21行，を2支を1月給確8末保し0時人、す点平にる) 奨成26年支度給は延べ44社、
347人業 致励金 給内している。

-県外企の 及 企業の設備 ための有効なツールとなって
いると認められる。

-一方あ依る然として雇用状況の回復への予断を許さず、支援制度の継続とより一層の周知が必要
で

3 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

(単位:千円)

事業名 1;本年度 i前年度 l比較
財 源 内 訳

備考

(新)鳥取県版経営
革新総合支援事業I226， 320 。I 226， 320 226， 320 

トータルコストI228， 650千円(前年度 O千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容|鳥取県版経営革新計画の認定、補助金の交付決定・支払等

工程表の政策目標(指標:)I県内中小企業者の経営革新支援:県内中小企業者の経営革新計画承認件数及び
経営革新計画達成企業割合の増加

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内中小企業の新事業展開に対して企業の成長段階や経営戦略に応じた総合的な支援を展開

するため、新たに鳥取県版経営革新総合支援事業を創設して、中小・小規模事業者の新商品・サ
ービス開発等のチャレンジを促進し、県内産業の高付加価値化を図る。

女鳥取県版・法承認2つの認定・家認制度と各々関連する現行の5つの支援制度を統合、総合メニュー化
し、中小・小規模事業者への施策誘導と支援施策の適用を迅速・効率化する。

「
l
l
1
1
K

+
 

時|鳥取県版経営革新
総合支援事業

2 主な事業内容
経営革新に取り組む中小企業の計画段階や支援ニーズに応じて、小規模事業向けのスタート

型(従来の県版革新)や事業拡大等を目指す成長・拡大型(従来の法承認革新)の制度を適用
することで、企業の成長段階に適合した実効性のある支援を行う。
.r商品開発等補助Jr正規雇用奨励補助Jr設備投資補助jの支援メニューを何れの制度にも設定。
・補助限度額の範囲内で支援メニューを複数選択することが可能。
@経営革新計画の内容が異なる場合は、複数回の活用や現在の県版経営革新や法承認革新の認定・承
認を受けた企業の活用(再チャレンジ)も可能。

区分 ' ー』 ・町田

苅豪事菜ー

3 これまでの取組状況、改善点
・県内企業の経営革新の取組は、平成24年度から実施した鳥取県版経営革新制度によって、
平成26年12月末、当初目標600社を大きく上回る約800社を認定した(雇用創出効果:417名)。
また、平成26年2月から創設した同制度の認定を受けた企業を対象とする経営改善設備投資補
助でも200社以上の活用が見込まれるなど、県内企業の新事業展開への意欲が高まっている。

・平成27年度からは、経営革新に取り組む県内中小企業をさらに拡大するよう、法承認経営革
新計画を県版経営革新制度に統合し、さらに活用しやすい制度に刷新する。

4 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
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マ，
経済産業総室[産業開室](内亀長絹

訳内源財
備 考

一般財源その他国庫支出金|起債
較比本年度|前年度名業事

ウェアラブル技術
コンソーシアム
戦略事業

19， 830 18，110 1， 720 19， 830 

7， 137千円) [正職員:0.7人]25， 266千円(前年度トータルコスト

等セミナー・視察関係業務、関係者との連絡調整・情報収集、補助金事務主な業務内容

県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
産学官による先端技術セミナ一等を通じて、ウェアラブルデバイス等の最先端ICT技術動向や

先端産業分野への参入可能性を検討し、県内企業のウェアラブル技術等先端技術によるイノベー
ションの誘発、新製品及びサービス開発、新たな市場への参入促進を図る。
[ウェアラブルデバイス]
通信機能を持った身体に身につける乙とができる情報端末。部品の小型軽量化・モバイルインターネット環境

の普及・各種センサーの発展等により実用化し、スマートフォンの次のデバイスとして新たな市場が創出される
と注目を集めているロ

※その他リストバンド型等、様々 な形態の
デバイスが開発されている.Jぞゴfp

腕時計型ウェアラブルデバイス
出典:SAMSUNGホームベ-:;より出典:googleホームベージより眼鏡型ウェアラプルデバイス

主な事業内容

l天# 事 肉 埠ま

先端技ナ術
ウェーアマラブにルを、はしどウが、じエ想先めア端定とラ技さしブ術れてル、セる技時。ミ術流ナのーに他合を、わ開セせ催ンたすサ先るー端。技技術術、セミー をァー 設定は
テーマとして I. 320千円
ロボット技術な

先進地視察
県内産先学端技官が先業の・進新市と場的開し動発ない研企向ビ業究ジに機つネと関スいのや開発企理繋ン解業げグ等ををるの視察を行とい、 術企 て更に 深図めると
もに、県内 マ開ッチ り、県内 400千円
企業にとって 展に

テモ(新バデ)ウエア支用ラ援実ブル
援実ウェモアデ。おラ一ルブけ貫ル開るし発デウたバをェ開補イア発助スラ支金を援j活及レに用びをよ活専しり用た門開シアし発たスド成新バテ功事イム事ザ業・例展サーをー開につよをビく促スりり支進の、イルス開活発 事証

県す証す内るるに
18，110千円

業

補助対象事業者 県3グル内(上企-限業7) 又は県内企業を代表とする

債補補助務助事額負 行期8，000限千最度円長額 、補助率 2/3以内
業担 為問 12か24，月000千円(平成28年度)

2 

これまでの取組状況、改善点
平成26年は、計3回ウェアラブル技術セミナーを開催した。
セミナー参加者の80%以上が技術セミナーの継続を希望し、

ており、平成27年度も先端技術セミナーとして継続開催する。
セミナーによる普及啓発から次のステップとして民間主導の実証段階へと展開を図るため、開

発支援事業にてウェアラブル技術を活用した新事業展開を促進する。

(6月・8月・10月開催、参加者計254名)
先端技術に触れる貴重な場となっ

3 

5 



平成27年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
v頁工鉱業費 経済産業総室[産業振興室](内線・ 7657)

(単位:千円)2目 中小企業振興費

財 源 内 訳
事業名 本年度 前 年 度 比 絞 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

医工連携推進事業 38， 577 36，497 2，080 38， 577 

トータルコスト 40，907千円(前年度 36，497千円) [正職員:0.3人]

主な業務内 容 補助金交付事務、関係機関との翻整等

工程表の政策目標(指標) 医工連携を推進し、県内企業の医療・介護機器分野への進出を支援する

事業内容の説明

事業の目的・概要

携た県推取内進組中体を小制支企援を業強すの化る医。し療、機県器内分企野業へへのの進情出報を提促供進やす専る門た家めの、(公財)鳥取県産業振興機構の医工連 活用等による医療機器分野参入に向
け 組支援

2 主な事業内容

区分 予算額 内 容
(千円)

医工連携整推備進 22， 933 く〉医工連携連コァィネ タ配置
体制の 医工 携を円滑に進めるため、現地調査や情報収集、企業・

医療機関(大学)・支援機関等の連絡調整を行う。

く〉外業部界コンサルへの委託
に人脈・経験を有し、薬事に詳しい外部コンサルタント

の活用による支援を行う。

く〉専門家派連遣携
医工 の専門家を招へいし、企業との意見交換、視察等を

行う。
く〉医療機関ニーズ調査(ネ査ットワークシステム構築)

医療会機関のニーズを調 し、県内企業へフィードバックする。
。展示 開催本 ・出展

-東京・ 郷の医療機器メーカーとの展示商談会

-国ア際福イ祉機器展(1 0月、東京)
-メ カルジャパン (2月、大阪)

()先進地視察
ドイツで開催される世界最大の医療機器展MEDICA等を視察す

るとともに、現作地医療機器メーカーを訪問する。
()企業紹介冊子成(日・英版)

県内企業の技術シーズを紹介する冊子を作成ロ

644 韓国・原州医療機器ァクノパレ との連携等により、韓国医療
機器メーカーとのマッチング、原州市で関f持される医療機器展示
会への出展を行う。

15， 000 
(公財(しH)て2鳥行6取う交県医付産療決業・定介振分興護)機構が県丙作ーδ品医開薬発てv げ謎機器開発企業と連携 機器の試 に対する補助を行

う。

3 これまでの取組状況、改善点
Oとっとり医療機器関連産業戦略研究会 (H25.11設置)に県内の63企業・団体が参加し、情

報交換や外部専門家によるワーキング、展示商談会への参加など、医療機器分野への参入意
欲が高まっている。

O県内企業による療、現自社の技ー術ズ力を活かたした医療機器の開発す案る件が進んでいる。
0平成27年度は医 場ニ を踏まえ製品開発を促進 とともに、海外市場も視野に

入れた企業の活動を支援する。

6 
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

経漬産業総室[産業援興室](内線:7657)
(単位・千円)

財 源 内 訳
事業名 |本年度 l前年度|比較-_備考

l国庫支出金|起債|その他|一般財源

l新)とっとり発医
療機器開発支援事1 30，1971 01 30，1971 1 1 1 30，197 
業

トータルコスト I34，080千円(前年度 O千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容|委託金交付事務、審査会事務、関係機関との調整等

工程表の政策相指標)I医工連携を推進し、県内企業の医療・介護機器分野への進出を支援する

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県オリジナルの医療機器開発を推進するため、鳥取大学医学部の研究技術を活用した県

内企業との連携により実施する医療機器開発フ。ロジェクトに対して支援を行う。

2 主な事業内容

z長百
医療機器開
発支援事業

万語

鳥取大学、県内企業等が連携して行う新たな医療機器開発プロ
ジェクトに対する調研究、技術開発、試作品開発等の委託を行
つ。

鳥取大学

国産医療機器創出促進基盤整備

等事業(厚労省) 鳥取県産業振興機構

lとっとり医療機器関連 E

産業戦略研究会
(日企業・団体が書加)

額 四
一一 〆¥l県内企業 l製品化・事業化 大型プロジェクト化 日1医工連携事業化

1 "'" I推進事業(経産省)等

3 これまでの取組状況、改善点
-鳥取大学が厚生労働省の国産医療機器創出促進基盤整備等事業(H26)の採択を受け、医
療機器開発に意欲のある県内企業 15社を選定し、医療機器開発に向けた人材育成等の取組
を開始している。

・県、産業振興機構、産業技術センターにおいてもプロジェクトを連携支援し、とっとり発の
医療機器開発を全県的に推進するロ
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
v頁工鉱業費
2目 中小企業振興費

経済産業総室[産業振興室](肉線:7657)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

化{新プ)産口学共同事業
ジェクト支 30. 451 。30.451 30. 451 

援事業

トータルコスト 32. 781千円(前年度 O千円) [正職員:0，3人]

主な業務内 容 制度設計、採択審査会開催、委託契約業務締結、業務進捗管理

工程表の政策目標(指標)産学金官連携による商晶・技術、研究成果の情報発信を行い、新たな事業連携、
販路開拓につなげる

事業内容の説明

事業の目的・概要
「鳥取県経済再生成長戦略Jの戦略的推進プ分ロ野をはじめ次世代型産業の発展・振興を図る

ため、県内企業と大学等の研究機関が共同 ジェクトとして実施する市場化・事業化を目
指した科学技術革新を支援し、鳥取県における産学連携による新産業創出を促進する。

2 主な事業内容

l支援プ山クトの概要

対象事業 研究機関が県内中小企業者と連携して取り組む製品化・事業化を目指した共同プ
ロジェクト

[研 究 一 一 一 発 一目でき…るプロジェωtエク叶| 県内中小企業者のニーズに研究機関のシーズを活用 クト
販路確保、他の県内企業への波及効果等が期待できるもの
特許技術等は他の県内企業も活用可能とする

委託先 県内研究機関(大学、高専、公設試)、県内中小企業者
(県から大学・企業へ委託)

委託料 20. 000千円/件X3件

事業期間 委託契約締結日から 2年間

採択方法 有識者、専門家で構成される審査会での審査(委員6名)

予 算 -平成27年度新規採択分 20. 000千円/件X3件x50% (27年度執行率)=30.000千円
(債務負担行為:平成28-29年度)

-審査会経費 451千円

3 これまでの取組状況、改善点
-や今事後業の地方における産業活性}=おいて、地域の企業と大学等との連携による科学技術革新

化の実現が重要な課定 なっている。
-県として、産学共同による長 t 端の製品開発や技術開発を委託事業として支援することで、
参画企業の新事業展開や閲覧主術の普及活用など県内産業の活性化につなげる。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
2目 商業振興費

経済産業総室[経営支援室1(内線:7658)
(単位:千円)

事業名 |本年度
財 源 内 訳

とっとり企業支援
ネットワーク連携I 33， 271 
強化事業

トータルコストI36， 377千円(前年度 28，709千円) [正職員:0.4人非常勤職員:4. 0人]

主な業務内容|会議開催事務、関係機関との連絡調整事務、補助金交付事務等

工醸の政策目標(指標)I企業支援体制の充実:企業の経営課題同じた企業支援体制の構築

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内中小企業・小規模事業者の経営課題に対し、とっとり企業支援ネットワークを構成してい

る企業支援機関が総合的かつ集中的な支援が実施できるよう、東中西部の圏域別に支援ネットワ
ークを構成し、企業支援体制を整備している。
新たに事業引継ぎ支援センターを設置、県経営サポートセンター等と共に連携し、複雑化、専

同化する中小企業の経営課題に対応する体桁jの強化を図る。

2 主な事業内容

【事業承継支援の内容】
司事業承継に係る普及啓発(セミ
ナー)‘事業承継計画の策定、後継
者マッチンゲ(後継者パンヲ)、 M&AI 
に係るマ

(県内商工団体、金融蝿関等20拙闘で構成)

3 これまでの取組状況、改善点

車掌量揖重構由宮口構

盤告県肉商工会産業支
援セン9ー・会議所に付
加し、金星盤劃圭盤重

コンサルティン

17， 385 
主些生

3，596 

3，456 

0平成20年度に、県内中小企業の経営課題に対し、より迅速に質の高い支援を提供するため、県を含
む10の中小企業支援機関で『とっとり企業支援ネットワーク』を構築し、平成23年度には、民間・
政府系金融機関の参加による20機関の体制に拡充した。

O:lJL成24年度には、金融円滑化法終了の出口対策として、中小企業者の経営再生の取組を促進する「経
営再生サポートセンター」を開設するなど、支援体制を拡充、経営課題の改善を進めているところ
である。

0現在、県内事業者の多くが後継者不足や高齢化といった問題を抱えており、事業承継の円滑化を図
っていくことが重要である。

O中小企業の経営課題は、複雑化、専門化してきでおり、 1次支援機関である商工団体と連携した
経営改善はもちろんのこと、新事業展開や事業承継なども含めた、中小企業への経営支援体制を
充実・強化していくことカ必要である。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

i
1
 

守

r
経済産業総室融支援室](内糧計結j

備考
財源内，訳

国庫支出金|起債|その他|一般財源
較比前年度本 年 度名業事

小規模事業者等
経営支援交付金 866， 656 

主な業務内容

工程表白量産目標(指揮)

事業内容の説明

87， 223 

878， 304千円(前年度 791. 041千円) [正職員:1.5人]

商工団体が行う経営支援活動の連絡調整、交付金交付事務(申請書の審査、交
付金支払、事業実施状況の確認)、業務の指導・監督(定款変更の認可等)等

企業の経営課題に応じた企業支援体制の構築

779， 433 866， 656 

トータルコスト

事業の目的・概要
商工会、商工会連合会及び商工会議所に配置する経営支援専門員等が行う、小規模事業者の経

営・融資・税務・経理・労務等の指導、創業・経営革新等の支援に要する経費を助成する。

主な事業内容
起業・創業、新事業展開、事業承継など、企業の段階に応じたビジネスプラン策定と伴走型の

経営支援が行えるよう、支援人材の増員や支援活動の充実など、支援機能の充実・強化を図る。

2 

商工会議所

言十

これまでの取組状況、改善点

。平成18年度、従前の補助金を交付金化し、各団体の自主性を活かした施策展開や効果的な支
援戦略の立案等を可能とした。

3 

0平成24年度以降、交付金による商工会連合会への職員 (H24~H26:3名)の暫定追加配置や、交
付金化を前提とした「経営力強化緊急支援事業補助金J等による各商工会議所への非常勤職
員 (H24~: 6名、 H26.2月経済対策~:13名)の臨時配置、販路開拓等の取組への事業費補助な
ど、支援体制の充実を図ってきた。

0平成26年6月、小規模基本法及び改正小規模支援法が成立し、従来の理念 f企業の成長発展」
に「事業の持続的発展」が新たに加えられた。商工団体が自らの中期計画である「経営発達
支援計闘」を策定し、伴走型支援を行うことに伴い、継続的な支援機能の充実・強化が必要
である。
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事業名 |本年度|前年度|比較

白平成 27年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[経営支援室](内線:7658)
〔単位:千円)

財 源内訳

費興振
費
業

費
業
商

エ
商

商

目項
2

ιv内
占

ZE--F

唱'

?
g
 

国庫支出金|起債!その他|一般財源
備考

中小企業連携組織
支援交付金 I 98. 978 91. 378 7.600 98. 978 

トータルコスト

主な業務内容

107. 520千円(前年度 99. 891千円) [正職員:1. 1人]

交付金交付事務(交付決定・実績報告審査・額の確定)、事業実施状況等確認、
予算要求、中央会との連絡調整、組合設立(定款変更)認可事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県中小企業団体中央会が行う中小企業組合等の設立・運営支援、企業連携支援等に要する

経費(人件費、事業費)を助成する。

※中小企業団体中央会の役割
・協同組合等の連携組織を通じて中小企業を経営支援し、産業基盤の底上げを図る。
(個々の中小企業では解決困難な課題を組織の力で解決)
-外部経営資源を結びつけて既存組合を活性化させ、組合傘下の中小企業者の経営力向上を図る。
・産業構造の変化や高度情報化社会の進展に対応できる連携組織の重要性を普及し、組織化を促進する。

2 主な事業内容
組合等が経営カ強化を目指して行う企業連携事業等に対する支援活動の充実・強化を図る。

《交付金内訳》
L ， 

区分 平成27年度 平成 26年度 比較 備考
交付対象職員

人件費 79，759 79.759 。
目目22 67 ]1 11 44 名名

主蓋計主 1 9 2 1 9 1 1 6 1 9 7 600 
98， 978 91 378 7. 600 

3 これまでの取組状況、改善点
。組合再生支援の充実

平成 19年度に実施した中小企業組合実態調査結果に基づき、「組合活動評価基準」を設定し、
平成 21年度から本基準を導入した新たな組合支援を導入した。個々の組合の実情に対応した柔
軟な支援に取り組んでいる。

O組合次世代リーダー育成
組合活動活性化を図るためには若い世代の力が必要と考え、平成 23年度に組合の次世代を担

うリーター育成のための「組合次世代リーダー育成計画策定指針」を策定、平成24年度以降
は指針の普及及び「組合次世代リーダー育成塾」等の事業を実施している。

0経営力強化の取組
平成25年度より、交付金化を前提とした「経営力強化緊急支援事業補助金」を活用して行っ

ている岡山・徳島両県中央会との連携協定締結を契機とした傘下組合間連携事業等の推進など、
経営力強化を目指した取組をさらに強化していく必要がある。
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平成 26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
7款商工費
2項エ鉱業費

2目 中小企業振興費
経済産業総室[産業振興室](内線:7657)

(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 補正前 補正 言十 備考

目庫支出金l起債 lその他|一般財源

(耕地域創業促
進事業

、1
1
1
1
1
1
ノ

日
-
頭
巾
ο
7
J

f
S
2
2
 

L

唱‘

n
，』
"
h
d
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a

債
行

f
i
l
l
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ー、

、
|
|
|
ノ
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氏
。

6
7
z

剖
μ
虚
宵
a
y
L
O
L

匙

司

喝

の

ヌ

ι
戸

h
d

加
為
は

債
行

f
1
1
0
1
1
L
 nu 

昨;1!
トータルコスト

従事する職員数

0 

0.0人

527 

0.0人

5271 (補正に係る主な業務内容)
補助金交付事務等

0.0人

工程表の政策目|県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等の支援
標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
地域密着型の新規開業者や新事業展開を行う中小企業に対し、創業初期の経費負担軽減、販

路開拓拠点の確保を支援し、地域における創業や新事業の安定的な定着を図る。

用する創業者に当初 3年間無利子化する利子補給を行う。

「創業支援資金」
スタートアップ
応援事業補助金

定に商工団体などの指導・支援を受けた者
同需官古肺材、ー向調官きれた創業者

66%) 
277 

(2 )販路開拓県外ビジネス拠点確保支援事業
創業・新事業展開する県内企業が県外で販路開拓等を図る拠点確保を支援する.

(単位:千円)
0対象者

新たに県外でビジネスオフィス等の拠点を確保する事業者
販路開拓県外ビ -創業支援計画策定市町村で認定された創業者 250 
ジネス拠点確保 -経営革新計画認定企業 など
支援事業補助金 0補助率、補助上限額:1/2、月 5万円以内

0補助期間:最長 36 月間(債務負担行為:平成 27~29 年
度)

0要件:県内の事業活動の活性化(生産・雇用の増)に資す
ること等

3 これまでの取組状況、改善点
・平成23年度から実施している「起業創業チャレンジ総合支援事業」では、県域での新規性
の高い新規開業について、これまで23社の創業や第二創業を支援してきた。

・産業競争力強化法による各市町村の創業支援事業計画の策定に合わせて、より身近な地域の
創業等に対する支援を開始実施する。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
企

業
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費
鉱
中

工
工

商

目項
2

款
2

ヲ' 経済産業盆室I重重握興:室](内線:7657)
〔単位・干円)

訳内源財
備 考較比前年度本 年 度名業事

一般財源その他自庫支出金|起債

96， 160 24， 683 71， 477 96， 160 

73， 025千円) [正職員:1.2人]105， 479千円(前年度トータルコスト

主な業務内容I(公財l鳥取県産業振興機構との連絡調整、補助金交付事務など

の臨時(指揮)I県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援の創出
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平成26.年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

7款商工費

1項商業費
3目 金融対策費

経済産業総室[経営支援室](内線:7658)
(単位:千円)

事業名 補正前 |補正 +B 

a吉
岡 主寸備考

回数雌|起債|その他|一般財源

財 源 内

[制度改正]
企業自立サポート 11. 117.341 
事業(制度金融資)

。I1. 117. 341 

トータルコスト 1.126.628 01 1.126.6281 (補正に係る主な業務内容)

制度設計、保証協会との調整、周知説明、

1.2人|申請書の審査・補助金の交付決定等従事する職員数

工程表の政策目標
(指標)

事業内容の説明

1.2人

資金調達の円滑化:経済情勢や企業ニーズに即した資金調達環境の整備

0.0人

1 事業の目的・概要

因の経済対策に合わせて、厳しい経営環境下にある県内中小企業や地域創業の円滑な資金調

達を下支えするため、制度の新設、拡充を行う。

2 主な制度内容

(1 )小規模事業者の資金調達を下支え[拡充]

小規模事業者専用資金である「小規模事業者融資」を常設化するとともに、制度を拡充する。[…: 1. 500万円→3.000万円 ) 

・償還期間:運転資金 5年→7年、設備資金 7年→10年 1 

.その他:更なる保証料軽減措置(保証料年O.13-0. 68%) (継続) J 

(2 )円安・原材料価格高騰への対応【新設]

地域経済変動対策資金に「円安・原材料価絡高騰対応枠」を創設する。(………一悶一上J:'¥'>flJ一や刊利

.貸付利率:年1.4必3% *最優遇金利 .融資期問:1叩0年(据笹3年)以内 1 

.使途.運転.設備.借換 .限度額:2. 8億円 φ保証料:年0凪.23-0ι.6ω8% J 

(3 )起業・創業の推進【拡充】

創業・第二創業を支援する「創業支援資金〈仮称)Jを創設する。(新規参入資金から独立)

時創業計画策定時の商工団体の指導等を要件として当初3年間を無利子化(新設)

句リ途産業振興室「地域創業促進事業J)

(4 )事業承継を支援【拡充]

「新規需要開拓設備資金J及び「創業支援資金(仮称刊において、事業承継を契機として

雇用の維持・拡大を図る場合に、ト日IJ利率(最優遇金釈 を適用する。

・貸付利率年1.66% (適常)→年1..'3% (特jJlJ)

3 これまでの取組状況、改善点

地域経済に大きな影響を及ぼす世界的な金融危機や経済情勢の変化を受けて、厳しい経営環境

にある県内中小企業者の金融の円滑化を図るため、資金繰り緩和やニューマネー資金の供給など、

臨機応変な金融対策を実施してきた。
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7款商工費
1項商業費
3目 金融対策費

平成 27年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室 I経営支援室](内線:7658)
(単位:千円)

事業名 本年度|前年度|比較
内
一
他一の

一
そ

源
一

一
債

一
起

財
一
悩4

拘

A

骨
髄
也
市

爾
刷
闘

訳

企業自立サポー
ト事業 1 855， 8081 1. 117， 341 1ム261，533 
(制度金融費)

トータルコストI865，126千円(前年度 1，126，628千円) [正職員:1. 2人]

〈貸付金元利収入〉
330，4841 525，324 

主な業務内容|制度設計、保証協会との調整、周知説明、申請書の審査・補助金の交付決定等

工酬軍目標州資鍋遠の円滑化:経済情勢や企業ニーズに即した資金調達環境の整備

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

自立型社会への転換に向け、県内中小企業者等の事業の活性化及び経営の安定化などに要する
資金の円滑な調達を支援する。

2 平成27年度の主な制度内容
(1 )小規模事業者の資金調達を下支え[拡充J(H 26経済対策)

小規模事業者専用資金である「小規模事業者融資」を常設化するとともに、制度を拡充するp

〔・限度額1.5007JPl-3. 000万円 ) 
φ償還期間:運転資金 5年→7年、設備資金 7年→10年 | 
+その他:更なる保証料軽減措置(保証料年O.13~0. 68%) (継続) J 

(2 )円安・原材料価格高騰への対応【新設】 (H26経済対策)
地域経済変動対策資金に「円安・原材料価格高騰対応枠Jを創設する。

〔村象者:…師一響ー上刊一し一一…者
+貸付利率:年1.43% *最優遇金利 争融資期間:10年(据置3年)以内
争使途:運転・設備・借換 @限度額:2. 8億円 +保証料.年O.23~0. 68% 

(3 )債権者調整を必要とする経営再生を支援【継続]
超長期(15年)の借換資金「経営再生円滑化借換特別資金」を延長する。

(4 )海外展開を支援【新設]
県内中小企業者が経営の安定又は拡大を図るために行う海外需要開拓等の取り組みを支援

する「新事業展開支援資金(海外展開貸付)J (仮称)を創設する。
f・貸付利率:年1.43% *最優遇金事IJ +融資期間:10年(措置2年)以内
i 使途:運転・設備 @限度額:1億円 @保証料・年O.23~0. 68% 
l+要件:県内事業の安定・拡大に資する計画であるとと

(5 )経営革新を支援[拡充】
経営革新計画に取り組む者を対象とした資金について、計画実行を一層支援するため、

更なる保証料軽減を措置する。
〔拡充内容〕保証料年且 45~ 1. 08% →年乱 23%~0. 68% 

(6)起業・創業の推進[拡充J(H 26経済対策)
創業・第二創業を支援する「創業支援資金(仮称)Jを創設する。(新規参入資金から独立)
キ創業計画策定時の商工団体の指導等を要件として当初3年間を無利子化(新設)

(別途産業振興室「地域創業促進事業」で措置)

(7 )事業承継を支援[拡充】 (H26経済対策)
「新規需要開拓設備資金」及び「創業支援資金(仮称)Jにおいて、事業承継を契機として

雇用の維持・拡大を図る場合に、特別利率(最優遇金利)を適用する。
@貸付利率年1.66% (通常)→年1.43 % (特別)
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4 これまでの取組状況、改善点
地域経済に大きな影響を及ぼす世界的な金融危機や経済情勢の変化を受けて、厳しい経営環

境にある県内中小企業者の金融の円滑化を図るため、資金繰り緩和やニューマネー資金の供給
など、臨機応変な金融対策を実施してきた。

・平成21年度9月補正予算
リーマンショックからの受注回復期におけるニューマネー資金需要に対応するため、セーフティ
ネット保証を活用した「経営活力再生緊急資金」を創設。
[使途:運転・設備期間:10年(据置3年)以内限度額:8千万円金利:年1.43%) 

@平成23年度当初予算
景気対応緊急保証終了 (H23.3末)後の円滑なニューマネー供給環境を整備するため、「経営活力
再生緊急資金」をリニューアルして、セーフテイネット保証(業況悪化業種)から外れる中小企
業者も融資対象とする「経営活力強化資金Jを創設。
〔使途・運転・設備期間:10年(据置3年)以内}限度額 :8千万円 金利:年1.43%) 

@平成23年度9月補正予算
県内大手企業の事業再編(三洋CE)の影響を受ける中小企業者の資金需要に対応するため、
「地域経済変動対策資金Jを創設。
〔使途:運転・設備・借換期間:10年(据置3年)以内限度額:2. 8億円金利:年1.43%) 

・平成24年度6月補正予算
金融円滑化法の終了を年度末に控え、経営再生に向け取り組む中小企業者等を支援するため、
超長期の「経営再生円滑化借換特別資金」を創設。
〔使途:f昔換期間:15年(据置 1年)以内限度額:2. 8億円金利:年1.60%) 

・平成25年度2月補正予算
-小規模事業者や創業者に対する支援として、更なる保証料の引下げを実施。
・新たな需要獲得のための業態転換・商圏拡大などを支援するため、設備投資を後押しする超長期
資金「新規需要開拓設備資金」を創設。

・セーフティネット保証 (5号)の指定業種が縮小される最中、全業穏対応のニューマネー資金
「経営活力強化資金」の対象者を拡大し、「経営体質強化資金Jとしてリニューアル。

・消費税率引上げ影響への対応として、地域経済変動対策資金に対応枠を設置。
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平成 26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
7款商工費
u頁商業費 経済産業総室[経営支援室1(内線:7658)

(単位:千円)3目 金融対策費

事業名 補正前 補正 百十
財 源 内 訳

備考
国鞍出金 起債 その他 一般財源

信用保補証料負担
軽減助金 138， 750 1， 676 140，426 1， 676 

トータルコスト 141，846 1， 676 143， 522 (補正に係る主な業務内容)
制度設計、保証協会との翻整、周知説明、

従事する職員数 0.4人 O. 0人 O. 4入 申請書の審査・補助金の交付決定等

工程(指表の政策目 資金調達の円滑化:経済情勢や企業ニーズに即した資金調達環境の整備
標標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
企業自立サポート事業(制度金融)では、中小企業者等の負担を軽減するため、その信用保証

料率を鳥取県信用保証協会(以下「保証協会J)の基本料率より低く設定している。これによる
保証協会の減収相当額について同協会に補助を行う。

2 主な事業内容
地域経済変動対策資金に「円安・原材料価格高騰影響対応枠」を設置することに伴い、当資金

一枠の保証料率を基本料率より低く設定することによる減収相当額を保証協会に補助するもの。

地域経済変動対策資金「円安・原材料価格高騰影響対応枠」の概要
対象者 円安や原材料価格の高騰の影響により売上や利益率が減少し、経営の安定に支

障が生じている者等
手Ij 率 年1.43% (変動金利)
保証料率 年O.23~0. 68 % (経営状況に応じ 9区分。基本料率 O.45~ 1. 90%) 
資金使途 運転資金、設備資金又は借換資金(運転又は設備資金の借入に併せて借り換え

る場合に限る。)

限度額 2億 8千万円
備 考 補正予算額は 2~3 月の融資実行見込額 20億円に必要な保証料補助額

3 これまでの取組状況、改善点
0県の制度融資においては、従来から全資金を対象に、信用保証料の一部を補助し中小企業者
の負担軽減を図ってきた。

0更に平成25年度経済対策において、戦略的推進分野への進出や業態転換を行うための設備
導入などにおける支援として、更なる保証料の引下げを実施した。

0昨今の円安・原材料価格の高騰など、依然、厳しい経営環境下にある企業層に対し、引き続
き配慮が必要である。

[為替レートの推移J(出所 日本銀行「外国為替市場J)

<H24. 9. 28) <H25. 5. 22) (H2sニ8.8) <H26. 12.8) (H27. 1. 28) 
1ドlレ 77.57円→ 102.78円→ 10r百9何→ 121.34円→ 118.13円
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
3目 金融対策費

事業名 本 年 度 前年度 比較

経済産業総室[経営支援室](内線:7658)
(単位:千円)

財 源 内 訳
備考

目庫支出金 起債 その他 一般財源

観舗装負担 248，743 138，750 109， 993 248，743 

トータルコスト 251， 849千円(前年度141，846千円) [正職員・ 0.4人]

主な業務内容 制度設計、保証協会との調整、周知説明、申請書の審査・補助金の交付決定など

工程初日置目標(指標) 資金調達の円滑化.経済情勢や企業ニーズに即した資金調達環境の整備

事業内容の説明

1 事業の目的・概一要ト事
企業自立サポ 業(制度金融)では、中小企業者等の負担を軽減するため、その信用保証

料率を鳥取県信用保証協会(以下「保証協会J) の基本料率より低く設定している。これによる

保証協会の減収相当額について同協会に補助を行う。

2 主な事業内容

区 分 基本 事業者 補助率 対象資金

料率 負担

一般資金 0.45% O. 45% 0.07% 企業自立化支援資金、企業立地促進資金

~ 1. 90% ~ 1. 45% ~O. 45% 
通常 0.45% 0.45% O. 15% 経営安定支援{昔換資金、経営体質強化資金、経営再

戦略 ~ 1. 90% ~ 1. 08% ~O. 82% 生円滑化借換特別資金など

特例 0.45% O. 21% 0.22% 新規需要開拓設備資金(業態転換等)、創業支援資金

資金 ~ 1. 90% ~O. 68% ~ 1. 22% (仮称/旧新規参入資金(創業貸付))、地域経済変

動対策資金(円安・原材料価格高騰対応)など

小規模資金 且45% O. 13% 0.22% 中小企業小口融資、小規模事業者融資

~2. 20% -0.68% -1. 42% 

一 -平成25年度経済対策により更なる引き下げを実施した部分

3 これまでの取組状況、改善点

0県の制度融資においては、従来から全資金を対象に、信用保証料の一部を補助し中小企業者

の負担軽減を図ってきた。

0更に平成25年度経済対策において、戦略的推進分野への進出や業態転換を行うための設備導

入などにおける支援として、更なる保証料の引下げを実施した。

1

0昨今の円安・原材料価格の高騰など、依然、厳しい経営環境下にある企業層に対し、引き続

き配慮が必要である。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[経営支援室1(内線・ 7658)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

目li支出金 起 債 その他 一般財源

商獲得圏支拡援大事・業需要 61. 500 17， 000 44，500 61， 500 

トータルコスト 63，830千円(前年度 19，322千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 事業者、関係機関・団体との連絡調整、補助金交付、検査等事務手続等

工標程)表の政策目標(指 企業の経営課題に応じた企業支援体制の構築

事業内容の説明

1け事卸た業取・の小組売目を事的支業援・概者す要、るサ。ービス事業者等が、更なる成長を目指して行う、 商圏拡大・需要獲得に向

2 主な事業内容

事業枠
予(千算円額) 

事業概要

調査検討型 26， 250 商[対圏拡象大経及費び]需市よ場要る調獲事得査業に係る調査・検討の取組等のン経グ費費について補助材する。
費用、査検テストマーケ費ティ 用、外部人活用に
の調 討に係る用

小規模枠
【今回拡充】 -φ※事補実中業助施小者金期企、額業間サ基ー本l1，2ビO法ヶ0ス0月に千事以定円業義内者(さ定(等債れ額)務る)に負小限担規る模行。為事 : 平者成(28年度)売

業 卸・小

一般枠
.・補実助施金期額間 31，2Oヶ00月千以円内(定(債額務)負担行為:平成28年度)

商圏拡大型 10， 000 県す【外対る。、海外へ商圏を拡大していくために実施する取組の経費について補助

・@実象補助施経金期費額間】底る52舗経，4Oヶ展費00月開、千以、専円内販門以売家内(債網に務(整よ補負備る助担指率(行導通2/為費販3以用等:平内含)成等む2)8、~取29引年先度開)拓等に係

H担2行6債為務分負 25， 250 
平事成調業査26検改年討善度採型択21，分Oの平千成27年度支((出見年年込度度額執執00 円x25% (27$Ji'Wlfÿ~) =5.250千円

型40，000千円X50%(27 行行率率))=20，O00千円

3 平こみれ成でま2あ5で年るの度。取経現組済在状対も況策商、と工改し団善て体点本へ事多業くをの創相設談し等、が平あ成り2、7年成l長月志末向現の在県、内15事案業件者を採の支択援・交ー付決ズ定は済高

い。

獲る乙ま潜得とた在かに、向的ら本け、な事た平小業経規成の営模27対革事年象新業度業へ者よ種のをりで取掘、あ組調りるや査起卸新検こ規・討す小融型と売資と、(の小もサ獲規にー得模、ビな枠本スど事)業、業を等次創でのの設の第事調し三業査、次展検チ産開討ャ業にをレは向基ン、けジに小た、規し取商た模組圏い事を拡業と促考大者進がえす・需多てるい
~~ 

要
。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

1項労政資

1目 労政総務費

雇用人材総室[労働政策室] (内線:7223)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 I ;本年度!前年度 l比 較 備考

鳥取創事造県業戦プ略ロ産業雇用 ジェク I706，8131 712，9601 ム6，1471559，6771 147，136 
卜費

トータルコスト|川則子円(前年度 j川 73千円i[正職三:1. 1人]
主な業務内容|在職者の人材育成等

工程表の政策目標{指標)，産業振興に役立つ人材の育成:職業訓練を行い、県内産業を支える産業人材を
育成

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
「超モノづくり人材とテクノロジー・イノベーションによる新産業創成Jをテーマに、従来の製

造部門に留まらず新産業展開のキーとなる最先端の技術を有するイノベーション型製造人材と海外
展開を視野に入れたグローバル型製造人材の育成を往とし、相互連関の下に技術を有する総合的な
産業人材の育成・強化を図り、もって、県内の安定的で良質な1. 000人の雇用を創造する。

本プロジェクトの産業人材育成は鳥取県に留まらず、産業人材育成の「日本モデル」として取り
組む。

2 主な事業内容
指定した主要製造業について、これまでの人材育成とは違い在職者を中心として個々の企業に対

して課題抽出から、その課題を解決できる人材の育成までを一貫した実施や、高度専門性を有する
人材を育成するオーダーメイド型の研修(注)を実施する。
(注)従来の集合型研修ではなく、各企業ごとに必要となる課題を分析し、その解決のために高度

な専門性を有する人材の育成のための研修を各企業ごとに行うもの。
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3 これまでの取組状況、改善点
-平成 25年 10月の事業開始から、参加企業は 145社(平成 27.1. 7現在)
・人材育成の取組は、製造人材の一般的なスキルアップを図るための講座(標準高度化教育講座) I 
を平成 25年度は 14講座を実施し、 33社、 176名が参加。平成 26年度は、上半期で 181'
講座を実施し、 33社 184名が参加したロ

・平成26年度からは、講座に加え基盤強化型プロジェクトとして、電機・電子企業等の専門性の
高い課題の解決を図るためハンズオン型の人材育成支援を実施している。 6ヶ月を 1期とした取
組で、第 1 期 (4月 ~9月)では、延べ τ0 社、 111 名が参加。第 2 期(10月 ~3月)では、延
べ80社、 165名が参加を予定している。

-今後、事業開発型プロジェクトとして、製品開発の実践を通じた人材育成を進める予定である。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
5款労働費

1項労政費
1自 労政総務費

雇用人材総室[就業支援室1(内線:7229)
(単位:千円)

事業名

ふるさと就職促
進事業

トータルコスト

従事する臓員数

補正前 |補正

12， 941 

16， 811 

0.5人

23， 237 

23， 237 

o.。人

財 源 内 訳
言十 備考

目庫支出金|起債|その他|一般財源

36， 1781 20， 237 3， 000 

40， 0481 (補正に係る主な業務内容)
IJUターン就職の支援業務

0.5人

工程表の政策目 11J Uターン就職の促進: 1 J Uターン希望者への情報提供の充実等により、就
標(指標) 1業環境を整備する。(ふるさと鳥取県定住機構の関与した IJUターン者数 100 

人以上、人材バンクシステム登録者数3，000人以上)

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

1 事業の目的・概要
東京・大阪に定住促進コーディネーターを引き続き配置するとともに、新たに年末に県内に帰

省する学生等を対象にした企業紹介フェアを実施する。
また、鳥取県・岡山県共同アンテナショップで企業プレゼンテーション等を行い、「観光・移

住コーナーJ(常設)を交流、情報発信の場として周知することで、中長期的に関東圏からの産
業人材の確保につなげる。

2 主な事業内容
(1)定住促進コーディネーターの配置(ふるさと鳥取県定住機構に委託) [予算額 12， 240千円]

コーディネーターを配置し、相談者の状況を把握するとともに着実な相談対応を積み重ねる
ことで IJUターン就職につなげる。
また、日頃から大学等の訪問を重ね、大学の就職担当窓口との綿密なパイプを構築すること

で、各種就職フェア実施の際に学生への周知を行う。
0配置人数

・就職相談担当 2名(東京、大阪各 1名)
・大学訪問担当 1名(大阪)

0業務内容
• 1 J Uターン就職に関する相談、情報提供
・大学の就職支援部門や本県出身学生への県内就職情報の提供

(2) <新規>企業紹介フェア[予算額 5，504千円】
年末に帰省する学生等を対象とした企業紹介フヱアを実施し、県外に進学した学生等のUタ

ーン就職につなげる。
開催時期:12月下旬(1日間)
参加企業 :75社程度
参加学生:200人
内 容:企業のプレゼンテーション、個別企業説明会

(3)とっとりセレクション 2015【予算額 5， 493千円]
「とっとり・おかやま新橋館」で、企業プレゼンテーションや個別相談会を実施し産業人材

を確保する。
開催時期:1 2月下旬 (2日間)
参加企業:7社X2日間
内 容:企業のプレゼンテーション、個別企業相談会

3 これまでの取組状況、改善点
-定住促進コーディネーターの取紐実績 (H26.12末現在)

相談件数:1， 115件、大学等訪問件数:360件、就職内定者数:38人
.とっとりセレクション2014 

開催日:平成26年 12月20日、 21日の2日間
参加企業:1 2社、来場者数:延べ 330人(うち個別相談人数延べ60人)
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
7款商工費

2項工鉱業費
1目 工鉱業総務費

雇用人材総室[就業支援室1(内線:7229)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 補正前 補正 計 備考

自庫支出金 起債 その他 一 般 財 源

県内企業魅力発

見支援事業 12， 481 22， 544 35， 025 19， 544 3， 000 

トータルコスト 14，803 22， 544 37， 347 (補正に係る主な業務内容)
委託業務の管理、業務委託先との連絡調

従事する職員数 0.3人 0.0人 0.3人 整、委託業務の成果検証等

工程表の政策目 全国平均を上回る有効求人倍率の達成
標(指標)

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

1ii蓄額融喜重量龍結額ii書籍;主主
2 主な 買信事

事業区分 寸 対象 T 事業概要
(1)県内企業魅力発見支援事業(予算額:18. 264千円)/委託先:鳥取県中小企業団体中央会
高校生のキャ}リア教

(2225う
「マッチング重点業種勺を指定し、該当する企業から普通科系

育 高等学校を中心に、講師(企業人)を派遣してもらい、また学
校から企業へ訪問してもらい、仕事の魅力を伝えてもらう。
※マッチング重点業種とは、縫製業、建設業など、業務に対す
る生徒や学生の理解が進んでいない業種。

大学生等の地域協働 将「来大学の産業入荷大 3年次のみではなく低年次を含めて、県内企業の仕事や技術に
裂インターンシップ 生、短 実践的に携わることで、県内企業の魅力を感じてもらい、有力

生、専門学校 な就職候補先のーっとして認知されるととを促進することによ l

生、高専生等 り、県内企業への就職促進と県内企業の優秀な人材確保を支援
する。

(2)中堅リ ダ研修育成支援事業(予算額:3.038千円)/委託先:鳥取県中小企業団体中央会
中堅リーダーの育成 企業の中堅層 事業拡大に向けた中長期的な経営課題等を明確にした経営者が

(従業員) その課題に取り組む中堅リーダーを育成するために必要な支援
を行うことで、県内企業の事業拡大を促進する。

(3)産業人材の育成支援 (予算額:239千円)/委託先:(公財)鳥取県産業振興機構
人材育成支援情報の 企業全般/求職者 ウェプサイト「とっとり産業人材育成支援サイト(とっとり S
一元化・提供 TE P)Jを運営し人材育成セミナ一等の情報を一元的に提供す

ることで、企業の人材育成を促進、求職者の能力開発に資する。
(4)保護者宛ての県内就職情報の送付(予算額・1.003千円)/県直接執行
本県へのuターン就 大学等に進学した 大学・短大等に進学した学生の保護者に本県就職情報を郵送す
職の促進 学生保護者 るととで人材バンクへの登録、本県へのuターン就職の促進を

図る。

3(1長これ接ま話でのf取E組l4紫i、雲改善墨点書華街tf議吟勢三勢3甥域、し貯季pdE悩殺
9月)

(2)中堅リーダー研修は、日常業務に活用できる知識が習得でき、参加者から高い評価を受けて
いる。(東部:平成26年9月 ~10月、 6 人参加西部:平成26年10月 ~11月、 18人参加)

(3)とっとり STEPへのアクセス件数は増加している。(平成25年度上半期:3， 308件→平成2
6年度上半期:3， 376件)

(4)保護者に本県就職情報を郵送し(年2回程度)、鳥取県技術人材パンクへの登録を促進して
いる。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
5款労働費
2項職業訓練費

1目 職業訓練総務費
雇用人材総室[労働政策室] (内線:7223)

(単位:千円)

訳内j原財
備考

その他|一般財源目Il支出金|起債
計正補補 正 前名業事

l新)若年者等への
技能承継事業 6.000 32. 053 38. 053 38. 053 。

(補正に係る主な業務内容)
委託契約の締結、執行管理指導、協議会

0.0人|との調整等

38. 053 38. 053 。トータルコスト

0.0人。人従事する職員数

工程表の政策目標(指標)

「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

事業の目的・概要
若年者に対し集合訓練や企業実習を実施することにより人材育成を行い鳥取県の技能承継を推

進する。

事業内容の説明

1 

主な事業内容
建設業に関係する技能労働者の不足が深刻であり、建設業種の技能労働者を中心に若年者の入

職促進、人材育成を支援するため、鳥取県職業能力開発協会と企業の共同体に委託して、若年者
を期間雇用(最長9ヶ月)し、集合訓練や企業実習をすることにより、正規雇用に結びつけ、技
能承継を推進する。(期間雇用人数:1 0名)

2 
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〈若年者等への技能承継推進事業スキーム図)

鳥取県連安年技能者等技銭7;j!(継推進協議会(共肉体〉
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j 士会進合会 i 

L一一一一J

潟取集職業能
力続発協会

これまでの取組状況、改善点
平成26年度は緊急雇用創出事業により実施した。(雇用期間:6ヶ月)
・委託経費 40. 027千円(当初契約額:月額賃金、研修経費、事務局経費等)
・委託先鳥取県若年技能者等技能承継推進協議会
-協議会参加企業:21社
※うち、建設業関係18社(造園l、管・電気8、内装・建具4、型枠・大工2、その他3)

・求人:2 1名
・応募:20名
・採用:1 1名
-就業中: 7名. (※4名退職)

3 
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平成 26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

雇用人材総室[就業支援室1(内線:7229)
(単位:千円)
一一一T一一一ーーー一寸

訳

5款労働費
1項労政費
1目 労政総務費

備 考
一般財源

内源財
計正補補正前名業事

(新)県内雇用ミス
マッチ解消事業

従事する職員数

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

人材不足による雇用ミスマッチ解消のため、次の取組を推進し、人材過剰な職種から不足職
種への労働移動を促進する。

0人材過剰な職種求職者の職業意識の転換
O人材不足業種企業の処遇改善
0人材不足業種(企業)の情報発信によるイメージアップ

1. 000 

4， 72引(補正に係る主な業務内容)
一一→人材不足による雇用ミスマッチ解消のた
0.0人|めのキャリアコンサルティング強化等

3，726 

トータルコスト

4，726 4，726 

4，726 

。
。

0.0人0.0人

「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

2 主な事業内容
(1)キャリアコンサルティングの強化 <予算額:2， 254千円>

一般事務等の人材過剰職種求職者の職業意識の転換を推進するため、若者仕事ぷらざの就
業支援員の能力向上によりキャリアコンサルティングを強化する。

また、就業支援員が担当する相談者で、人材過剰j職種への求職に拘り就職できない者を対
象に、外部の著名なキャリア指導者による意識転換を促すセミナーを開催し、キャリアコン
サルティングの効果アップを図る。

(2 )処遇改善支援 <予算額:2，472千円>
人材不足業種企業の処遇改善の取組について、社会保険労務士による取組後のフォローア

ップを含めて支援し、良好な処遇環境による企業(業種)のイメージアップを通じて雇用ミス
マッチの解消を図る。

〔処遇改善の取組支援は、別途、緊急雇用創出事業(地域人づくり事業)により措置〕
(3 )ミスマッチ業種魅力情報発信

人材不足業種企業の魅力ある事業紹介から最新の求人情報等を一体的に発信するサイト等
を整備し、当該業種への関心と就職意欲の向上を図る。

〔別途、(公財}ふるさと鳥取県定住機構のウェブPサイトを活用し学生や求職者へ向けて
PRする。〕一一ー

これまでの取組状況、改善点
有効求人倍率がl倍前後を推移する状況下、求人数が求職者数を上回る人材不足の雇用ミス

マッチ分野が拡大する一方、求職者が求人を上回る人材過剰のミヌマッチ分野も拡大している。

3 

一部の業種では人材不足のミスマv手
権客給仕.a.S85人暗 H詰 .11)

2~，O間入、軽作黛晦710人機械組立拍札人}
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5款労働費
1項労政費
1目 労政総務費

平成 26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

雇用人材総室[就業支援室1(内線:7229)
(単位:千円)

事業名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

一般財源
備考

(新}若年者就職・ I I I I 
定着一貫支援事業1 01 19，8901 19，8901 16，8901 1 1 3，000 

トータルコスト I 0 I 19， 890 I 19， 890I (補正に係る主な業務内容)

従事する職員数 I 0.0人| 且O人I 0.0人| 講習実施、講習修7後の就職活動等支援

工程表の政策目標(指標)1若年者の就業支援:おおむね45歳未満の就職率を前年以上とする

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)j充当事業

1 事業の目的・概要
座学による就職基礎講座と職場での就労体験とを組み合わせ、実際に就職した状況に近い

体験を行う講習を実施することで、就職に対する若年者の職業意識形成を促進する。
また、講習'~了から一定期間経過後にフォローアップ研修を実施するとともに、未就職者

には就職活動支援を、就職者には職場定着支援を行い、早期就職と就職後の職場定着を促す。

2 

(1 

引き継ぐ。

3 これまでの取組状況、改善点
.26年度は、基金事業を活用し、モデル的に就職基礎講座と職場体験講習を組み合わせた「若
年者実践型就職講習」を実施している。

・本講習修了後、受講者の就職に取り組む姿勢が大きく変わり、就職決定に結びついている。
<若年者実践型就職講習の実施状況 (12月末時点)>
受講決定者 39名、講習修了者 37名、就職決定者 25名

・今後は、講習修了後の受講者に対するフォローアップ研修を実施し、就職活動支援の充実及び
就職後の職場定着支援を強化する。

若年者の就業支擁体系

ョ:.-守J~号インゲ
{穏麟〉

・虹恒輔雌等

. .事剣航圏在宜揖

「ヨ昼下可干吉古事E百古γ1

〔長駐さまヨヨヨ

コンサルテイ〉ゲ(相餓〉

・就曹に向けた関車息骨量い出し
.固揖.I軍姐母鏡~
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
5款労働費

1項労政費 雇用人材総室[就業支援室](内線:7229)
(単位:千円)1目 労政総務費

財 源 内 訳
事業名 補正前 補正 言十 備考 l

目庫支出金 起債 その他 一般財源

l新)就業支援機
関機能・連携強 。11. 103 11. 103 9.103 2. 000 
化事業

トータルコスト 。11. 877 11， 877 (補正に係る主な業務内容)
移転内容調整、連携内容調整、

従事する職員数 0.0人 O. 1人 O. 1人 工事内容等調整、工事発注等事務

工程表の政策目
標(指標)

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

1 事国業(のハ目ロ的ー・概要

ワーク)かさや、及っ県びきのめレ就細デ業やィ支ーか援ズな機就仕関事業等ぶ支が援ら入さに唐よをし移るて転早い集期る約就イ職しオ及、ン求び米職就子職者駅後窓前の庖口定の(着ワ4階) にミプドル・シニア仕事ぷら ンストッ
化げるを。図り、より円滑 向上につな

現在 平成27年4月以降

-ハローワーク米子(国) イ
-・ハよなロごーワーク米子ドぷらざイオン内 -よなご若者仕事ぷらざ(国・県) 。オ

(4F) -マザーズコーナー(国) ノ、
既存区画

・7ザー一ズ体コ的ー運ナ営ー-よなご若者サポートステーション(国・県) 内
米子駅前通り -ミドノレ・シニア仕事ぷらざ米子{県)

( 

-レディーズ仕事ぷらざ米子
貸しピノレ内 4 

米子商工会 -レディーズ仕事ぷらざ米子(県)
F 

新設区画 -よなご若者サボ トステ ション
議所会館内 -ミドノレ・シェア仕事ぷらざ米子

2 
主既存な事区画業内内容の配置を見直すとともに就業支援機関入居用の新区画を整備する。

若ー営内者すズに設仕ヨる事た置ーすぷナめー、る6。ぎとレデに(レマ併ディザ設ーィーされているハーざらにざをロ隣若ーと接者ワを)ー体事クのマザ既存区画の整備 ーズ仕事ぷ 一的に運ざ 事業費
ズ仕事ぷー十らー 仕ぷら
ズコ 11， 103千円

ミドル・者シざサニ区画ポア仕事ぷ置ら変ざの同庖内へ転の設を婆置る新すと、 若者新設区画の整備
設仕と事な置すぷる若るら 内の配 更により移 ること

一トステーションが入居す 区画を

3 
ス223ケ月月月ジ下下上ュ旬旬旬ー~~ ル中旬

工工各事事機設計3月中旬
関の移転

4月~ 業務開始

4 これまでの取組状況、改善点

-平成26年6月に、女性を中心とした就職支援及び育休・産休代替労働者の紹介等、子育て
中の女性の就業の総合的支援を行う「レディーズ仕事ぷらざ」を県内3閤域に設置した。

-平成27年度は、西部地域の就業支援機関をハローワークに隣接して集約化(求職者窓口の
ワンス・トップイりすることにより、求職者へのサービス・利便性を向上させる。

-また、女性の就業を一層促進するため、レディーズ仕事ぷらざとハローワークマザーズコー
ナー(託児機能付き)との一体的運営により、育児中の女性に対するきめ細やかなサービス
や利便性の向上を図る。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

費務総
費
業

業
鉱

費
鉱
工

工
工

商

目項
1

款
2

ヲ，
雇用人材総盟業支阻(内毎 長補

財 源 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

企修よ業費る新補立地規助等雇金事用業者研に 75， 000 45，700 29， 300 75， 000 

トータルコスト 78，883千円(前年度 48，022千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容 補助金交付に係る事務、補助事業の成果検証 など

工程表の政策目標(指標) 会国平均を上回る有効求人倍率の達成

事業内容の説明

1 研事鳥業取修県のを企行目的業う立・概地要等事業の研助成修条経例費に基助づく企業立地等事業補助社金の認定採企用業が新規雇用者げに対し
て 場合、そ を成する乙とにより、正員への ・登用につなる。

2 主な事業内容

定企業

1 0者人人等以以上

官科業ス業諮補鴻助>鋼金Eの 20 上

対象企業 等企業> 技術 5人以上

創出自事然 等認>定企業 ((511))人以のの要要上件件とと同同様様

対象雇用者
者企(非数業正立を規上地等雇限事用と労す業働るに者)伴い(た雇用だすし常る新時規雇雇用労用働者者であること)は新規の正規雇用

対象経費 講師謝金、指導者人件費、受講料、テキスト・教材費、会場借上料 等

((1) 対対象象研経修費の 1/2 (上限:60万年以円/内人)補助金額 2) 期間:雇用の日から l

事吋 (1)襲撃明 の 韓 首 場 合
(2 ) 関の日連場か雇合らら事用 設業 務の管3年理部を経門雇過す用創る出ま事で業補助金の

日 業開始日の 3年を経過するまで

交付要件 研修期間満了時に在籍していること。

想定人 数 155人程度(製造系45人程度、事務系 110人程度)

※「情報働処者理・提時供間サービス業読」については、正規雇用者を常Iiヰf 月j労働者、非正規雇用労
を短 労働者とみ替える。

3(1〉ζれ壊ま福で人のま取為い重組状量替喜況F改業善点緑需 、地 中 企 正臨在取 緯となっている新規雇
用50 企も とし 元小業の 用 を すべきである。

(2 
改これ善 雇立 等要件事を、雇大規模雇件用に限わ定せしてきたが、新規雇用 50人未満の中小企業も対

象とし、業 業と用要を合 る。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

8款土木費
1項土木管理費

事業名 本年度|前年度|比較 備考
その他|一般財源|

9，410 

2， 250 

9，4101 4，5641 4，846 

2， 250 nuυ 
「町

υ
q，
a
 

q'u 

A
H
V
 

E 1301 01 5，1301 1 1 1 5，130 

18，343千円(前年度 6，112千円) [正職員且 2人]

建設技能労働者の確保・育成支援、土木技術者の確保・育成支援

1 事業の目的・概要
近年の建設業は、建設投資の減少による受注競争の激化を主因として経営環境が厳しいものとなり、

建設技術者・技能労働者の賃金低下や社会保険未加入等の就労環境が悪化し、若年入職者の減少と高
齢化が続いている。
建設業は、社会資本の整備及び維持・更新や災害対応など地域の安全・安心を担うとともに、「人」

が支える産業であることから、建設従事者の就労環境の改善と若年者や女性の更なる雇用拡大に向け
た取組を行う。

2 主な事業内容
( 1 )建設技能労働者の労働環境改善と若年者の確保・育成事業 (9，410千円) (県土総務課)

①賃金水準等の詳細調査等 (4，564千円)
下請契約書や標準見積書により把握した下請契約額と設計金額とを比較分析し、下請契約額や

賃金水準等を把握し、必要な助言・指導を行う。
②若年者の確保・育成事業 (4，846千円)

厚生労働省が実施するキャリアアップ助成金制度(助成期間最長6箇月)活用後に継続して育
成を行う事業主に対して、国の助成期間後6箇月を限度に県が助成する。

(2)建設業で働く女性の就労環境整備 (2，250千円) (県土総務課)
ために、女性専用トイレの購入等の現場就労環境整備を新たに行った事業主に対し、

(3， 750千円)
・関心を持ってもらうためのイベントを開催するなど、建設業の

力発信や人材確保に意欲のある企業・団体の行う取組に対して経費の1/2を助成する!。
(県上限:750千円)

②女性技術者が語る座談会、土木カフェ及び土木遺産等ツアー(1， 380千円)
PTA及び教職員等に建設業の魅力や女性の活躍の可能性についての理解を得るため、 PTA、

山 の底 諮会 品十 宋巾融合志rT.<' 1旦再八諮』雪す;;;+すす?フエ

3 建設産業の担い手確保・育成に係る関連事業(地方創生先行型)
(1)若年者等への技能承継事業(雇用人材総室)

鳥取県職業能力開発協会及び企業で構成する共同体に職業訓練を委託することにより、鳥取県の
技能承継を推進する。

(2)鳥取県版キャリア教育推進事業(高等学校課)
土木建設業に従事している卒業生から現役高校生へ土木の魅力・やりがいを伝えてもらうため、

卒業生カt講師となった講義等を実施する。
( 3)将来の建設産業担い手育成支援事業(県土総務課・技術企画課) ! 

建設技術者等の確保・育成を図るため、建設業者の行う高校生のインターンシップ受け入れ、新
規入職者に対するトレーナー設置及び資格取得などの経費の一部を助成する。

4 これまでの取組状況、改善点
(1)建設業の経営環境の改善のため最低制限価格や低入札調査基準価格を引き上げた他、適切な賃金

水準の確保や社会保険等加入の徹底を図るため、公共工事設計労務単価を大幅に引き上げた。
(2)建設労働者の確保・育成の支援を行ったほか、新たに要綱を制定し、適正な価格による下請契約

の締結、適切な賃金水準の確保、社会保険等加入に向けた要請と指導を行ってきた。
(3)広く県民に土木・建設業を理解していただくために、女性技術者による土木イメージアップシン

ポジウムを開催した。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費
3項農地費 経営支援課(内線:7269) 

(単位:千円)3目農地調整費

事 業 名 本年度 前年度 比較
IIt 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

農地中間管理機構支援
日主金繰入金期

337. 397 336. 244 1. 153 95. 220 149.516 92. 661 
事業

トータルコスト 354.480千円(前年度 354.501千円) [正職員:2. 2人、非常勤職員:1. 0人]

主な業務内容 補助金交付事務、聞との調整、制度運用に係る実施主体との調整等

工程表の政策目標(指標) 多様な農業形態による農業の担い手を育成し農地の有効利用を図る

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
本県の農地中間管理機構である(公財)鳥取県農業農村担い手育成機構(以下「機構」という。)が、農

地の賃貸借を通じ地域農業の担い手への農地の集積と集約化を行うために要する経費等を助成する。
併せて、機構に対して、新規就農者等に対する就農相談、研修、農地確保支援等の業務を委託する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 事業主体 予算額 補助率 事業内容

農地中間管理機構支援事業

事業運営費 114. 729 県国73//1 0 
機金な構運、営事が農務費地の費助、の成市中町間(職村管理員へ業人の務件委託費を行、費非等う)た常勤め職に必員要賃10 

借受農地管理等事業 機構 196. 065 県国37//10 
10 

県推進事務費 県 3.750 事業推進に係る県事務費

基盤強化法特例事業

農業地務売推進買事業業務費費、
機構 1. 380 

県国46//ほ1100 か
農地の売買に係る業務に必要な経費の助成

県推進事務費 県 472 事業推進に係る県事務費

担い手業務推進事業 機構 21. 001 担業務い手、育関成連業す務る総の委務託関係(業就尉務)目談、 就農研修

d口h 言干 337. 397 

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年6月に閣議決定された「日本再興戦略」の中で、農業の生産コストの低減等のため国の全農地

の8割(現状5割)を担い手が利用する農業構造を目指すこととされ、その実現に向け、各都道府県に段
地中間管理機構が設置されることとなった。
本県の農地中間管理機構である機構は、これまで市町村やJAに直接出向き、事業の推進体制の構築に

尽力するとともに「人削プ引に基づく地域の話合い支援や個々の農家の相談に丁寧に対応し業|
務の推進を図っており、中間管理事業を活用し農地の集積を進めようとする担い手や集落も多く見られて
いる(1月末時点での機構の借受商積 :499.5ha)。
また、機構は、本県での就農を希望する方の就農相談、アグリスタート研修支援事業による新規就農者 l

の確保・育成、農地や農作業機械等のあっせん等の相談から就農までの一貫した支援を行ってきており、
本県の農業施策の推進に重要な役割を担うものである。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費
1項 農 業費
1目農業総務費

事業名

新事規業就農者総合支援

本年度

501， 829 

前年度 比較

493，437 8，392 

st i原
国庫支出金起債

経営支援課(内線:7599) 
t早位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

(諸収入57) 
358， 577 143， 2521 

トータルコスト 572， 491千円 (前年度 563，862千円) [正職員:9， 1入、非常勤職員・1.0人]

主な業務内容 制度周知、補助金交付事務

工(指程梼表の政策目標 新(規新規就雇農用者就の磁農保者40平0入成、2新3年規度独か立ら就平農成者262年00度人)までに600人確保する

事業内容の説明

1担せ欝の盤欝譲21F22謀h主議主院持.盟を錦織苦難dF署員認も問問
てま 図るため、青年就農給付金の対象とならない農家後継者の

親元で

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業名 事業内容 実施主体 事業費 予算額 補助率

就事農業条件整備
新施場規設合就lのを成含整農期備者む間)が費]行を助う就成農(初J期A等に必が要リな機ス械す、る

認農定者新等規就 270， 000 90， 000 
県市町村ll//36 

【助成期間 就農後3年間
【補助事業費上限額11. 200万円 (3年間)

金青年就農給付
就年満中農間(希2望年Oに万者以給円や付内/新)金年規及を)就給び付経農営者(新開に対始規就直し後農、研時(修最45期長歳未間5 就及規就農び希認農望定者者新

358， 782 358， 782 
書国)業(1全会0/議図10 

15 

就金農応援交付
新新(青規規[交年就就付就農農額農時者(給4月に5額付歳就)金以]農の上後給))3付年対間象交者付以金外を(交原則付

認農者定新規就 13， 748 9， 165 
県市町村2l//33 

1年目:10万円， 2年目:6. 5万円‘ 3年目 4万円

就農支援事業

0O始ザ新IJ後ー規Uタを就1ー設年農ン置間者等交をに里流よ[親会報る的の償新実に費規支施1 就援農す3万者る円のア/経ド月営バイ開

県 7， 616 7， 616 

就償農還支免援除資事金業
県予を(平内行、成で免っ22就除た年農度場し以合た降の認借就定入農就の支新農援規者資採が金択継のな続一しし)部て営を農猶 県担機(公農構い財業手)鳥農育取村成

1， 532 1， 532 県 10/10

支親援元就交付農金促進 農をし交[家な交後付が付継期ら者、親が元親での研経修営にを従行事う場(親合元に就交農付金) 
認等定農業者 52， 101 34， 734 

市県町村2l//33 

間12年以内 【交付額】月額10万円

i口h 音十 703， 779 501. 829 

13
よ艶ffZ

き

Z
瞬
EFFI時霊EZ路毅府島守

SZ
ぴ

3
生活臨面‘資金面判で安心して縄醐でき開

る環境がつ〈ら

就農
。

[新規就農者数の推移]

年 新規自営就農者数 農業法人等就業者数 計

平成25年 40人 80人 120人
平成24年 39人 91人 130人
平成23年 48人 45人 93人
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

6款農林水産業費
1項農業費
1目 農業総務費

事業 名

(刺
次世代を担う農業人材育
成研修事業

トータルコスト

従事する職員数

工程表の政策目標(指標)

補正前 補正

。13， 090 

01 13， 090 

0.0人| 0.0人

経営支援課(内線:7599) 
(単位:千円)

計
財 源内 訳 | 

国庫支出金起債 その他 一般財源 備考

13， 090 11， 090 2，000 

13， 090 (補正に係る主な業務内容)

0.0人 施設整備事務

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

1 事業の目的・概要

本県の農業を担う新規就農者のさらなる確保・育成を図るため、県内各地域における関係機関による支

援体制の構築を推進するとともに、農業大学校を核とした研修機能の強化を目指し、農業人材の育成に向

けた新たな研修コースを農業大学校に設置するロ

2 主な事業内容

。農業大学校の体制整備による研修機能の強化

基礎研修である「アグリチャレンジ研修Jの開講に当たって必要となる施設及E端械を整備する。

・全天候型演習施設

.パイプハウス

・トラクタ一 等

[新規就農者擁保のための農業大学校の研修体系]

農業従事希望者

独立自営就農

現状40名目源開名
雇用就農

現状70名 E盤旦宣査

圃圃圃圃園込 11.'liH'.i.司王寺韮沼~ヨ rti t'，，{'I'~泡;il:;J1Ji，(，;司1三喜~，~，"~-2I・・・・
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

1項農業費
1日農業総務費

事業 名 |本年度|前年度|比較

(新)
次世代を担う農業人材
育成研修事業

事業内容の説明 ※予算額欄( )内は商工労働部「職業訓練事業費」計上分を含む額

1 事業の目的・概要
本県の農業を担う新規就農者のさらなる確保・育成を図るため、県内各地域における関係機関に

よる支援体制の構築を推進するとともに、農業大学校を核とした研修機能の強化を目指し、農業人
材ITJ育成に向けた新たな研修コースを農業大学校に設置する。

2 主な事業内容
(1)各地域における新規就農者支援体制の構築

新規就農希望者に対する先進農家の下での実践研修の受入体制の整備、営農・生活基盤の確保
支援、営農支援の体制の構築を図る。

(2)農業大学校の体制整備による研修機能の強化u (葺1位:千円)

項目 内 $ ゴ‘ 予算額

【基ジグ研礎リ研チ修修ヤ】
(10，057) 

アレ
ン

のため2回募集)

名

研先[修実進践農研家修実践] 
2， 539 

ぷEh3 計
(12， 596) 
2， 539 

【新規就農者確保のための農業大学校の研修体系]

農業従事希望者

圃圃圃圃r=.~'Ð;'Wt河田高:.;ヨi封制阿倍沼健'ii1H苅~t~~，~i"~-，・・・・
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

生産振興課(内線 7272)
(単位千円)

本 年 度 | 前年度|比較! 財 i 源 l 内 i 訳 !備考
一般財源

園芸産地活力増進事業 102，4461 36，0441 66，402 102，446 

トータ/レコスト 1128，071千円(前年度 60，809千円) [正職員:3.3人]

主な業務内容 |関係団体との連絡調整、補助金交付事務、低コストモデル等の普及

工程表の政策目標(指標)1
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県農業の強みの一つである野菜や花き等の園芸品目の振興を図るため、産地づくりや中山間地域

等における特産物の育成、大規模稲作農家の水稲から園芸品目への転換を支援する。あわせて、加工業
務用野菜等の供給体制を整備しながら、「鳥取フードバレー」の形成を目指す。

2 主な事業内容

亘二蚕

JA 1 180，0001 60，∞01 1/3以内

農業者
生産組織
農業法人

市町村公社
等

司

、

立

j

l

 

u
し
包

;

イ

D

2-

だ
生
川

/

た

芝

叩

nu 
nu 

。，“
戸

h
u

q
4
 

nu 
n
U
 

A
A
 

no 
aaz 

県 216 246 

22，5001 15，000 1 2/3以内

4，0001 2，000 1 1/2以内

253.1461 102.446 
*ただし、芝生化については、幼・保育園は1，000千円/闘、小学校は@700円/rr1を補助上限とじ、鳥取県花き
振興協議会に対する効助は1，200千円とする。

3 これまでの取組状況‘改善点
(1)鳥取県における耕種部門の農業産出額のうち、約6割は野菜、花き、果樹で占められており、県農業
の大きな「強みJとなっている。

(2)果樹は、新品種を中心とした特別対策を講じてきているが、野菜や花きについては、事業が分散して
使いづらいという農家の声や、緊急に解決を要する課題に対して、現場がより迅速に取り組める制度を
創設してほしいといった要望がJA等からも出されていた。

(3)今回、JAや生産者が産地の「強み」を活かしながら、高齢化や担い手不足など産地が抱える課題や市
場ニーズなどに機動的に対応できるよう、従来のプラン方式から一部メニュー方式へ支援方策を変更す
るとともに、地域の自主性を草重するため、市町村の財政負担は任意とした。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

I項農業費 生産娠興課(内線・7414)
6目 農作物対策費 (単位千円)

事 業名 本年度 前年度 比 較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

(新)

事果業樹等気象災害対策 8，000 。 8，000 8，000 

トータノレコスト 11 ，883千円(前年度 O千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容 関係団体との連絡調整、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
果樹等の生産安定を図るため、気象災害を防止する施設整備を支援し、災害に強い産地づくりを

干'ー丁つ町田。

2 主な事業内容
(単位・千円)

対象i口l目 事業内容 実施主{主 補助率 事業費 予算額

梨、柿、 気象災害を防ぐ、防霜ファン、スプリン 農業者 1/3 24，000 8，000 
茶及び特 クラ一散水施設、網掛け施設等の整 生産組織
認品目 備に係る経費を助成する。 ]A他

3 これまでの取組状況、朝改の善気点温
-平成26年4月15日早 が氷点下を記録し、柿梨に約4億円の霜被害が発生した。県で
は、補正予算等により、被害を受けた農家へ防除経費の助成や、今後の霜被害対策として、灯
油燃焼法に使用する缶の配備や防霜ファン・スプリンクラー散水施設の整備を支援した。
-霜被害を受けた農家の中には、災害によって収入が減るため当該年度での防霜ファンやヌプリ
ンクラーの散水施設の整備が難しい場合もみられ、平成27年度以降も事業継続の要望がある。
-近年、温暖化の影響もあり、霜被害に関わらず、春先の強風、看・アラレ等の気象災害も多く、網
掛け施設等も含めて気象災害を防止する施設整備を支援し、災害を未然に防ぐ取組を推進す
る。

， 

¥ 

、
" 

」一
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6款農林水産業費
2項畜産業費

2目 畜産振興費

平成27年度一般会計当初予算説明資料

事 業名 |本年度|前年度|比較
財

国庫支出金

鳥取和牛振興総合
対策事業

82，150 53，545 28，605 

トータノレコスト 1107，775千円(前年度 85，134千円)[正職員 3.3人]

主な業務内容|補助金交付事務、事業関係調整、調査、委託業務の契約、管理

畜産課(内線:7829) 

(単位:千円)

ゴ玉三

82，150 

工程表の政策目標|子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取Jの復活

(指標) I (子牛生産頭数 4，000頭、肉牛出荷頭数:5，000頭)

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

産肉能力が高い種雄牛群を軸として、平日牛ピヘジョンに沿った生産から販売までの戦略を推進するための事業を実
施し、和牛生産頭数の増加や鳥取和牛の販路拡大などで生産者の経営安定を図り、 f和牛王国復活Jを目指す。

3 これまでの取組状況、改善点
高能力な種雄牛の誕生を機に、子牛の県内保留や肥育素牛の導入等生産者への支援策、子牛販売や和牛肉

のブランド化に必要な施策の充実を図る。
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6款農林水産業費
2項畜産業費

2日 畜産振興費

事 業 名

(新)鳥取県和牛振興

戦略基金

トータノレコスト

主な業務内容

刀窃取激策目標錨居間

事業内容の説明

.平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財源内訳

国庫支出金 起債 その他

8，398 。8，398 
(財産収入)

8，398 

9，175千円(前年度 0千円) [正職員 0.1人]

基金管理事務

畜産課(内線:7829) 

(単位:千円)

一般財源
備考

事和業牛のの目的・概要
和 増頭及び改良など将来の和牛振興に向けた事業の経費に充てるため、種雄牛の精液販売収入や貸付

料などを新たに設置する鳥取県和牛振興戦略基金に積み立てて管理する。

(内訳・種雄牛精液販売収入6，398千円、種雄牛貸付料2，000千円)

2 主な事業内容

基金の積立

3 これまでの鵬E状況、改善点

和牛王国鳥取の復活に向けた事業を実施するため、これまで種雄牛の精液販売収入は財産収入として畜産試

験場の試験研究費に充当していたが、それら収益を鳥取県和牛振興戦略基金として基金造成する。

一

(基金繰入金)
(新)鳥取和牛援興総

14，600 。14，600 8，398 6，202 
合対策事業(基金事業)

トータノレコスト 16，153千円(前年度 0千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 和牛ビジョンの進捗管理、補助金交付事務、事業関係調整、調査

工程表向政策目標備協 子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や両価格販売による「和牛王国鳥取Jの復活

(子牛生産頭数 4，000頭、肉牛出荷頭数:5，000頭)

事業内容の説明

事業の目的・概要

現行の鳥取和牛振興施策の中で緊急的に発生または障害となっている課題を克服するため、和牛振興のため

に造成した鳥取県和牛振興戦略基金を活用して、現行の事業を補完する対策を実施し、円滑かつ総合的な事業

推進を行う。

2 主な事業内容 (単位・千円)

区 分 事業 内 容 事業主体 補助率 事業費 予算額

高能力子牛 「百合白清2Jr自鵬85の3Jを父とする繁殖用 16，900 9，800 
特別導入支援 雌子牛・肥育素牛の導入に対する支援

県2/3、
(鳥取和牛振興総合対策事業の繁殖用雌子 ]A 

県1/2
牛導入支援、肥育素牛導入支援に上乗せ)

それぞれ上限270千円/頭、 220千円/頭

新規参入 新規参入者が実施する畜舎・堆肥舎等の整備 28，800 4，800 
特別支援 及び雌牛導入に文付る助成 ]A 県 1/6

(鳥取和牛振興総合対策事業の新規参入支援 生産者

に上乗せ)

合 計 45，700 14，600 

3 これまでの取組状況、改善点

0県種雄牛「百合白清2Jr白鵬85の3Jは日本一の検定成績を出し、全国的に有名になったため、それら産子

の価格が高騰し、県内に保留できない状況である。

0また、新規参入者に対し施設及び牛の導入に対する助成も行っているが、膨大な初期投資が足かせとなり、

実施に踏み切れない人も多い。

0将来の和牛振興のために造成した基金を活用し、高品質な鳥取和牛増産及び新規参入者の増加を図る。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
6款農林水産業費
4項林業費 県産材・林産振興課(内線:7254)

2日 林業振興費 (単位:千円)

事業名 補正前 正補
『

+
l

一呂田ロ
財源

国軍支百1Ii:/Ail冨
内

その他
主ー斗備考

一般貯源

(新)

子育て施設木づかい

推進事業

01 80，0001 80，0001 68，000 12，000 

トータ/レコスト

従事する職員数

工程表刀攻策目標骨量関|

事業内容の説明

0.0人ド詰
92，3821 (補正に係る主な業務内容)

1.6人

「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

1 事業の目的・槻要

県産材の利用推進と、木育および子育て環境充実のため、非木造の幼稚園等を対象に、県産材を使用し

た内装等の木質化を支援する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

事業実施主体 補助対象経費 補助率等 予算額

幼稚園等の施設 保育室や遊戯室などについて、県産材を使用した 定額 80;000 
設置者 内装等の木質化に要する工事費 (上限200万円)

3 これまでの取組状況、改善点

O鳥取県緑の産業再生プロジェクト事業等により、平成21年度からの6年間で15棟の木造の保育所等の整

備を支援した。

0さらに、子育て施設の内装等の木質化を進めるため、既存の非木造施設へ支援を行う。

※鳥取県緑の産業再生プロジェクト事業等による木造公共施設の整備実績

区分 1 H21 I H22 I H23 1" H24 I H25 I H26 I計

棟数 | 10 1 26 1 17 1 1 l' 8 1 3 1 65 

J認定三ζ:Ç胃:ß手芳ffi_~___ 同Lーーー_?_l_ _____4_L_ ー __~L 目ー __U___ ー __3_L 司司"ー _!_/_____J豆
長望号:!t会資先用車五設ー-J一ーーー一生l_ーーー四_7.1.._ー旬JL_____Lー"ー__!!.L__ーーーーし句 1互
J全民健ーーー均時ーーーーーーー__情___J________l___ーー旦L___gJ__ーーーーーーし___司_!_J _ ____ _! -'-__ _ _!l.三
その他 1 4 1 6 1 1 1 2 1 1 1 13 

注) 年度は、予算化された年度である。

く内装等の木質化のイメージ〉
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

4項林業費 県産材・林産振興課(内線:7254)

(単t立:千円)2目 林業振興費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

県産材の利用推進による (ll6 ，310) (27，6，69900 ) 
林業・木材産業活力創生 14，000 ，310 14，000 
事業

トータノレ コ ス ト 26，424千円(前年度 12，502千円) [正職員:1.6人]

主な業務内容 補助金交付事務

工程表の政策目標(指標) 県産材の需要拡大の推進

事業内容の説明 ※前年度の( )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額

事業の目的・概要

重要な地域資源である森林・木材を活用して、地域の林業・木材産業の活性化及び地方創生につなげる

ため、県内の住宅等への更なる県産材利用を支援するとともに、全国や海外への販路拡大に向けた県産材
の新たな付加価値化の取組を支援する。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区分 事業内容 事業実縮主体 補助率等 予算額

住宅等への利用 0智頭杉ブランドを活用した住宅 森林組合、木材 定額 2，000 
拡大のモデル実践 の販路開拓の支援 関係者等で構成 (上限100万円)

0県内の製品と技術で中規模建 される団体
築物を可能とする工法の検討・
普及の支援

リフォーム等向け 大手建材メーカーの技術を活用 鳥取県木質内装 定額 3，000 
木質内装材の開発 した県産材による木質内装材の 材開発・販売推進

-販路開拓 開発、実証モデノレ展示等の支援 協議会

[新]国際標準化が FSC、SGEC等の適切な管理の 森林組合、木材 定額 9，000 
進む森林認証材の 認証を受けた森林から産出される 加工・流通業者 (上限150万円)
供給・販路開拓 森林認証材の供給・販路開拓の

支援

合計 14，000 

※森林認証材とは、適切に管理された森林から産出され、他の木材と分別して加工・流通された木材及び木材製品で

あり、森林管理と加工・流通過程のそれぞれについて、第三者機関による審査・認証が必要とされている。森林認証

制度には、世界的規模のFSC(森林管理協議会)や、日本独自の制度であるSGEC(緑の循環認証会議)などがあるロ

3 これまでの取組状況、改善点

O!Jフォーム等の市場ニーズに対応する木質内装材の開発に取り組むグループを支援しており、平成26年度
は県産杉の無垢フローリングの試作と実証が進められた。今後は、県産材合板を使用した複合フローリング

の開発を支援する。

0また、県産材の地産地消を進めるため、県産材の利用拡大につながる新たな住宅販売や建築工法の検討
等のモデ、ノレ的取組への支援を拡充する。

0さらに、市場規模がより大きい全国や海外への販路拡大を図るため、森林認証材の供給・販路開拓など、
県産材の付加価値を高める取組への支援を拡充する。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
6款農林水産業費
4項林業費 県産材・林産振興課(内線:7307) 

2目 林業振興費 (単位:千円)

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) (基金繰入金)

鳥取県緑の産業活力 01 1，680，000 1，680，000 342，811 1，337，189 
創生プロジェクト事業

トータノレコスト 01 1，687，739 1，687，739 (補正に係る主な業務内容)

従事する職員数 0.0人 1.0人 1.0人

工程初攻策目標俄調 低コスト林業の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

路網や林業機械の整備、間伐の実施、木材加工施設の整備等、川上から川下に至る総合的な取組を

支援し、本県の木材利用の拡大と林業・木材産業の活性化を図る。

2 主な事業内容
平成21年度から積み立てた鳥取県緑の産業再生プロジェクト基金の残額(復興木材安定供給等対策分

を除く)の 1，337，189千円に、新たに固から配分される交付金 342，811千円を加え、閑伐、路網整備等の

取組を支援する。

《主な支援メーュー》 (単位:千円)

メーユ 事業主体 支援内容 交付金タイプ 基金タイプ

路網の整備 森林組合等 林業専用道・森林作業道の整備
(補助率:定額25千円/mほカミ)

森林境界の明確 森林組合 間伐の実施に必要な森林境界の

fじ 明確化(補助率:45千円/haほか)

高性能林業機和tl 森林組合等 森林整備の効率化のための機械

等の導入 導入(補助率:1/2以内)
未利用間伐策材す....r森林組合等 7齢級以下の間伐

用促進対 (補助率:定額236千円/ha以内)

木材加工流通施 森林組合、木 木材加工施設等の整備

設等整備 材加工業者等 (補助率:1/2以内)

新規用途導入促 民間事業体等 木質部材の開発・普及等

進 (補助率:1/2以内) 342，811 1，337，189 ， 
木造公共施設等 市町村等 木造公共施設の整備

整備 (補助率 1/2以内)

木質バイオマス 市町村、木材 木質バイオマス利用施設の整備

利用施設整備 加工業者等 (補助率1/2以内)

原木しいたけ競 生産者団体等 生産資材(種駒・原木)の購入等

争力強化対策 (補助率.定額)

協議会運営費 緑プロ協議会 協議会の運営経費(補助率:定額)
メEbZ、 言十

、
1，680，000 

3 これまでの取組状況、改善点

0これまでの事業実績

項 目 H21 H22 H23 H24 H25 計

間伐面積 5ha 1，500ha 3，277ha 501ha 360ha 5，643ha 
林内路網整備延長 680m 1，509m 45，195m 22，470m 52，304m 122，158m 
両性能林業機械導入 2台 18台 10台 18台 9台 57台
木造公共施設等整備 0施設 20施設 26施設 2施設 2施設 50施設

0 国の経済対策補正により、基金の残額に加えて交付金を活用する新たな制度が創設された。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

1項農業費
1目 農業総務費

食のみやこ推進課(内線:7807) 

(単位:千円)

財 司恩 F可 訳
備考事業 名 本年度 前年度 比較 国康支出金 起債 その他 一般財源

携事[鳥支業取援1フ6事次ー業化ドパ・農レ商工戦連略
¥ 

79，856 68，718 11，138 79，856 

トータノレコスト 110，140千円(前年度 87，292千円) [正職員:3.9人]

主な業務内容 事業PR、補助金審査、執行管理、事業者への支援等

工程表の政策目標(指標)開銀君音量管轄jtZ24EF撲若手刀)ンに沿った取組支援

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
農林漁業者自らが、加工・製造、流通・販売までを一体的に取り組む6次産業化や、食品加工業者と農林

漁業者が連携して商品開発、製造等に取り組むための施設整備等を支援する。

2 主な事業内容
(1)助成事業 (単位:千円)
事業名 区分 対象者 事業内容 予算額

もうかる6スタ トアツ 農林漁業者等 個人農家、農産加工グノレ プ、農業法人の6補次助産業 4，000 
次化・農商 プ型 化取組(または規模拡大)に係る備品整備等の
工連携支 I補助率]県1/2 I補助上限額]1，000千円
援事業

6次産業型 6次産業化に係る推進活動及び生産体制を含めた施 59，868 
設整備等の補助
【補助率]1/2(県1/3、市町村:1/6) 
※国際認証取得、県外加工から県内加工への「のりか
えJ、新規雇用のいずれかの条件を満たす事業は補

補助助率上を限1/額6嵩I上げ
[1m lliJ HNO I 
-農林漁業者(個人):3，000千円
-農業を営む法人:7，000千円
-任意組織・農漁協:受益者l人当たり3，000千円
(上限30，0∞千円)

※補助率を嵩上げする事業については上記金額X3/2
農商工連携 食品加工業者 県内農林漁業者と連携して加工品を製造する食品加 15，782 
型 等 工業者等県に対1/3す、る市施町設村整(任備意の補助I補助率】 ) 

※国際認証取得、県外加工から県内加工への「のりか
え」のいずれかの条件を満たす事業は補助率を1/6
寓上げ

【補助上限額]10，000千円
※補助率を嵩上げする事業については上記金額X3/2

(2)審査会開催経費(外部審査員報酬):206千円

3 (支こ・取「れ援と組っま事状とで業況りの発j)な取!ど組日の状次支況産援、業制改化度善総を点合創支設援し事、6業次J産や業「鳥化取や県農食商品工加連工携施設整備補助金J、「加工品ステップアップ
支援事業Jな 携を推進してきた。
-平成23年度から平成26年度までに、 6次産業化や農商工連携にかかる約80プランを支援している。
〈改善点〉
-平成27年度から、これらの制度を整理し、事業規模等に応じたきめ細かい支援を行っていく。
-また、輸出のための国際認証取得や、これまで県外で加工していた事業を県内加工へ切り替える場合等
に補助率を儒上げする制度を新設し、県内食品加工の一層の活性化を図る。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

1項農業費
1目 農業総務費

金のみやこ推進課(内線:7807)
(単位.千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

[鳥取フードバレー戦略

事業I鳥取フードコンソ 1，955 1，110 845 1，955 
}シアム推進事業

ト ー タ ノ レ コスト 3，508千円(前年度 1，110千円)[正職員:0.2人]

主な業務内容
鳥取フードコンソーシアムの運営、食品加工業者や農林海、業者の課題解決に向けた勉
強会等の開催など

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
民間事業者や農林水産団体、商工団体、金融機関等で構成する「鳥取フード・コンソーシアム」の運営ととも

に、鳥取フードバレーや食の産業振興に関わる個別テーマの検討を行い、県内食品産業の振興を図る。

2 主な事業内容

(1)産学金官による鳥取フ ドコンy シアムの運営(555千円)

食に関わる民間事業者、農林水産団体、商工団体、金融機関、大学研究機関等で構成し、情報共有や

連携協力等を展開する。

[専門家派遣]

食に関する専門的な知見を有する県内外の有識者の参加により、実践的な検討に資する。

[事業費J555千円(専門家謝金、旅費)

(2)個別ァーマの課題解決に向けた勉強会等の開催(1，400千円)

食品加工業者や農林漁業者の課題解決のための勉強会やセミナー、意見交換、ワークショップ等を実

施する。

I勉強会等の開催]

0食品加工業者向け(2回)

[内容〕食品表示、輸出市場の動向とハラーノレ認証

〔経費J560千円(報償費、旅費)

0農林漁業者向け(県域1回、地区3回)

〔内容J6次化推進、経営ビジョン作成、商品づくり、原価計算・財務管理等

〔経費J840千円(報償費、旅費)

3 これまでの取組状況、改善点

〈取組状況)
-とっとりフードコンソーシアムの組織化

産業界、教育研究・金融、支援機関に参加を呼びかけ、約150人(平成26年12月末現在)が登録。

会員に定期的に情報提供を行っているほか、セミナーや商談会を開催した。

-平成26年9月:食の安全&ハラーノレ認証食品研修会

平成26年11月:食のみやこ・フードバレー商談・交流会
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6款農林水産業費

5項水産業費
2目 水産業振興費

事業 名

gi砂防や
トータルコスト

主な業務内容

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度|前年度|比較 l

国庫支出金

財

7，536 。I 7，536 

10，642千円(前年度 0千円) [正職員:0.4人]

補助金交付事務、事業者等との打合せ

源 内

水産課(内線・7309)

(単位:千円)

7，536 

!収益性の高い儲かか水産業を実現し、将来にわ?って安定的に水産物を供給する強
耳撞舟櫛目標錦闘い、結づくりを擢進干る。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

魅力ある商品づくり等により消費者の魚離れを食い止め、県産魚の消費拡大と魚価向上を図るため、水産

関係者による消費者ニーズの把握や販路拡大、魚食普及の取り組みを支援するとともに、魚食普及番組を制

作・放映し、県産魚の消費拡大等を推進する。

2 主な事業内容

(1)もうかる漁村再生活動支援事業

県内4地域で策定した「浜の活力再生プラン(5年計画)Jの実践、具体化のために「プラン実施検討会」及

び「マーケyトイン交流Jを支援するヨ

実施主体 県内4地域の地域水産業再生委員会

事業内容 [プラン実施検討会]

専門家を招鳴して、プランの具体化、実施、評価などを検討。

[マーケットイン交流]

務、村(生産者、加工業者)と消費者、量販応、農村等との地域間交流の実施し、新ブ

ランドの創出やマーケットイン商品開発を行う。

事業費等 補助金:2，000千円 [(定額(上限)500千円 X4地域(最長で2年間支援))

(2)魚食普及活動強化推進事業

①県産魚の消費拡大や魚価向上を図るため、漁協女性部等が実施する魚食普及活動を支援する。

l 実施主体 |漁協女性部、魚食普及グループ

事業内容 !大学等での課外料理教室や学校給食向けメニューの提案等

事業費等 l補助金:川口千円 [定額(上限)500千円 X2団体〕

②消費者目線に立った魚食普及番組(実践的な魚の調理・保存方法、旬の地魚情報等)の制作・放映を行

い、県産魚の消費拡大を図る。

実施主体 |県(鳥取県CATV協議会に委託)

事業内容 |魚食普及番組を委託制作し、県内C礼TV5局で放送する。

事業費等 |委託費 4，536千円 (制作費、放送料)

[事業のイメージ]

割陸軍師揖向上 会也拘血祭霊恨~<ι
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6款農林水産業費
5項水産業費
2目 水産業振興費

事業名

省エネ漁業推進事業

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目樹旨悌

事業内容の説明
1事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源 内

国鞍出金 起債 その他

31，800 2，000 29，800 

32，577千円(前年度 2，774千円) [正職員:0.1人]

事業の周知説明、補助金交付事務

経営能力の向上

水産課(内線:7309) 

(単位・千円)

訳
備考

一般財源

31，800 

資源の減少、漁価の低迷に加え、燃油価格の高止まりにより漁業経営状況が悪化している中、省エ

ネルギー化により楓業経営の改善に取り組む漁業者に対して支援を行い、漁業者の経営能力強化を図る。

2主な事業内容

( 1)事業実施主体

次の要件を満たす県内漁業者

(ア)20トン未満の漁船漁業者

(イ)補助申請時の年齢が満70歳以下の者

(ウ)過去3年間に平均90日以上の出漁実績がある者

(エ)省エネ化に資することを当該漁業者の所属する漁業協同組合長等が証明すること

ただし、 (2)支援内容のうち漁船用LED及ひ1民燃費型船底塗料については、上記要件(ア)を満たす

必要はないものとする。

(2)支援内容

区分 補助対象の内容 補助対象経費の上限額 補助率

漁船用機器 省エネエンジン 7.000千円 1/3 
省エネエンジン以外の機器 2. 000千円
漁船用LED 3. 000千円

漁 船の改造 省エネ型漁船への改造 5.000千円
低燃費型船底塗料 低燃費型船底塗料と従来との差額 塗料使用量X700円/kg 定額

3 これまでの取組状況、改善点

0平成21年度から平成26年度まで実施した「漁業経営能力向上促進事業J により、漁業経営改悲計~i!}íを策
定して漁業経営改善に取り組む漁業者が省エネエンジン等設備投資を行うために必要な経費に支議した。

く補助実績〉 (単位件)

年度 省エネ正ンニ之/ 議宥J商館縛 合計

平成21年度 4 。 4 

平成22年度 8 3 11 

平成23年度 9 5 14 

平成24年度 7 1 8 

平成25年度 7 2 9 

平成26年度(予定) 3 。 3 

0平成27年度からは「省エネ漁業推進事業」に耳ペを変更し、補助要件の緩和及び補助メニューの

追加をすることにより、一層の省エネ化推進を いこととする。

<補助要件の緩和内容>

-補助対象年齢の上限の緩和 (65歳未満→70歳以下)

-漁業経営改善計画の策定を補助要件から削除

<追加する補助メニュー>

-漁船用LED

-省エネ型漁船への改造

-低燃費型船底塗料
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
6款農林水産業費

5項水産業費

2目 水産業振興費

事業名 補正前 補正 計

(新)

ギンザケ稚魚生産拡 。16，113 16，113 
大支援事業

トータノレコスト 。16，887 16，887 
従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人

工程表の政策目標(指標号 漁場資源の増産

財 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他

14，113 

(補正に係る主な業務内容)

補助金交付事務

水産課(内線:7316) 

(単位千円)

一般財源 備考

2，000 

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

1 事業の目的・概要

本県養殖業の振興を図ることを目的に、大手水産企業グループと連携してギンザケ養殖に取り組んでいる県

内内水面養殖業者が稚魚生産量を増大するために実絡する新たなギンザケ稚魚養殖場の整備に対して支援

を行う。L

2 主な事業内容

事業の内容 新たなギンザケ稚魚養殖場の施設整備に対して支援する。

事業実施主体 県内内水面養殖業者

補助対象経費 養殖場の整備に係る経費

補助率 県1/3(市町村1/6義務補助)

補助額 16，113千円

3 これまでの取組状況、改善点

-大手水産企業グループが出荷量2，000トンを目指して美保湾でのギンザケ養殖を本格化させるに当たり、

県内の稚魚生産施設の不足が課題となってb、る。

-ギンザケ養殖事業は、県内内水面養殖業者と連携して進められており、本事業により海面養殖の目標出荷量

2，000トンを実現するのに必要達成な稚魚300トンの生産体制が構築される。
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6款農林水産業費

5項水産業費

2目 水産業振興費

事業 名

ギンザケ養殖支援事

業

トータルコスト

主な業務内容

エ臨η攻策目標銘寝静

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成 27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源 内

国底荒挫 起債 その他

32，196 16，084 16，112 

33，749千円(前年度 17，632千円)[正職員 0.2人]

補助金交付事務、事業者との打ち合わせ、事業実施状況把握

養殖漁業の振興

水産課(内線 7309)

(単位.千円)

訳
備 考

一般財源

32，196 

本県養殖業の振興を図ることを目的に、大手水産企業グループが県内内水面養殖業者と連携して取り組

んでb、る大規模なギンザケ養殖の事業化に向けた施設整備に対し支援する。

2 主な事業内容

事業の内容 ギンザケ養殖事業の本格実施に向けて必要となる養殖施設増設等に対する支

援を実施する。

事業実施主体 ギンザケ養殖事業を実施する大手水産企業グループ

補助対象経費 海面養殖施設の増設、機器整備等に要する経費

内水面での稚魚生産に必要な養殖施設の整備・改良

事業費 160，976千円

補助率 県2/10
補助額 32，196千円

3 これまでの取組状況、改善点

-東日本大震災による漁業生産基盤の壊滅的被害を受けた大手水産企業グループが、ギンザケ養殖事業の

再開を目指し、平成23年から美保湾での事業化実証試験を実施してきた。

-美保湾産ギンザケは成長、肉質ともに評価が高く、大手水産企業グループは、県内で2，000トンの成魚生

産目標(圏内シェアの2割)の達成に向けて、段階的に施設護備と増産体制の検討を進めている。

-今漁期は平成26年11月下旬から12月上旬にかけて、計画を上回る173トン(計画:157トン)の幼魚を海面

に移し、平成27年春季には1，000トンの出荷を予定している。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

5項水産業費 水産課(内線:7309) 

(単位:千円)2目 水産業振興費

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国敵出金 起債 その他 一般財源

陸上養殖推進事業 30，700 30，700 。 30，700 

トータルコスト 33，030千円(前年度 33，022千円)[正職員 0.3人]

主な業務内容 補助金交付事務、事業者との打合せ、事業実施状況調査

工程表の政策目標邸務署9養殖漁業の振興

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

養殖事業への新規参入を促進し、安全・安心で高鮮度・多品種な水産物の安定供給を目的とした強い産

地づくりを推進する。

2 主な事業内容

(1)陸上養殖起業支援事業

メーュー名 陸上養殖実証試験事業

事業の内容 井戸海水を使用した陸上養殖事業の起業を目的とした、養殖実証試験事業を

行うための経費(資材費・設備費等)を助成する。

事業実施主体 県内企業等

補助対象経費 養殖実証試験事業の実施に必要な養殖施設整備及び飼育機材等の経費

補助'率 県113 市町村任意

補助期 間 1団体あたり3年

補助額上限 15，000千円/年 30，000千円/3年

予算額 30，000千円 (2団体)

(2)井戸海水導入支援事業

事業の内容 t骨業協同組合が井戸海水を導入する際の試掘調査費を支援

事業実施主体 t骨業協同組合

補助率 1/3 

補助額上限 1地区当たり700千円

補助対象経費 井戸海水試掘調査に係る経費

3 これまでの取組状況、改善点

(1)陸上養殖起業支援事業

-泊漁港では、平成25年度から当該事業を活用し、 2企業が井戸海水を利用した陸上養殖事業に着手。

.i自t帯、港では浅井戸で、順調に海水取水ができた。

-現在、陸上養殖業を検討している企業が複数あり、平成27年度には網代漁港でも事業実施を計画してい

る。

(2)井戸海水導入支援事業

-市場における海水取水・冷却・滅菌設備の整備費及び維持管理費は高額であり、漁業関係者の負担とな

っている。

-天然海水は高水温期には魚がへい死すること、生活排水の影響を受けるなど水質が不安定である。

-井戸海水は、年聞を通じて水温が一定かつ清浄な海水を安定して安価に利用することができるため、多く

の地区が活魚水槽等の市場海水に井戸海水の導入を検討している。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

度年前度年本

費

寸

|

興一

日
?
と
知
一
名

産
業
産
一

i

水

産

水

一

葉

林

水

一

E

農

目

一

著

項

2

一

款

5戸。 水産課(内線:7309) 

(単位・千円)

財源内訳|
比較 l l 備考

E国庫荒挫|起債|その他|一般財源

(新)
砂浜域海水井戸開発

試験

トータノレコスト

主な業務内容

4，710 。 4，710 4，710 

6，263千円(前年度 0千円)[正職員:0.2人]

事務作業、事業打合、実地調査

工程表湾攻策目標鈎関|養殖漁業の振興

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県内の海岸線の大部分を占める砂浜海岸から井戸海水を取水する方法を開発し、陸上養殖事業への

企業参入を推進することで、安心・安全で新鮮な水産物の安定供給による強い産地づくりを目指す。

2 主な事業内容

実施主体 県

事業内容 く委託調査〉

-調査ボーリング(深度15mX2本程度)

-地質調査(さく井戸柱状図の作成)

-水質調査(水素イオン濃度、 COD、DO、大腸菌群数、 nーへキサン

抽出物質、塩化物イオン、マンガン、鉄、硬度等)

調査地区 2地区

|要業費 4，710千円

3 これまでの取組状況、改善点

-泊漁港で陸上養殖支援事業を実施し、 2企業が井戸海水を利用した陸上養殖事業に取組んでいる。

→この取り組みによる知見として、漁港周辺では淡水の影響や近隣河川の堆積物(鉄・マンガン等)等の影

響を受けやすく、事前に十分な水質調査等が必要。

・現在、本県での陸上養殖業を検討している企業が複数あり、これらの企業ニーズへの対応が求められてい.

る。

. i，魚港用地を活用した陸上養殖には限りがあり、今後は県内の海岸の大半を占めている砂浜域での事業展

開が必要。

・砂浜域は漁港用地に比べ清浄かっ大量取水の可能性が高く、海辺にある耕作放棄地等の有効利用や新

たな雇用創出も期待できる。

〔砂浜井戸のイメージ]

溺
援'1

淡水宇野*!f

潜水干軽水11
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

5項水産業費
2目 水産業振興費 」 i

)
 

ω一円一
均
一
汗
一
考

線
靴
一
備

L
(
1
 

1

i

 

E

回目

星

1

・一院

水
-
郡
一
般

事 業 名

(新) [制度改正]

沖合漁業漁船代船建

造支援事業

財源内
本年度|前年度 |比較

E国間地|起債|その他

。 。 。

トータノレコスト

主な業務内容

0千円 I前年度 0千円) [正職員:0.0人]

事業の周知説明、補助金交付事務

盟都嚇目標世欄|経営能力の向上

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

沖合漁業の維持存続を図るため、国の助成制度(もうかる漁業創設支援事業)を県と市町村で補完

することにより船主の負担軽減を図り、高船齢化が著しい沖合底びき網漁船等の代船建造を推進する。

2 主な事業内容

補助事業者 市町村

間樹鵡梼議長雪 漁業者 ※事業実施主体は漁業協同組合

用船料(※1)相当額のうち、国庫補助を除く漁業者負担分(用船料相当額の

補助対象経費
1娯522f鐙瀦欝轟欝思議主備管童書長等)

補助率 県1/2、市町村1/4'(/.静業者負担1/4)
補助上限 県:20，000千円/年、市町村:10，000千円/年 (3年間補助)

平成30年度から補助予定 (※H27~H29年度は国の助成を受けるための計
補助の時期 画策定や代船建造等に要する期間であり、実際に漁業者の負担が発生するの

はH30年度からであるため)

【支鍾のイメージ]

用船料

[??糊)l帯慣却費

進航経費

3 これまでの取組状況、改善点

代船建造の取り組み状況(沖合い底びき船:全27隻中)

①国の担い手代船取得支援リース事業 [H14~H24J 8隻 (県と市町で上乗せ補助を実施)

②国のもうかる漁業創設支援事業 [H20~J 3隻
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

7款商工費

1項商業費 東京本部(電話:03-5212-9077) 
(単位:千円)2目 商業振興費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
回廊支出金 起債 その他 一般財源

首都圏アンァナショ 〈雑入〉
ップ・ビジネスセン 130， 544 258， 161 ム12，/， 617 19， 432 111，112 
ター運営事業
ト タルコスト 149， 957千円 (前年度 270，543千円) [正職員:2. 5入、非常勤職員:2. 0人]
主な業務内容 県産品・県産食材等の展示・紹介・販売・提供、催事スペ ス、移住・観光コ

ーナーのビジネスセンターの運営等
工程表旧政章目標(指揮) アンァナショップを拠点として、県産品(県内産農林水産物、県内加工消費財、

県内産農林水産物が原料の県外加工消費財)について、首都圏の消費者や関係
事業者のニーズ等に合った商品開発や販売方法の展開を促し、首都圏における
販売促進・販路拡大を推進する。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取・岡山両県が共同で設置するアンテナショップ fとっとり・おかやま新橋館」において、両

県の物産の展示・販売や両県の食材や食品を使った軽飲食の提供、観光・移住情報の提供・発信、
ビジネスセンター(県内事業者用の貸しオフィス)の運営等を行う。

<共同アンテナショップの機能>
①両県の優れた食材・食品その他の特産品を展示・紹介・販売する機能(物販庖鋪)
②両県の地酒や県産食材・食品で作った軽飲食物を提供する機能(軽飲食届舗)
③両県の市町村や事業者、関係団体等が、それぞれの物産の製作実演や試食販売、独自の文化・芸

能の公演)観、光観や光移や住移等住にに関関すするる説イ明ベ・案ン内トや等情を報開提催供す、る相機談能 (催事スペース)
④⑤両両県県企の 談対応等を行う機能@抗・移住コーナー)

業の首都圏における情報収集や受注開拓、販路拡大等、新たなビジネスチャンスの開拓
を支援する機能(ビジネスセンター)

2 主な事業内容
(単位:千円)

細事業名 事業内容 予算額 摘要

m非常勤職員の配置 正職員2名のほか、観光・移
人岡件山費県も(報同酬数・の共職済員費を)配) 

住コーナ一、催事スペース、 5，750 
ビジネスセンターの運営を円 置

滑にt;5るため、非常勤職員 2
名を配置。

(2)アンァナショップ アンァナショップの運営につ 委員5名程度

運営会議の開催 いて、第三者から意見をいた 63 
だき、より望ましい運営を図

る。

(3)アンァプショップ ①催事出庖者支援等 4， 943 鳥取県単独事業

活動支援 アJテナショップに出底す 20， 768 
る県I/'j小規模事業者J 、の支援。

昨年院より制度を拡光a

-年間出席回数 2凹(同一商

品は3回/2年)→4回

-支援枠 3， 500→4，511 
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②チャレンジ商品販売委託

3， 130 
県内小規模事業者がアンテ

ナショップでテスト販売する

ための取組支援。

③銀座料理飲食業組合連合会

を活用しての企画事業(新規)

5， 000 
銀座の飲食底約360底舗が加

盟する組合連合会を主な対象

に、商談会やフェアを開催し、

県産食材の認知度向上と県内

事業者との関係調整を図る。

④受電盤等改修業務委託(臨

時) 7， 695 
電気容量の増加により、電

気を要する催事への対応を図

る。

(4)運営協議会負担金 鳥取・岡山両県で設置する運 岡山県と折半

営協議会応対する負担金。 17，313 管理運営費(光熱水費、

通信費、使用料等)

情報発信費(広報費、催

事費等)

(5)標準事務費 入そ居の他物件賃料 83， 034 86， 650 入折半居物件賃料は岡山県と
3. 616 

計 130， 544 

3 これまでの取組状況、改善点
0平成 26年 1月に岡山県と締結した「鳥取県及び岡山県による共同アンテナショップの開設に関
する協定」に基づき、鳥取県・岡山県共同アンテナショップ「とっとり・おかやま新橋館」を東
京都港区新橋に設置した。

09月28日のオープンから約4か月を経過した時期に、アンテナショップ来館者は 16万人を超
えた。

0オープン直後の賑わいも徐々に安定してきたため、催事スペース等の活用など首都圏のお客様に
絶えず関心を持っていただく企画を打ち出す必要がある。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
7款商工費

1項商業費

2目 商業振興費

商工政策課(内線・ 721 2) 
(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 補正前 補正 計 備考

目庫支出金 起債 その他 一般財源

l新}地方創生応

援 1とっとりプ 。479， 775 479，775 479，775 
レミアム商品券

発行事業

トータルコスト 。485， 966 485， 966 (補正に係る主な業務内容)

制度設計、委託契約締結・進捗管理、広

従事する職員数 0.0人 O. 8人 0.8人 報、関係団体との連絡調整等

工程表の政策目

標(指標)

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地域消費喚起・生活支援型)J充当事業

1 事業の目的・概要

県産品消費拡大と更なる観光客誘致のため、県産品を販売・提供している庖舗や宿泊・観光

施設等で県民・観光客が利用できるプレミアム付商品券を発行する。

2 主な事業内容

発行主体 鳥取県(発行実績がある事業者に委託)

発行総額 24億円

発行数 総数20万冊(1冊12，000円を10.000円で販売)

プレミアム率 20% (県が負担)~4億円
商品券販売場所 公募

販売庖には販売手数料を支払う。 (1%程度を想定)

参加底舗 公募(県産品消費拡大や観光客誘致への貢献、その他地域消費喚起が

期待できる庖舗とする。)

換金手数料を負担 (2%程度を想定)

使用区域 県内
購入限度 l人5冊まで

予算額 プレミアム負担 400. 000千円

事務費等 79.775千円

3 これまでの取組状況、改善点

-地域住民生活等緊急支援のための交付金[地域消費喚起・生活支援型]を活用して、県産品

消費拡大や更なる観光客誘致などによる消費喚起を図る。

-県内全域で利用できるプレミアム付商品券を発行するのは本県では初めての取組である。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

経済産業総室[通商物流室)(内線:7659)
(単位:千円)

事業名 補正前 補正 計
財源内訳

目庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

とっとり国際ビジ
ネスセンター運営1 52，947 
事業

ト『タルコスト 1 59，912 

49， 8711 102， 818142， 871 7， 000 

従事する職員数 I 0.9人I 0.0人I 0目 9人

工程表の政策目標(指標)I県内企業の販路拡大、市場開拓

49，8711 109，7831 (補正に係る主な業務内容l
補助金関連手続、事業運営に関する指導

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

、

1 事業の目的・概要
県内企業の海外需要取込みを支援するため、(公財)鳥取県産業振興機構とっとり国際ビジネ

スセンターが実施する事業に対して補助金及び負担金を拠出する。

2 主な事業内容
( 1) r北東アジアゲートウェイプラス」実践事業 12， 696千円

① 商談会開催事業
・北東アジア地域商談会実施事業

北東アジア投資貿易博覧会(中国吉林省)へ「鳥取県ブース」を出展する。
・ものづくり系企業海外市場支援事業

医療機器関連の商談会に参加する。
-韓国江原道・原州市(医工連携商談会)
・ドイツ・デュッセルドルフ(国際医療機器展).r鳥取フードバレー」海外展開サポート事業
県産品海外商談会(東南アジア、華南地域等)に参加する県内企業に、同センター職員
が同行し、アドバイス及びフォローアップを行う。

②海外サポーター設置の廃止
韓国(ソウル)、中国(上海)、台湾(台北)の海外サボーターは廃止し、日本貿易振興

機構(ジェトロ)の海外ネットワーク機能を活用する。

(2)新たなビジネスモデル倉IJ出事業 12.329千円
①県内企業海外展開支援補助金

企業が独自に海外見本市や商談会に参加し、販売開拓に取り組む場合の経費の一部を補助
する(補助率 1/2、限度額1.000千円/社、総額12，000千円)。
なお、確実に販路拡大が見込める「優良案件」については、地域波及性が高いという観点

から申請要件を緩和する(利用回数及び年度内申請回数)。

(3)とっとり国際ビジネスセンター体制整備事業 24， 846千円
①事務所運営費(賃料、光熱費、事務費等)
②専門言語スタッフ(韓国、ロシア、中国)の配置
③ 専門相談員の配置

個別案件に対する「ハンズオンJによる支援及び「鳥取フードバレー」構築に向けた支援
を充実するため、専門相談員を 1名増員する。

13 これまでの取組状況、改善点
とっとり国際ビジネスセンターは、平成23年 7月の開設以来、県内企業の貿易支援に関す

るワンストップ窓口として、貿易相談及び商談会開催等を中心にサポートしてきた。
今後は、「鳥取フードバレーJの構築、更なる外需獲得を目指して、食品系県内企業・団体及

び地域波及性の高い「優良案件Jに対して、「ハンズオン」による支援、アドバイス及びフォロ
ーアップを強化していく。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[通商物流室](内線:7659)
(単位:千円)

事業名
財 源内 訳

本年度|前年度 | 比
較 l目吋起債|その他|一般財源|備考

く雑入〉3 
25， 9331 26， 0711 ム1381 1 331 25， 900 

32， 145千円(前年度 26， 071千円) [正職員:0.8人]

ロシアビジネスサ
ポート体制強化事
業

トータルコスト

主な業務内容|鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター運営、ビジネスマッチング等

工程表の政策相指標)I県内企業の販路拡大、市場開拓、商談会の開催

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
日露関のビジネス創出に向けた支援体制を整備するため、県庁内にロシアビジネス専門マネ

ージャーを配置し、ロシアとのネットワーク形成及び新規ビジネス創出を行うとともに、ウラ
ジオストクに「鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター」を設置し、情報発信・収集、
ロシア側関係機関との調整業務を行う。
また、ビジネス促進に向けた諸課題の解決のために鳥取県・沿海地方宮民連絡会議を開催す

るとともに、商談会を開催することにより複数の商流を創出していく。

2 主な事業内容
(1)沿海地方とのネットワーク形成強化事業 2，000千円

鳥取県・沿海地方経済官民連絡会議Jの開催
-貿易投資諸課題の改善及び協力優先分野に関する協議並びに個別案件の紹介

(2) J鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター運営事業 11， 042千円
ウラジオストク市内に設置したビジネスサポートセンターの運営委託を行い、情報発信・収

集及びロシア側機関との調整を行う。

(3)第l回「新ビジネス創出」ロシア商談会 4， 800千円
幅広い商材について、複数の商流を創出していくため、「ロシア側バイヤー+日本側輸出業

者」をセットで商流毎に招聴し、県内企業との商談会を開催する。
(1回目・食品・雑貨、 2回目:工業製品)

(4)ロシアビジネス専門マネージャー配置事業 7，779千円
ロシアに関する専門知識と経験を有するマネージャーを、商工労働部内に配置し、新たなロ

シアビジネスを創出し、ロシア側関係者とのネットワークを構築するとともに、鳥取県ウラ
ジオストクビジネスセンターと連動した企業支援を行う。

( 5) (一社)ロシアNIS貿易会負担金 312千円
ロシア・中央アジア地域に関する幅広い情報の収集、ロシアとの新たなビジネスモデルの提

案・助言を受ける。

3 これまでの取組状況、改善点
平成22年2月より「鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター」を設置したことに

より、本県認知度の向上及び現地スーパーにおける一定の商流は確立された。
他方、現時点における商材が加工食品等に限定されていることから、今後は工業製品等も含

め、幅広い商材をロシアで販路拡大していくことが必要である。
また、「鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター」の機能を情報発信・収集及びロシ

ア側との調整等を行う。また、ビジネスマッチング機能については、新規案件創出に向けてロ
シアビジネス専門マネージャー、ウラジオストクセンタ一、ロシア側関係機関と本県及び本県
貿易支援機関(とっとり国際ビジネスセンタ一、ジェトロ鳥取)が連携して取り組むこととす
る。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総嚢[通商物流室](内線:7659)

(単位:千円)

7款商工費
1 l頁商業費
4目 貿易援興費

事業名 本年度|前年度|比較トー
財 源 内 訳

目庫支出金|起債|その他|一般財源

携
輸
業

連
ア
事

h
h
y
-
H
-

l
ア
確

T
東
ト

G
北
一

刑
た
ル

併
し
送

6，600 。 6; 600 6， 600 

トータルコストI14，889千円(前年度 O千円) [正職員:0.9人]

主な業務内容|企画調整、委託契約事務等

工程表の政策目標(指標)I墳の物流拠点化:境港の取扱貨物量増加
(貨物取扱量 目標 5，200千トン、コンテナ取扱量 目標 21.900TEU)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
• GT 1 (広域図柄江開発計画)地域の輸送の円滑化、効率化、高度化を促進するため、関係地
方政府が連携する環境作りの場として、設置が予定されているロジスティック委員会に参画す
る。

-関係地方政府等が連携したパイロット(試験)輸送を実施し、検証結果及び課題の解決に向け
た提言をGTI諮問委員会(意思決定最高機関)等に諮ることにより、当該輸送ルートにお
ける物流の円滑化を図る。

2 主な事業内容
(l)GTIーLCCロジスティック委員会等への参画(1， 650千円)

GTI北東アジア地方協力委員会 (GTI-LCC)参加地域等と協力し、海陸輸送ルート
を専門に取り扱うロジスティック委員会をGTIーLCCのもとに設置し、中露国境ルート
の実用化に向けた意見交換やGTI諮問委員会への共同提言等を行う。

(2 )パイロット輸送支援事業 (3，900千円)
-中露国境における物流の円滑化を目指し、 GTI-LCCロジスティック委員会で関係地方
政府等と協調した試験輸送を実施する。

・中露国境輸送ルートに留まらず環日本海定期貨客船航路の国際輸送ルート構築の可能性を高
め、ルートの安定化を図るため、中国激海ルート等を含む既存の試験輸送も併せて実施する。

( 3)第3回GTI国際貿易・投資博覧会への出展(1， 050千円)
韓国江原道で開催されるGTI加盟国等の地方政府、企業が参加する GTI国際貿易・投

一 資博覧会に出展し、環日本海定期貨客船航路や本県観光PRを行うとともに、県内企業と海外
企業との貿易商談等を実施する。

[GT 1の概要]
・GTIは、北東アジア地域における経済協力の強化、持続可能な発展を目的とした政府間協
力機構であり、 UNDP(国連開発計画)の支援のもと、中園、韓国、ロシア、モンゴルの4
カ国が加盟し、運輸、貿易推進、観光等の 5分野を優先分野として、共同事業を通じて地域
協力の強化を推、している。
.GTI諮問委員会は、加盟国の副大臣級が参加し、 GTIの事業方針、予算等を決定する
機関。

.GTIーLCCは、 GTIを推進する広域図例江地域及びその周辺地域の地方政府間の協
力機構。

3 これまでの取組状況、改善点
・これまで、中露国境ルート、中国i勃海ルート等の試験輸送を実施し、検証された課題をGTI
や北東アジア地方政府サミットの場で明らかにしてきたが、中露国境ルートについては課題
が明らかになるに留まり、関係地域が団結し障壁を取り除く実際の取組には至っていない(中
国溺海ルートについては、輸送ルートの実用化が図られた)。

-そこで、 2014年8月に本県で開催した第2回GTI-LCC会議において、ロジスティック委
員会の設置を提案(鳥取宣言の採択)し、第3回GTI会議で発足を目指すロジスティック
委員会の枠組みの中で、関係者一丸となってGTIと協調した環日本海定期貨客船航路を活
用した試験輸送を実施することで、ルートの安定化に向けた足がかりとする。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[通商物流室1(内線・ 7659)
(単位:千円)

事業名 |本年度|前年度|比較
財 源 内訳

-r一一一一→備考
一般財源

環日本海圏航路就
航奨励事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

35，1001 35，1001 01 1 1 1 35， 100 

40，536千円(前年度総 517千円) [正職員:0.7人]

補助金支出団体等との調整、補助金支払・確定事務等

港の物流拠点化:境港コンテナ取扱量増加
(貨物取扱量 目標 5，200千トン、コンテナ取扱量 目標21，900TEU) 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
境港~東海~ウラジオストクを結ぶ環日本海定期貨客船航路の定着、安定化のため、境港~

東海間の運航経費の一部を助成する。就航7年目となる平成27年6月29日以降は、県と中
海・宍道湖・大山圏域市長会の負担割合を見直し、当面1年間助成を延長する。

<助成理由>
・環日本海定期貨客船航路は、就航以来6年間、定期・定時運航を継続し、県内企業の国際物
流競争力の向上、外国人観、 の誘致及び県内企業の海外での販路拡大など様々な波及効果
をもたらしている。

・一方、韓国のセウォル号沈没事故の影響や急激なルーブル安に伴うロシア経済の低迷など、
航路を取り巻く環境は厳しく、運航会社の自立的な運航による航路安定化は依然不透明な状況
である。

-環日本海定期貨客船航路は、観光や経済活動を支えるインフラであり、中国東北部との連結
など今後の発展性も見込めることから、運航会社の自立的な運航への移行を支えながら、航
路を維持していく必要がある。

2 主な事業内容
環日本海定期貨客船航路を安定的に運航させるため、航路の運航経費を助成する民間団体に

対して、中海・宍道湖・大山圏域市長会と協調して支援する。
主体|環日本海経済活動促進協議会
叩官|平成27年 6月28日までを当面1年間{平成2R年目同2R日まで)延長する

寸 袋 l境草寺一東海聞の適航経費のうす回目出叩再爪唱 ノ可""'.阿品目

1往復当たり]， 000千円をよ限

扇蔵(i/!i!1回1霊航三平闇 52 7 

工E而子円
補助金額

.Z 寝間で臨 l'!.e:tl!!.7e自治体制 O対40で負担
]， 000千円上盟)/往復x13往復(置l目運航)= 13，000千円

うち鳥取県 60/100 (負担割合)= 7，800千円
うち地元自治体 40/100 (負担割合)= 5.200千円

[平成27年6月29日~平成28年6月28日】
・助成総額を県と地元自治体が70対 30で負担

]， 000千円(目)/往復X39往復(目1@1運航)= 39，000千円
うち鳥取県 70/100 (負担割合)= 27，300千円
うち地元自治体 30/100 (負担割合)= 1]， 700千円

※地元向治体;とは中海・宍道湖・大山圏域市長会
※同定的経費とは、売上の増減に関係なくほぼ一定の金額となる経費であり、傭船料等船舶及
び付帯設備の保有、借受、維持に関する費用、船員費、一般管理費、燃料費などとする。

【負担割合の変更(平成27年6月29日以降)] 
物流と観光を 1対 1とし、物流は県が 10/10、観光は県が4/10、市長会6/10(市

長会圏域の観光入込者数が約6割)負担として算出し、県7/10、市長会3/10とする。

3 これまでの取組状況、改善点
-東日本大震災、セウォル号事故など、厳しい環境のなか定期運航が継続され、日韓露を結ぶ
唯一の国際定期フェリー航路を有する境港の優位性とプレゼンスが向上した。

-就航6年目以降は、運航会社の自立的な運航に向け、 1往復当たりの補助限度額の上限を
]， 500千円から]， 000千円に低減した。

訳内成助

↓
協
議
会

県
・
市
長
会
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[通商物流室](内線:7659)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度|前年度|比較 l ， i備考

国庫支出金|起債|その他|一般財源

境港利用促進事業I 29， 435 20， 685 8，750 29，435 

トータルコストI35，647千円(前年度 26，876千円) [正職員:0.8刈

主な業務内容|荷主・船社等訪問及び事業実施調整、補助金業務

工程表の政策目標(指標)I境港の物. 点化:境港コンテナ取扱量増加
白 (貨物取及量目標 5，200千トン、コンテナ取扱量目標 21.900TEU) 

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

境港貿易振興会が行う境港定期航路の拡充及び利用促進を目的とするポートセールス活動や
荷主企業等の境港利用促進活動に対して助成を行うとともに、境港発着のコンテナ混載サービ
スの定着を図るため、サービス提供事業者に対する助成を行う。

2 主な事業内容
(1 )境港貿易振興会補助金 5， 435千円

境港貿易振興会が実施するl)i"-トセールス活動に要する経費に対して助成を行う。鳥取県の補助金
額は、所要経費合計額から会費収入及び島根県補助金額を控除し、残額を境港市と折半するロ

3 これまでの取組状況、改善点
貨物誘致制度により境港利用促進を推進してきたところであるが、新規利用から利用拡大へ

円滑で切れ目の無い支援を行うため、制度を一部改正する。
また、境港一上海ファースト&ラストポート化推進のために上海へ輸出入する貨物を集約す

る助成制度やコンテナ小口混載・低温小口混載サービスの定着を図る助成制度を創設ける。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
7款商工費
2項工鉱業費

2目 中小企業振興費
経済産業総室[産業握興室](内線:7657)

(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 補正前 補正 計 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

{耕地域創業促

〔犠〕F宮司 官萄進事業

。 527 

トータルコスト 。 527 527 {補正に係る主な業務内容)
補助金交付事務等

従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人

工程表の政策目 県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等の支援
標指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
地域密着型の新規開業者や新事業展開を行う中小企業に対し、創業初期の経費負担軽減、販

路開拓拠点の確保を支援し、地域における創業や新事業の安定的な定着を図る。

2 主な事業内容
(1) r創業支援資金」スタートアップ応援事業

県の創業支援資金を活用する創業者に当初3年間無利子化する利子補給を行う。
(単位:千円)

0対象者
「創業支援資金」 -創業計画策定に商工団体などの指導・支援を受けた者
スタートアップ -創業支援計函策定市町村で認定された創業者 277 
応援事業補助金 0補助額:借:3入6額月の間利(子債相当額(年1.66%) 

0補助期間 務負担行為平成27-29年度)
<参考:創業支援資金(県制度融資内で新設)の貸付条件>
手IJ 率:年1.66% (事業承継に係るものは1.43%) 
限度額:1億円以内 貸付期間:10年以内

(2)販路開拓県外ビジネス拠点確保支援事業
創業・新事業展開する県内企業が県外で販路開拓等を図る拠点確保を支援する.

(単位:千円)
0対象者

販路開拓県外ビ
新たに県外でビジネ市スオフィス等の拠点を確保する事業者
-創業支援計画策定 町村で認定された創業者 250 

ジネス拠点確保 -経営革新計画認定企業 など
支援事業補助金 0補助率、補助上限額:1/2、月 5万円以内

0補助期間:最長36月間(債務負担行為:平成27-29年
度)

0要件:県内の事業活動の活性化(生産・雇用の増)に資す
ること等
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

経済産業盆呈I産業振興室](内線:7657)
[皐位:千円}費興振業
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訳内源財

較比前年度本年度名業事
一般財源その他目i宮支出金|起債

地域創業促進事
業 96， 160 24， 683 

105， 479千円(前年度

主な業務内容I(公財)鳥取県産業振興機構との連絡調整、補助金交付事務など

73， 025千円) [正職員:1.2人]

71， 477 96， 160 

トータルコスト

16， 600 

工程制蹴目標(指揮)I県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援の創出

塵l

7，500 

60， 676 

5， 245 

販路開拓県外ビジネス拠点確保支援事業
.軒玄業展開する県内企業が県外で販路開

対象者
新たに県外でビジネスオフィス等の拠点を確保する事業者

販路開拓県外ビ| ・創業支援計画策定市町村が認めた創業者
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
7款商工費

1項商工費
2目 商業振興費

販路拡大・輸出促進諜(内線:7832)
(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 補正前 I:補正 計 備考
国庫支出金l起債|その他|一般財源

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地域消費喚起・生活支援型)J充当事業

1 事業の目的・概要
「とっとり・おかやま新橋館」において、首都圏の消費者にアンテナショップで販売している

鳥取・岡山両県の特産品を対象とした「ふるさと名物振興券」を発行することにより、両県の特
産品の需要・販路拡大を図り、地域産業の活性化に資する。

2 主な事業内容
【「とっとり・おかやま新橋館」ふるさと名物振興券の概要]
・金 額:10，000円(1セット 1，00 0円X12枚)=プレミアム付商品券
・発行部数: 5， 000部
-実施期間:H2 7年度内の半年程度
-販売・使用可能場所:とっとり・おかやま新橋館
-必要経費 :14，000千円(鳥取県7，000千円、岡山県7，000千円)
(委託料) ・印制代 1， 000千円

-プレミアム代 10，000千円
.PR経費 ;~'， 0 0 0千円
・事務経費 1， 000千円
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

1項農業費
1日 農業総務費

販路拡大・輸出促進課(内線:7832)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国産支出金 起債 その他 一般財源

I鳥取フードバレー戦略事業]
「食のみやこ鳥取県」輸出 50，227 26，190 24，037 50，227 
促進活動支援事業

トー タ ノレコス ト54，886千円(前年度 30，833千円)[正職員:0.6人]

主 な 業 務 内 内廿』 連絡調整、補助事業、物産展開催等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
アジアを中心とした市場の拡大を事業者の収益向上につなげるため、青果物等は昨年3月に協定を結んだ

ドール等と連携してブランド化及び新規市場開拓を図る。また、カニ等の水産物等は現地での物産展・高談会
等の開催により輸出に取り組む事業者の拡大を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 事業内容 事主業体 予算額

「食のみやこ烏 (1)ドーノレ・全農との連携による青果物のブランド化 県 15，447 
取県J海外輸出 ドーノレのプロモーションカと販路を活用した商品イメージの向上や
支援体制強化 観光と連携しての産地PR等により県産青果物のブランド化を図る。
事業 〔タイ:柿、香港すいか等〕

(2)ドールの販路活用による青果物等の新規市場開拓
[シンガポール梨等〕

(3)水産物等の販路開拓
①マレーシアの百貨庖における観光物産展開催
②マカオでのレストラン向けプロモーション
③台湾高級スーパーでの鳥取フェア開催

ω輸出に取り組む事業者の拡大等を目的とした現地小売庖等関連業
者訪問及びバイヤー招聴
〔タイ・マレーシア、シンガポール]

「食のみやこ烏 輸出に取り組む事業者への輸出促進活動経費の補助 事業者 34，750 
取県」輸出促進 (補助率2/3)
活動支援事業 I拡充11原(補材助料率が県内産で無い加工食品も補助対象とする

1/2) 
[拡充21鮮度保持等を目的とした試験輸出も補助対象とする。

その他 日本畜産物輸出促進協議会牛肉輸出促進部会負担金 30 

合計 . 50，227 

3 これまでの取組状況、改善点
く取組状況>
-ドーノレとの連携により、すいかの香港への本格的輸出を開始し、輸出量も約4倍となった。また、 4年ぶりとなる
二十世紀梨の中国輸出を再開した。
-農林水産物等の輸出に取り組む事業者が実施する海外での販売促進活動等に支援を行った。
-マレーシア・クアラルンプーノレで観光物産展を開催し、同国への市場開拓のきっかけ作りを行った。
く改善点>
-ドーノレ等と連携し、タイ、香港等において産地PRや商品イメージ向上による青果物のブランド化を図る。ま
た、ドーノレの販路を活用し二十世紀梨等の新規市場開拓を行う。
-本県水産物及び加工食品の輸出促進を図るため、物産展等による試験販売、レストラン向けフェアやパイヤ
一招鴨等を実施し、輸出に取り組む事業者の拡大を図る。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
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販路拡大・輸出促進課(内線:7832)
{単位:千円)

財源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

進食プレ【の事鳥ーロ滋取安業ジ略フ全ェ事クL業安ドトパ心推1 51，130 64， 818 ム13，688 51， 130 

トータルコスト 53，460千円(前年度67，140千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 相談窓口の設置・運営、研修会の開催、専門家派遣、補助金交付事務

工程表即日細書(指標)

事業内容の説明

1 事I事本業S県業者O食の等に品目対の製的す認造証る・概業、取要者認得の証支衛取援生得を管に行理係う技るた術費めの用に向の、上補(地や助独、等)国を鳥内行取外う県の。産企業業技とのセ取引に必要と相なるHACCP、術ンターへの談窓口の配置や

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業 名 事業概要 予算額

窓ワンスト置ップ相談
相認開談発証研取・究得指所導へ体にの相相制談談を窓構や口衛築を生す設管る置理たす対める策、。鳥で取困県っ産て業い技る術事業セ者ンに夕対す食品る

7，963 
口の設

研修会の開催 県築等内食を支品援製す造る業た者めのに経研営修者を・実従施業す員るを。対象に、 衛生管理体制構 2，250 

認助証取得等に係る補 38， 717 

専門家の派遣 県C内C食P等品の製実造務業経者験のを認有証す取る得専に門係家るを課派題遣解す決るを。図るため、 HA  2，200 

3 守改こ平ハれ善ま護成ラで点ー2〉ルの;7 取組枚況、 改善点< 年し以本降、食助品金衛を生に関す社る研が修認会を 14回し開催し、 延べ476社・ 1，044人以
補 使い 19 証を取得た。

< 
認年認の証度証妨取等はげ得イ輸にス向ラム市場対取証応取得に備促え、 ハラール補認助ト証率料に上関す部げる研新助修設成会すを開催する。ノラ J けの認 進のための 嵩 を る

・認り更証取得 出なっている 得後のコンサルタン のーの を新設することによ
なる を促進する。
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6款農林水産業費
1項 農業費
1目 農業総務費

平成27年度一般会計当初予算説明資料

金のみやこ推進課(内線・7835)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

食事やこ業の」(み推発進や見事こ・体鳥業験)取「県食推の進み 30，697 29，396 1，301 30，697 

トータノレコスト 57，098千円(前年度 59，578千円)[正職員:3.4人1
主な業務内容 企画運営、普及啓発、交付金交付事務

県内外への食のみやこ鳥取県の浸透、県産農林水産物のPR
工程表の政策目標(指標) 食による地域振興、学校給食等での地産地消の推進

食のみやこ鳥取県推進サボーダーの拡大

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県民がf食のみやこ鳥取県」を実感、体験できる向環け境たづPRくをりを進め、鳥取の食の豊かさを積極的に県内外に
発信する機還を高めるとともに、県産品の全国に 行う。

2 主な事業内容 (単位・千円)

事業項目 事 業 内 廿'*" 事業費 予算額 事業主体 補助率

録「食、のPRみ等やこ鳥取県J推進サポーターの登 2，000 2，000 県

食ジの発み信やこイメ 県f食・ロ商のゴ品、みマパやーッこクケ鳥」添ー取付ジ県の等」マ支へー援のク「推食奨の事み業やこ鳥取 4，000 2，000 推進サホ.ーター 県 1/2 

わ地(B・り元生5、5の産食ラ逸者文ジ品、オ化企再、を業発日メ等デ本見ィの海事ア喋艇新を造関通現連じ場載てや発)商信品のこだ 6，453 6，453 県

県 1/2 

食取交付の県み金づやくりこ支鳥援 食の品支化の援み・ブやラこン鳥ド化取に県つのなイがメーる民ジ間ア等ップのや取特組産へ
ー・・幽ー-----

10，089 10，089 民間団体等 非ト等営利イベン

県10/10

材化学促供校進給給シ事食ス業等テ食ム 整市め備町に行村等がうの広取県域組産的食へ、材の効支を率学援的校供給給食体に制導入の検す討るた、 900 450 市産プ等者町グ村ル、生 県 1/2 

発県信産事魚業ブランド ラ県ン産ド魚発販信売、P、R消活費動拡へ大のの支た援めの県産魚のブ 3，200 1，600 
鳥取県産魚P

県 1/2 R推進協議会

鳥共R事取同業県ハ・秋田県 鳥ため取の県共・秋同田P県のハンタトハ及タびの飲認食知庄度フ向ェ上アの
タノ、タP Rイベ の 13，818 6，909 県

開催

強県化産支牛援肉事販業売 県めと産し牛た肉県販産売牛強肉化ののPRた活め動のへ鳥の取支和援牛をはじ 2，392 1，196 販鳥売取協県議牛会肉 県 1/2 

d口b、 計 42，852 卜30，697

3 これまでの取組状況、改善点
-県民の機運醸成・イメージ定着
食のみやこ推進サポーターの拡大に伴い、「食のみやこ鳥取県Jのロゴ・イメージも着実に県民に浸透して
いる。[サポーター登録数:1，236底舗(平成27年1月8日現在)J

-県民主体の「食のみやこ鳥取県Jづくり
食のみやこ鳥取県づくり支援交付金の活用により、民間を主体とした食による地域振興活動が拡大してい

る。
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6款農林水産業費

5項水産業 費
2目 水産業振興費

i平成27年度一般会計当初予算説明資料

財 源 内

水産課(内線:7309) 

(単位・千円)

訳
事業名 本年度 前年度 比較

国戯曲 起債 その他 一般財源
備考

水産物加工流通対策

事業 6，604 10，792 ム4，188 6，604 

トータルコスト 11，263千円(前年度 15，436千円)[正職員 0.6人]

主な業務内容 関係者への事業周知、事業申請者への説明協議、補助金事務等

工程表窃攻策目標錨属部 収い産益地性づのく高りいを推儲か進るす水る産。業を実現し、将来にわたって安定的に水産物を供給する強

事業内容の説明

事業の目的・概要

燃油高騰、消費者の魚離れ、市場流通形態の変化等、漁業経営の安定・存続には、県産魚の流通・消費

拡大対策がますます重要となっていることから、水産物流通の改革や消奨拡大に関するチャレンジ的な取組、

消費者エーズに応える県産魚ファストフィッシュの生産に係る取組等に対して支援する。

[l県産魚ファストフイツシュI
県産魚を活用した「食べやすいJ、「調理じやすいJ、「ゴミが出ないJ商品の総称。切り身、フィレ、ブロックなど

の一次加工品から、皿に盛るだけ、温めるだけで食べられる高次加工品まで含む。

2 主な事業内容

(1)助成事業 (単位:千円)

事業名 事業内容 予算額 補助率

水産物流通改革・消費拡 既存の水産物流通を改革し消費拡大にチヤレン 補助金 1/2 

大チャレンジ支援事業 ジする先進的でモデル的な取組に対して幅広く 3，000 

支援する。(産地から消費者への直販、産地と小 審査会

売との直接取引地魚の学校給食への拡大など) 137 

未利用資源を有効活用 1 定置網漁獲物、大中旋網で混獲される未利用、 2，200 

蓄養殖、加工実証事業 低利用資源の有効活用及び付加価値向上に資 ソフト1，500ソフト1/2

するため、これらの蓄養殖・加工の事業化実証試 ハード700 ノ、ード1/3

!EK取県版フアストフィyシユ

験を支援する。

県内の水産加工業者に対して、消費一一ズを反 補助金 1/2 

，主産促進事業 映した県産魚の産地加工品生産を促進し、販路 1，000 

開拓、消費拡大を図るため、「産地情報・商品提 審査会

案システムの構築j、「新加工技術の導入」、「鮮 91 

魚加工人材育成J、「新しい流通システム構築」の

取組に対して支援する。

(2)産地消費者動向セミナー(年2園、 176千円)

県産魚サプライチェーン構築の普及啓発、きっかけづくりとして、生産者、仲買業者等を対象に、県主催の

最近の魚介類の消費者ニーズ、消費動向について鮮魚流通コンサルタントによるセミナーを実施。

3 これまでの取組状況、改善点
水産物流通改革・消費拡大チャレンジ支援事業は、過去6年間に支援したプランで、 6次産業化に発展・継

続している事例が、過去18件中13件 (72.2略)となっており、当該事業は、水産分野の本格的な6次産業化、

農商工連携事業の試行支援として非常に重要である。また、未利用資源を有効活用!蓄養殖・加工実証事

業は、養殖ノウハウをもっ水産会社と県漁協の連携で大きく年変動する資源状況に臨機応変に対応するた

め、引き続き支援措置を継続するもの。鳥取県版ファストフイツシュ生産促進事業は、水産加工業者がリスク軽

| 減しながらマーケットイン交流も織り交ぜながら、新商品開発や新技術にチャレンジ出来る意味で有意義であ

る。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
4項港湾費

事業名 | 本年度

1事業刀目的・概要

境港管輯且合の運営及。噛寄施設整備等に要する経費に対する負担金である。
場芸部こおいては、宅成26年のコンテナ取扱量は年間23，143TEUであり、過去最高を記録した平成25年(23，39釘'EU)と同

水準で好調陸持続するとともに、原木取扱量は前年を大きく上回っている。また、クルーズ船寄港回数は11回で、乗客数
は過去最高のl万4千人となり、宅成27年は4千人級のクァンタム・オブ・ザ・シーズの初寄前よど、寄港回数20回以上、乗
客数3万人に達すると見込んでしも。このため、北東アジアゲートウェイとしての港湾機能の充実・強化と日本海側地点港
の形成に向けた主要プロジェクトの展開を図る。

2 主な事業内容

[港湾節蟹費]

O銅荷役上屋長寿制白耐樹事業(4，500千円)

(2)クルーズ町高割系[ポートセールス持縫語勢讃L鳥取県.島根県=1:1)J

O紬ヒカレースili抑誘致・受入4輔l灼強化(11，145千円)

アジアにおけるクルース、市場の拡大lこ働、大型調的寄潤滑着してしもこの機説陰ず、誘致活動や受入環境割和
鵬腔進めることでクルーズ容港地としての定着・確立を目指す。

①誘致活動(5，539千円) 船長特ーマン棚専、クノトーズ懇談会実低外聞鮒花3ーディネーターの設置等

(3)原木関係[溺零愛備事業糊強謝]

OGf.砂時中野地図童劇妨紗ーミナル整備事業(0千円後年渡に起債総塁費を負掛

尉三詩的大劃じゃふ頭用地わ確保ふ頭再編こよる荷捌斡侃上とt輔ち相自を図る国務防防ーミナル整備(直議
事業:弔爽お年度供用予治δ弱発し、ふ頭用地援備(8.6ha)の渇求を図る。

0細園内国家フェリーRORO蹄轍・i鵬事業(52，875千円)

国体線描送路のミァンングVンク剖韓両し、中国防と指輔、相蜜及び関東との物涜拡大さ物瀞周陸図るため、平
脚5~26領支に境配苫小牧港及ひ明感蛙結ぶHO~明時晴迭を実植する等、在民斜ずて潜笥龍事り聞桂E親じ
しも。弔扱7年調立RORO船総設糟定期便日除国糊踏との接絹こより、物粉トトの確立と剣幼駄を図る。

・貨物誘致促進支援及び圏内RORO船輔d差:42，750千円・国際フエリートライアル輸送及び検証業務委託:10，125千円

O~波野腕芭プラットホーム樹す事業(7，叩千円)

既存め融坦を発展治せ、国内RORO量的定期{比国畑ORO舵国禁フェリーとの溜吉・集約{I:;，荷主の開宕、集荷.1lCiき
など物流サービスの拡充マークティング、キ者掛ニーズ情報等わ商協の課題解決と特窪尽の販路拡大箱ζ取P組んでいく

(5)リサイクルポート関係[港湾管糧費]

O(糊JサイクノぱーN織田度イ凶鋸樗喋(4，5∞千円)

境溺司君のリサイク/レ工場わ進出やノ〈イオマス発電わ務報産踏まえ、
業欄翫・保管施設、ふ頭ヤード等の検討を情。
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3これまでの町時到:Io.児.a¥藩点

弔抱3年11月に「日本梅田拠点港jに選定怠れたところであり、念唱する榊tクノトズ町的積闘恰誘致物撤駄に
よる園内ROROJl!約定期便{け箇齢ど、処点港として更なる揚鍋向上を図る。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

8款土木費

2項道路橋りょう費

4目 直轄道路事業費負担金

事業名 本年度 前年度 比較
国庫支出金

道路企画課(内線:735 1) 
(単位:千円)

財源内訳
備考

起債 その他 一般財源

直轄道路事業費 (1， 833， 500> 県費負担

負担金 3， 537， 468 3， 537， 468 。 3， 182， 000 355， 468 2， 188， 968 

トータルコスト 3， 568， 528千円(前年度3，568， 424干円) [正職員 4.0人]

主な業務内容 国との調整、負担金支払

工程表の政策目標
山陰道など県内高速道路の事業化区間の整備促進

(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

国が行う高速道路ネットワーク整備等の県内道路事業に係る県負担金である。

I 2 事業の内容

国が行う県内の道路事業について、道路法第 50条及び高速自動車国道法第 20条第 1項に基づき費用を負

担する。

(単位:千円)

事業区分
平成26年度 平成 27年度

備考
当初事業費 事業費見込額 負担金

鳥取 IC~鳥取西 IC 問

山陰道鳥取西道路 17， 586， 450 13， 110， 955 2， 272， 567 
平成 25年 12月 14日開通

吉岡温泉 IC(仮称)~青谷 IC 問

平成 29年度供用予定

山陰道中山・名和道路 10， 000 。 。平成 25年 12月 21日開通

山陰道名和・淀江道路 10， 000 。 。平成 25年 12月 21日開通

山陰近畿道駆馳山バイパス 10， 000 。 。平成 26年3月 22日開通

鳥取自動車道 付加追越 250， 000 1. 967， 000 196， 700 鳥取 IC、智頭 IC、福原PA付近

山陰道米子道路 車線設備 192， 000 580， 000 100，534 日野川東 IC~米子商 IC 間

その他改築事業 1. 057， 000 2， 466， 000 967， 667 鍵掛峠道路等

合 計 19， 115，450 18， 123，955 3， 537， 468 

3 これまでの取組状況、改善点

【指標]県内の供用延長鳥取自動車道:H25末 38.4km/目標 38.4km (達成度 100%)
山陰道 : H25末 57.Ok皿/目標 88.Okm (達成度 64.8%) 

平成 25 年 12 月には山陰道の鳥取 IC~鳥取西 IC 問 (L=1. 8k皿)と赤碕中山 IC~名和 IC 閑 (L=8. 6k皿)が

開通し、山陰道の供用率が 53.6%から 64.8%に向上した。

残る未開通区間のうち、鳥取西 IC~青谷 IC 問 (L=17. 5km)については、平成 29年度供用予定が公表され

た吉岡温泉 IC(仮称)~青谷 IC 問 (L=12.3km) とともに、鳥取西 IC~吉岡温泉氏(仮称)間 (L=5. 2k皿)
についても一体的な供用が図られるよう取り組んでいるところであり、北条道路(はわい IC~大栄東伯 IC

間:L=13. 5k皿)についても事業再開に向けた計画段階評価の審議を進めているところである。

山陰近畿自動車道については、平成 26年3月 22日に朋馳山バイパス (L=7.7k皿)が供用したところであ

り、現在工事中の岩美道路 (L=5.7km)の早期整備とともに、残る来事業化区間である山陰道~福部 IC間 (L=
約 12km)の計画段階評価を進めるための調査への着手に向けて、引き続き、平成 25年4月に設立された国

会議員や府県議会議員の議員連盟とも一体となった取組を進めていく。

l注)一遍蚕扇面五夜ζ 予言きは、交育読措置額を藤示た盃福である。

県費負担は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。

67 



平成27年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
2項道路橋りょう費
3目 道路橋りょう新設改良費、

道路建設課(内線:7623) 
(単位:千円)

主豊一室

地域高規格道路
整備事業

ヒ盤盆主主差l
トータルコスト

韮重盛玄

工程表の政策目標
(指標)

毒薬丙容の説明

1 事業の毘的・概要

財源内訳
本年度|前年度 比較 |国庫支出金| 起債 |その他|一般財源|備考

く590.000> 
1. 874. 00012. 700. 0001ム826.0001 1. 030. 7001 758. 000 

2493. 647千円 I面盃度 3.3百:-572千百-)[lE職員79.8ぷI
整備計画の策定、設計積算、工事監督

地域高規格道路の整備促進(地域高規格道路の整備延長)

県費負担
85. 3001 675. 300 

地域高規格道路は、中国縦貫自動車道、山陰道、鳥取自動車道、米子自動車道等の高規格幹線道路を補完
し、地域の自立的発展や地域関連携を支える規格の高い幹線道路であり、高規格幹線道路と一体となった広
域的なネットワークを形成するものである。

地域高規格道路の整備により、交通が分散され、渋滞、交通安全等の現道の諸問題が解消されるとともに、
高等教育、高度医療、文化施設等の都市的サービスの共有化や恵まれた自然などの地域資源の活用を可能と
し、近隣の地方生活圏との連携による地域の活性化が図られる。
本事業では、国道の道路改築事業として県が実施中の以下の4箇所の整備を促進する。

2 主な事業内容。

。

。

3 これまでの取組状況、改善点

路線名 工区名
山陰近畿自動車道 国道 178号東浜居組道路
(鳥取豊岡宣津自動車道)
北条湯原道路 国道313号犬挟峠道路

国道313号北条倉吉道路

円軍313号倉吉道路

江府ニ次道路 国道 183号生山道路

烏取環状道路 街路宮下十六本松線

27年度当初予算

L担盟互E

総事業喪寸 27年度冨初予算
125億円 l

供用延長 供周年月
4km 平成20年 11月

(うち鳥取県2km) 
9km 平成9年 10月

(うち鳥取県6km) 
6km 平成 19年3月

(倉吉IC3~k倉m吉西IC)
平成2.5年6月

3km 平成 17年7月

3km 平成21年3月

(注)記低調o上段て〉書きは、交付税措置額を除いた金額である。
県費負担は、起債欄のく〉書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費

6項防災費

1目 防災総務費

事業名 本年度 前年度 比較

危機対策・情報課(内線 :7950)
(単位:千円)

財源 内 訳

国庫 起債 その他 一般 備考

支出金 財源

あんしんトリピーメール

システム等運営事業 16， 042 4， 560 11， 482 16，042 

ト タルコスト 20， 701千円(前年度 9，203千円) [正職員:O. 6人]
主な業務内容 鳥取県あんしんトリピ メ ルシスァム等の運用

工程表の政策目標(指標) あんしんトリピ メ ルの普及促進 (H27年度末 22，150人利用登録)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

防災・危機管理等に関する情報を的確に情報提供し、県民の安心安全につなげていくため、「あん

しんトリピーメールJを配信するとともに、職員の迅速な初動対応に資するため「職員参集・情報

提供メールJを配信する。

2 主な事業内容
あんしんトリピーメール及び職員参集・情報提供メールを以下のとおり運用する。

( 1 )あんしんトリピーメール[対県民用]

-県・市町村が気象情報などの防災情報、道路支障情報及び不審者情報、 PM2. 5、黄砂・

花粉など身近な防犯情報、生活・健康情報等を利用者(県民)に対してメールで配信する。

<システム改良(機能追加)>
-障がい者をはじめ全ての方に、視覚的によりわかりやすい画面表示にしていくため、利用

に当たって現行のテキストメール形式に加え、背景色(カラー)メール(緊急度による 3
色表示、 HTML形式)も選択可能とし、視覚的にわかる画面表示になるよう改良する。

(平成27年10月運用開始予定)

-災害発生情報などを利用者(県民)から受信したときは、内容確認の上、県や市町村等の防

災関係機関が迅速に応急活動を実施し、被害拡大の防止等に努めるとともに、県民への情報

提供のためメール配信やインターネットでの公開を行う。

(2)職員参集・情報提供メール[対職員用]

-災害時、直ちに一斉メールを配信することにより出動要員(危機管理局職員等)や関係職員

へ連絡し、初動対応の迅速化及び情報共有による連携強化によって災害対応の取り組みを進

める。

3 これまでの取組状況、改善点

( 1 )利用者の登録促進に向けて、県各種広報媒体 (HP、新聞広報等)の活用、出前説明会・県庁見

学説明会での説明や県施設等でのチラシ配架等を行い、登録者数は20，678人(平成27年l月9日現

在、今年度に入り約2，500人増)で一定の増加をみているところであるが、さらに携帯電話会社 (3
社)や市町村・消防等関係機関での配布など協力・連携しながら普及促進を図る。

(2)あんしんトリピーメールの障がい者などへの配慮手法について、「障がい者の暮らしやすい鳥取

プロジェクト」の中で、聴覚障がい者団体から具体的な要望等をいただいていることを踏まえ、

視覚的にわかりやすい背景色(カラー)メールにより障がい者を含めたユニバーサルな分かりや

すい表示化に向けた検討を進めた。

併せて、「簡潔で分かりやすい配信文面の見直しj について、昨年 8 月 ~10月にがけて「冒頭に
結論的表記、ひらがな・平易な表記を増やすこと、文字数を減らすとと」などの観点から関係部|

局・市町村と共に実施した。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
1項社会福祉 費 障がい福祉課(内線:7675) 

(単位:千円)1 2目 障がい者自立支援事業費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

あいサポート運動推進 (基金繰入金)

-連携等事業 17.219 7.720 9.499 17.219 
ト タルコスト 23. 431千円(前年度18.555千円) [正職員・ 0.8人]
主な業務内容 「あいサボ ト運動Jの普及啓発
工程表の政策目標(指標) あいサボ ト運動の推進
事業内容の説明 【「とっとり支え愛基金」充当事業]

事業の目的・概要
-あいサポート及運び動取を積極的に推進するため、「障がい理解への更なる推進」、「あいサポート企業 l

-団体の認定 組みの推進」等を積極的に実施する。 I
-あいサボータ一等に合理的配慮事例(※)などを理解していただくための「具体的でわかりやす
いDVD、パンフレットJを作成し、更に運動を推進するとともに、平成28年4月 1日施行0..1

障害者差別解消法の趣旨を一般に広く伝えるため、リーフレットを作成し共生社会実現を
E情目に指応すじ

。

障害者差別解消法第 17条に明記されている障害者差別解消支援地域協議会(地域の実 | 
た差別の解消のための取組を主体的に行うネットワーク)を円滑に実施するための検討・準備等

を行う。
(※)合理的配慮とは、障がい者一人一人の必要を考えて、その状況に応じた変更や調整などを、

お金や労力などの負担がかかりすぎない範囲で行うこと。
. (例)聴覚障がい者への筆談や視覚障がい者への読み上げなどの配慮

2 主な事業内容 (単位:千円)
事 業 内 容 予算額

(1) rあいサポート運動」研修等事業
-あいサポート運動を広く県民に浸透させるため、県内に広くネッ 7. 525 
トワークを有する鳥取県社会福祉協議会にあいサポート研修等事業
を委託して実施

(2)あいサボ ト運動の更なる推進事業
-県民等への施策啓発広報及び他県連携の実施 1. 919 
-あいサポート企業・団体認定制度
-障害者週間における啓発

(3)【新規]あいサポ ト運動スアップアップ推進事業
-合理的配慮や社会的障壁除去への理解促進を目的にDVD及びパン 6. 912 
フレットを作成

-平成28年4月1日施行の障害者差別解消法の趣旨を一般に広く伝
えるためリーフレットを作成

(4) 【新規]障害者差別解消支援地域協議歪~~-~軍事業
-地域の実情に応じだ差別の解消のための取祖を主体的に行うネット 863 
ワークとしての「障害者差別解消支援地域協議会」を円滑に実施す
るための検討・準備等経費

計 17.219 

3 これまでの取組状況、改善点
県内外の方々にあいサポート運動の趣旨に賛問いただき、あいサポーターになっていただいた。
運動の広がりへの期待も大きい反面、県内における周知についてはまだまだ不十分であり、共生社

会の実現に向け一層の啓発が必要である。
[あいサポーター数]
238. 687人(うち県内57.142人、県外(島根県、広島県、長野県、奈良県) 181. 545人)
[あいサポート企業・団体数]
874企業・団体(うち県内250企業・団体、県外(島根県、広島県)624企業・団体)
[あいサボーター研修回数]
2. 160回(うち県内934回、県外(島根県、広島県、長野県、奈良県) 1. 226回)
[あいサポートメッセンジャー(研修講師)J 
1. 243人(うち県内432人、県外(島根県、奈良県) 811人)

[平成26年 12月末現在~
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
1項社会福祉 費 障がい福祉課(内線 :7201)
12困 障がい者自立支援事業費 (単位:千円)

事業名 |本年度|前年度|比較
財

岡崎支出金

血
圭豆盤

悪d 備考一自主財源l

手話でコミュニケーシ 1 1 1 
ョン事業 I 87.496 I 72.349 I 15. 147 

トータルコスト
主な業務内容

93. 708千円(前年度78.540千円)
団体との調整、契約事務等

39. 564 
(雑入)

7 
(基金繰入金)

笠.925 

手話を含む情報アクセス・コミュニケーション支援の推進工程表の政策目標(指標)
事業内容の説明 【「とっとり支え愛基金」元当事業]

1 事業の目的・概要
平成 25年 10月に成立した鳥取県手話言語条例に基づき、手話を普及し、手話を使いやすい環

境の整備を進め、ろう者の社会参加を推進するため、様々な取組を行う。

2 主な事業内容

①歪量笠萱亙
区分 | 事業内容

(単位:千円)

予差盆ー
ミニ手話講座の開催 12時間/回程度の手話講座を県内各地で開催する。
(拡充)手話学習会等補助|企業等が開催する手話学習会開催経費に係る補助金。(平

金 !成 27年度~、 10名以上のグループ単位(行政機関を
除く)で開催する手話学習会も対象とする。)

手話サークルへの補助 |手話サークル活動を推進するための補助金。
(新)手話啓発イベントへの!鳥取県聴覚障害者協会で主催予定である手話啓発イベン
補助 |ト開催経費に係る補助金。
聴覚障がい者福祉研修会へ|聴覚障がい者福祉研修会開催経費に係る補助金。
の補助
1薪T亨詰バッジ制作

孟J註

「情報アクセス・コミュニケーショジ扇元主主」での当事
者からの意見を受け、ろう者から見て、手話のできる人
が分かるように手話パヴジを制作するもの。
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③ 全国高校生第2回手話パフォーマンス甲子園
ア目的

全国の高校生が手話を使って様々なパフォーマンスを繰り広げる場をつくり発信することに
より、多くの人に手話を身近なものとして理解してもらうとともに、手話とパフォーマンスを
通じた交流の推進及び地域の活性化に寄与すること

イ 主催 手話パフォーマンス甲子園実行委員会
(鳥取県、(公社)鳥取県聴覚障害者協会等で構成)

特別協賛 日本財団 ※日本財団の助成により実施
特別協力 (ー財)全日本ろうあ連盟
日時平成 27年9月22日(火・祝)
会場米子市公会堂
内容
高校生が手話を使ったダンス、歌唱、演劇、コント、漫才などのパフォーマンスを披露し、

その出来栄えを競うもの
区分 | 葉丙君主

非常勤職員(情報発信担当)I手話パフォーマンス甲子園に関する広報・情報発信を担
当する非常勤職員を 1名配置する

ウ
エ
オ
カ
キ

これまでの取組状況、改善点
平成 25年 10月11日に鳥取県手話言語条例を公布・施行し、手話を使いやすい環境の整備、

手話の普及に関する取組を実施中である。
平成 26年 11月には、手話パフォーマンス甲子園、手話言語条例制定 1周年記念シンポジウム

を開催し、普及啓発を行った。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

1 事業の目的・概要
平成26年度に開催した「第14回全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会(愛称:あいサポート・

アートとっとりフェスタ)J (以下「全国大会」という。)の成果を未来に引き継ぐとともに、障が
い者の芸術・文化活動を引き続き支援していく。

また、 2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けた全国的な障がい者の芸術文化振興を進
めるとともに、全国に誇ることができる鳥取県の障がい者の舞台芸術を全国に発信する。

2 主な事業内容
( 1) rあいサポート・アートインフォメーションセンター」の設置 25， 249千円

障がい者の芸術・文化活動に関する情報発信拠点として、新たに「あいサポート・アートイン
フォメーションセンター」を設置する。

くt::"-:7二2差童二三
豆旦

常設展示

情報発信

説明

障が~~者百雇五た芸術・文化作品を県中部の施設で常設展示するととも
に、県東西部でも巡回展を開催するなど、障がい者アートの魅力を継続
的に発信していく。
障がい者の芸術・文化活動に関する必要な情報を収集し、広く発信する。

相談支援 |創作活動i::爾する各種相言語、出戻三発表機会に闘すZ福談、権詞擁護専
に関する相談などを受け付け、助言や関係機関等の紹介を行う。

人材育成一 |権利擁護や障がい者の創作活動の支援方法等に関する研修会等を開催す
る。

普及啓発 l新たな芸術・文化活動との出会いの場として、副存語扇を気軽に体厳で
きるワークショップを開催する。

※蚕語売:NP(ο訟人アートピアとっとり(倉吉市)

(2) r鳥取県憶がい者芸術・文化活動推進委員会」の設置 831千円
「鳥取県障がい者芸術・文化活動推進委員会」を設置し、関係団体や市町村等と連携して障がい

者の芸術・文化活動の振興方策等について検討する。

(3)障がい者アート活動支援事業補助金 18， 000千円
障がい者や障がい者が所属する団体が行う芸術・文化活動に対して支援を行うロ

項目
団体練習経費等補助

個展辱爾雇雇費補助

ぷ語、 三ι
ロロι

予算額 「 説明
盟ιヨf'l)

10， 000 I障がい者が所属する団体が行う芸術・文化活動で、展示蚕
や催事への出展や出演を目指して行う練習等に要する経費
を補助するロ
[補助上限20万円X50件]

8，000 I障がい者や障がい者が所属する団体が個展等を闘雇す吾主主
費を補助する。
[補助上限20万円 X40件]

述.000 

(4) rあいサポート・アートとっとり祭り」の開催 21. 416千円
障がい者が取り組む舞台芸術活動(音楽、演劇、ダンス等)の発表と鑑賞の機会として、「あ

いサポート・アートとっとり祭りJ(鳥取県障がい者舞台芸術祭)を開催する。

( 5) rあいサポート・アートとっとり展」の開催 18， 245千円
障がい者が制作した芸術・文化作品(美術・文芸・マンガ)の発表と鑑賞の機会として、「あ

いサポート・アートとっとり展J(鳥取県障がい者芸術・文化作品展)を開催する。
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(6)障がい者と健常者が共につくる芸術 11. 006千円
全国大会を契機に発足した障がい者と健常者が共につくる劇団「じゅう劇場」の活動を継続支

援する。 ※事業実施主体 :NPO法人烏の劇場(鳥取市鹿野町)

(7 )障がい者の芸術文化活動る鳥の全国発信 15， 343千円
全国に誇ることができ 取県の障がい者の舞台芸術を全国に発信する。 (単位:千円)

項 目 予算額 説明
じゅう劇場、荒神神 14， 843 あいサポ ト・ア トとっとりフェスタで行った象徴的な
楽の県外公演 取組を全国に発信する。
全国と連携した障が 500 202.0年東京オリンピック・パプリンピックに向けた全
い者芸術・文化活動 図的な障がい者の芸術文化振興を有志の都道府県と連携し
の振興 て実施することを検討する。

合 計 15， 3A3 

(8 )あいサポート・特別支援学校合同文化祭開催事業 (10，684千円)※特別支援教育課予算
県内特別支援学校による合同文化祭を開催する。県内小中学校や他県特別支援学校等にゲスト

参加を依頼し、交流の機会とし、県民への積極的な参加と理解啓発を進める。

3 これまでの取組状況、改善点
平成26年7月12日から11月3日まで開催した全国大会では、「障がいを知り、共に生きるJをテーマ

に、美術・文芸作品の展示や、音楽、演劇、ダンスなど、障がいの有無にかかわらず、誰もが参加し、
楽しみ、感動を共有できる様々な催しを県内各地で開催し、延べ4万人を超える来場があった。

この全国大会を通じて、障がい者の芸術・文化活動が活発化し、社会参加の促進が図られたととも
に、県民の障がいに対する理解が促進し、障がいの有無にかかわらず誰もが暮らしやすい地域社会(共
生社会)の実現に向けた土台がつくられた。
<参考>
-全国大会主催イベント入場者数(延べ人数):43，276人
-全国大会イベント数:97イベント(主催イベント24、関連イベント73)

(主催イベントの内訳)
区分 イベント名 開催日

スアジイベント 糸賀雄フォ ラム(とりぎん文化会館) 4月12日
(8) オ プ ン グ セ レモー (とりぎん文化会館) 7月12日

瑞宝太鼓(倉吉未来中心) 8月9日
ア ル・ブリュットシンポジウム(米子市図書館) 9月6日
特別支援学校合同文化祭(倉吉体育文化会館) 9月20日
鳥の演劇祭(みやざき。まあるい庫Y:I!¥l)(童里夢) 9月 13 日 ~14 日

あいサボ トコンサ ト(米子量市ハ挙lf:)鑑 10月4日
クライマックスイベント(とりぎ 11月1B~11月 3 日

展示イベント 木村太亮ワ クショップ作品展 ) 8月 6 日 ~14 日
(10) NHKハ ト展(とりぎん文化 8月 13 日 ~22 日

パラア トとっとり展(やまび乙館) 9月 5 日 ~21 日
大会キャラクタ ともだち作品展(やまびこ館) 9月 5 日 ~21 日
ア ル・ブliュット展(西部) (米子市美術館) 9月 6 日 ~28 日
ア ル・ブリュット展(中部)i倉吉博物館) 10 月 9 日 ~19 日
ア チストリンク作品展(とりぎん文化会館) 10月 16 日 ~11 月 3 日
ア ル・ブリュット展(東部) (県立博物館) 10月初日 ~11月 3 日
ヱ墜ニル・ブリュット展ゲストト ク(県立博物館) 10月25日

障がい者ア ト展( 立ぎん専物館) 10月25日-"11月3日
ワ クショップ からだで遊ぼう(とり 文化会館) 7月19日
(6) 凸凹版画をつくろう(倉吉上井公民館) 7月27日

楽描RAKUGAK1 (倉吉未来中心) 8月2日--3日
手ざわりカ ドで表現(米子市ふれあいの盟) 8月24日
演劇ワ クショップ(鳥の劇場) 9月29日
ダンスワ クショップ(とりぎん文化会館他) 10月初日 ~11 月 i 日

-全国大会出演者(延べ人数): 1， 745人(内訳)障がい者J， 266人、健常者479人
県内J， 620人、県外93入、海外32人

-全国大会出展数(延べ点数): 3， 577点(内訳)障がい者2，752点、健常者825点
県内J， 092点、県外2，377点、海外108点

-ボランティア参加状況:延べJ， 210人(登録者数は739人)
※多様な障がいの特性と必要な配慮を学ぶ「あいサボーター研修」を受講いただいた上で、会場
での受付や案内、来場された障がい者の支援等の業務に当たっていただいた。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費

1項社会福祉 費
1 2目 障がい者自立支援事業費

障がい福松課(内線:7675) 
(単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較 目オ 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源
障がい者虐待防止・権
利擁護事業 4， 012 4， 469 ム457 2， 006 2， 006 
トータルコスト 7， 895千円(前年度7，56~千円) [正職員:O. 5人]
主な業務内容 虐待防止指導者養成研修、虐待防止等研修事業、障がい者虐待防止に係る支援

チーム設置事業の実施
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
-各都道府県における障がい者の虐待防止や権利擁護に関する研修の指導的役割を担う者を養成する

「障害者虐防止・権利擁護指導者養成研修J(国研修)に障がい福祉関係者を派遣する。
-県外講師や指導者養成研修を受講した者を講師に、障害者権利擁護センター職員、障害者虐待防止
センター職員、県内の障害者福祉施設、障害福祉サービス事業所等の管理者・従業者及び相談窓口
職員研修を実施する。

-専門的な見地から市町村等への支援を行う「支援チームJを設置する。

2 主な事業内容 (単位:千円)
区分 内 n乍 -ゴー 予算額

(1)指導者養成研修
障がい者の虐待防止に関して指導的役割を担う者3名を国の研修 330 

障 に派遣して養成する。
カt
しミ (2)障がい者虐待防止等研修事業(委託)
者 -障害者権利擁護センター職員、障害者虐待防止センター職員、障 2，272 
虐 害者福祉施設・障害福祉サービス事業所等の管理者・従業者及び
待 相談支援窓口職員を対象とした研修の実施
防 . (新)現場力を高めるためのスーパーバイザ一派遣事業

止 -障がい者虐待防止・権利擁護公開講座の開催
対 -障害者虐待防止法の啓発のための新聞広告
策
支 (3 )障がい者虐待防止等に係る支援チ ム設置事業(委託)
援 市町村等に対し、専門的な見地から支援を行うパックアップ組織 1，410 
事 (弁護士、司法書士、社会福祉士など専門的関係者で組織する団
業 体)を東・中・西各圏域に設置し、必要な専門的助言・支援が行

える体制を整備する。

fi 言十 4， 012 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
1項社会福祉費 障がい福祉課(内線 :7201)
12目 障がい者自立支援事業費 t単位 :T門 J

I _.. '= "" I "" '= "" I u. ." I 財源内訳|事業名|本年度|前年度|比較 備考| I J1'J ..-- /X. I I"U 'i"A I国庫支出金|起債|その他|一般財源|

盲ろう者意思疎通支 I I I I I I (雑入) I I 
援事業 1 14.1771 lI. 4681 2.7091 6.8331 1 111 7.3331 
トータルコスト I 14. 954千円(前年度12.242千円) [正職員:且 l人、非常勤職員:1.0人]
主な業務内容 |団体との調整、契約事務等
工程表の政策目隠絡協 |手話を含む情報アクセス・コミュニケーション支援の推進
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
盲ろう者(聴覚と視覚の両方に障がいがある者)に対し、その人の障がいの状態に合った適切な

支援(意思疎通支援等)を行い、盲ろう者の社会参加が推進するよう、様々な取組を進める。
( 1 ) 首ろう者とは

視覚と聴覚に障がいのある、重複障がい者のこと。視覚障がい者の場合は聴覚(点字)や触覚
(音声)により、聴覚障がい者の場合は視覚(手話又は活字)により、他者と意思疎通を行って

いるが、一方、盲ろう者の場合は、障がいの発生時期等に応じて、手話をベースとした「触手話j

「接近手話」や点字をベースとした「指点字」等の方法により、他者と意思疎通を行っている。
ただ、中にはこうした意思疎通手段を持たず、福祉による支援も受けられないまま、全くの暗闇
・無音の中で生活している者も存在すると言われている。

(2 ) 県内盲ろう者の現状
平成 24年度に(社福)全国盲ろう者協会が実施した全国調査によれば、県内の盲ろう者は

70名、一方守i支援団体である「鳥取盲ろう者友の会」と繋がり、行政の支援を受けているのは
7名である

。iil)i11 ¥ 

(3 ) 盲ろう者へ;ω支援の必要性
盲ろう者は適切な支援さえ受ければ、外出や他者との交流もでき、豊かな社会生活を営むこと

ができるが、見えない・聞こえないために適切な支援が届きにくい人達でもある。盲ろう者が社
会参加できる地域を作るためには、まず盲ろう者を探し出し、その状況を把握した上でその人に
合った適切な支援を行う必要がある。
平成27年度は、引き続き盲ろう者への意思疎通支援等を行うとともに、新たに「盲ろう者向

け通訳・介助員凶」を県非常勤職員(盲ろう者支援コーディネーター)として採用し、県内の盲
ろう者を探し出し、適切な支援をコーディネートする取組を行いたい。
(注) 盲ろう者向け通訳・介助員

盲ろう者の通訳、移動支援等を行う者で、県に登録したもののこと。手話(触手話、接近手話)、指
点字、掌書き、筆記、音声通訳、移動介助などの盲ろう者に対する通訳介助の知識・技術を用いて、意
思疎通支援、移動介助を行うととができる者である。

2 主な事業内容

区分 | 事業内容 当~蒜l
(新)盲ろう者支援コーディ|県庁障がい福祉課に「盲ろう者支援コーディネーター(非
ネーター(非常勤職員)の|常勤職員)J を1名配置し、盲ろう者宅への戸別訪問を
配置 |行うことにより、各盲ろう者を把握し、障がいの状態に

合った適切な支援につなげていく。
言ろう者両可遍訳・介助員|厚労省が提示したカリキュラムによる研修を実施じ-:-r盲
養成研修等 |ろう者向け通訳・介助員|を養成する。
盲ろう者向け通訳・介助員|必要な富ろう者のもとへ「盲ろう者向け通訳 J介助員J
派遣事業 |を派遣し、意思疎、直支援等を行う。
(新)盲ろう者意識啓発講演Ir盲ろう」といわ t吾扇示示λ百認苅蚕を二五庁、県民の
会の開催 |理解を広げるため、著名な盲ろう者を招いて講演会を開

催する。

全m-

3 これまでの取組状況、改善点
平成 26年度は、新たに鳥取盲ろう者友の会事務局の体制強化等に取り組んだ。
また、盲ろう者向け通訳・介助員の養成・派遣事業等の取組を継続的に実施してきた。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
2項児童福祉費 子ども発達支援課(内線 :7865)

(単位:千円)1目 児童福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(新) 1 C Tを活用した
発達障がい児への支援事 1， 048 。1. 048 1. 048 
業
トータルコスト 4. 154千円(前年度 O千円) [正職員:0.4人]
主な業務内容 委託契約事務、検討会開催事務等
工程表の政策目標(指標) 発達障がいを含めた障がい児(者)やその保護者が、地域で安心・安全に

過ごせる体制の整備

事業内容の説明

事業の目的・概要
文字の読み書きに困難さのある学習障がい児を対象に、パソコンでの表記の習得を目指した教室

を開催し、自ら障がいを補う能力を習得していただくことで、前向きな気持ちでの障がい受容と、将
来的な進路選択や就労選択の幅の拡大を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事 業 名 予算額 事 業内 $ 

①パソコン教室の実施 894 読み書き障がいのある児童生徒に対して、パソコン教室を
実施し、パソコンの基本操作、ワープロ文書の作成、音声読

【本人対象年齢:小 み上げソフト等を用いた文章の読みを講習する。(平成27年
学校4年生~高校生] 度は東部地区でモデル実施)

[委託先11 T事業者
【開催回数18回/月開催、うち4回/月程度を選択して参加
※具体例
[読字障がい:文字の読みに時間がかかり、読んでも内容が

理解できない。】電子化された教科書の文章を音で聞くこと
で、教科書や本で学ぶことができる。情報収集の幅が広がる。
[書字障がい:字形が覚えづらい、似た字形や函数の多い漠

字の誤りが多い等、書くことにも時聞がかかる。]キーボー
ド入力することで、ノートをとることができる。テストを受
けることができる。

②指導方法検討会 154 委託先の指導者に対し、学識経験者から個々の障がい特性
について助言を行い個々の障がい特性に合った指導方法の検
討を行う。

合計 1. 048 

3 これまでの取組状況、改善点
読み書き障がいは、小学校低学年で明らかとなる障がいで、知的発達に遅れがあるとの誤解や、本|

人の努力不足と誤解されることが多い。障がいの存在に気付かず放っていれば、学習全般の遅れにつ
ながり、やる気をなくしたり、学校不適応等の二次障がいに陥ることもある。

知的に高い能力があっても、読み書きが必要な試験では力が発揮できず、進学を断念したり、職業
選択の幅が狭められる。

広汎性発達憶がい児や注意欠陥多動性障がい児への支援は、療育施設でソーシャルスキルトレーニ
ングや、保護者向けのペアレント・トレーニングを行っているが、学習障がい児への既存支援事業は
行われていないのが現状であるロ
これまで支援が行われてこなかった学習障がい児への支援を開始し、二次障がいを予防するととも

に、学習障がいがあっても機器の利用によって困難さをカバーできることを高等教育機関や企業等へ
周知し、将来的には進学や職業選択の幅を広げていくことが必要である。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
2項児童福祉資 子ども発達支援課(内線 :7865)
1目 児童福祉総務費 (単位:千円)

事業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)困難な課題を抱え
る発達障ポがい等の保護者 913 。913 913 
へのサート研究事業
ト タルコスト 4， 019千円(前年度 O千円) [正職員:0.4人]
主な業務内容 委託契約事務、関係団体との連絡調整、打ち合わせ等
工程表の政策目標(指標) 発達障がいを含めた障がい児(者)やその保護者が、地域で安心・安全に

過ごせる体制の整備

事業内容の説明
、，

事業の目的・概要
アスペルガー症候群等の知的障がいを伴わない発達障がい児者やその家族が、安心して地域で暮ら

すために、地域における支援の実態について調査を行うとともに、必要な支援について検討を行う。

2 主な事業内容
西部圏域をモデル地区とし、知的障がいを伴わない発達障がい児者とその家族を地域で支える支援

について、実態調査を行うと共に、ライフステージに沿った継続的な支援について検討する。

(1)困難な課題を抱える発達障がい支援検討会
児童・教育・就労関係等の各分野の関係者にて、困難な課題を抱える発達障がい家族の支援に関す

る検討会を開催する。(年3回)

(2 )調査チームの設置
関係機関や当事者家族等へアンケート調査や聞き取り調査を行い、現状把握を行う。また、解決が

必要な課題を見出し、発達障がい支援検討会で検討する課題を提示する。

(3)報告書の作成
実態把握や検討会で協議された内容を報告書にまとめる。

区 分 内 n乍hヨ・

実施主体 県

委託先 地域で支える仕組み研究会(任意団体)
※西部圏域を中心に相談業務に従事する児童、障がい、保健などのあらゆ
る分野の専門職員で構成。会員は現在22名。様々な方面から、発達障がい
児者の相談に携わっている。

所要額 913千円

3 これまでの取組状況、改善点
発達障がい児者の支援体制については、主に幼児期~学齢期の支援については、 5歳児健診の実施、

発達支援コーディネーターの養成等、相談体制も整いつつある。しかし、恩春期、青年期に発達障が
いの診断を受けた人、あるいは診断は受けていないが何らかの対人トラブル等で問題を抱えている人
たちへの支援体制については、まだ十分な協議がなされていないところである。
知的に遅れがないアスペルガ一等の人たちは、引きこもりやDVなど、二次障がいが現れてから支

援につながるケースも多く、このような場合、色々な状況が複雑に絡み合い、長期的かっ継続した支
援が必要とされることが多い。身近にいる家族の精神的・身体的不安は大きく、まずは、こうした家
族へのサポート体制を考えていくことが必要である。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
1項土木管理費 住まいまちづくり課(内線 :7391)
4目 建築指導費 (単位:千円)

事業名 本 年 度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(基金繰入金)
バリアフリ一環境整 45， 657 18， 521 27， 136 45， 657 
備促進事業

トータルコスト 50， 316千円 (前年度23，164千円) [正職員:O. 6人]
主な業務内容 制度設計、周知説明、申請書の審査・補助金事務、国との調整

工程表の政策目標(指標)

[とっとり支え愛基金充当]
事業内容の説明

事業の目的・概要
建築物又はその敷地における高齢者、障がい者等を取り巻く様々な障壁を解消するよう、特に既存

建築物に重点を置き、バリアフリー整備に係る費用の一部を補助する。
平成27年度は、福祉関係団体等から要望のあった電光掲示板、フラッシュライト等の設備の追加や

補助対象建築物用途を拡充し、より一層福祉のまちづくりを推進する。

2 主な事業内容
(1 )バリアフリー環境整備促進事業 (500千円)

①補助対象者:民間建築物の所有者(市町村へ間接補助)
②補助対象建築物:民間の認定特定建築物のうち、商業系の用途に供しないもの
③補助対象経費車いす使用者用駐車施設及び敷地内通路、出入口の自動扉又はこれらと一体と

なって整備される車いす使用者用便所等の整備に要する費用

④補 助 率:国1/3、県1/6、市町村1/6、所有者1/3
(2)鳥取県福祉のまちづくり推進事業 (45，157千円)

①補助対象者:民間建築物の所有者(市町村へ間接補助)
②補助対象建築物:民間の特定建築物のうち、法律で規制する面積規模未満のもの等

※平成27年度から、既存建築物のバリアフリー化促進のため、福祉・病院施設
の改修を対象に加える。

③補助対象経費:
車いす使用者用便所及び当該便所に至る経路の整備に要する費用

新築 オストメイト対応設備の整備に要する費用
. エレベータ整備に要する費用

改修 音声誘導装置の整備に要する費用

電光掲示板、フラッシュライトの整備【新設]
出入口の自動扉及び敷地内通路の整備に要する費用
車いす使用者用駐車場と屋根の整備
一般トイレの改修(洋便器化等)

. 
改修 手すり設置

廊下拡幅改修に伴う床、壁、天井の改修 〉【対象用途を拡大]
出入口の改修(引き戸化等)

点字ブロックの敷設
200m以下の小規模建築物に係る提案工事等J [新設]

④補 助 率:周1/4、県1/8、市町村1/8、所有者1/2
※法、条例でバリアフリー化が義務付けられる既存建築物については期間限定
(平成26年度~28年度)で補助率を拡充。(エレベーター設置は除く)
-補助率:国3/8、県1.5/8、市町村1.5/8、所有者2/8

3 これまでの取組状況、改善点

-平成26年度開催の「全国障がい者芸術・文化祭j を契機として、県外客等も多く利用されることが
想定される既存施設について、26年度当初予算及び6月補正予算で県の補助制度を拡充改正した(期
聞は平成28年度まで)。

-平成26年度時点で鳥取市、米子市、倉吉市、八頭町、三朝町、琴浦町の6市町が制度を創設済み。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費
n頁労政費
1目 労政総務費

事業名 本 年 度

襲が事業い者就業支
64， 980 

前年度 比

52，377 

較

12， 603 

雇用人材総室[就業支援室](内線:7229)
(単位.千円)

財源 内訳

目l事支出金起債その他一般財源
備考

{繰1入5，金18〉2 49， 798 

トータルコスト 76， 628千円(前年度 63， 986千円) [正職員:1. 5人]

主な業務内容 障がい者創業・起業支援、県版ジョブコーチセンター設置等

工程表町政措目標(指標) 障がい者の就業支援:民間企業における障がい者雇用率を前年度以上とする

【「とっとり支え愛基金」充当事業】

1事業驚内容鎮の説男明投手る障がい者雇用の啓発を行うとともに障がい者就業支援体制強化を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業概要

障がい者ソーシ 10， 000 

明寝室鰐相(鞍品島手限度網額ぬ醐千円野】E言
援ャイ事ル創業業コ・起ュ業ー支テ

障制が強化い者事就業業体 29， 224 

fiiizz生
21， 841 

税障害襲者就業警・騒生活号支援各警セン伊ター騒(3編箇所勧) が行う障がい者の就業

員(各1名)

習障がい者職場実 1， 674 撃5225j話相手械器管抗議長:躍

障ッがトいワ者ー就ク事労業ネ 853 
発害が達者い者障の就のが就職い労者活支を動支援へ援機のし手関て話にい通よく訳る。全者県の派ネ遣ッ等ト、ワ発達ク障の構が築いや者、、 聴聴覚覚障障

発障事が業い者雇用啓 1， 388 
支事拡障援大例がい継者霞i続雇企・業を用助推研優広進修制良事度会して業を等い所、まく啓のと。知発め事た表彰、提ド障供ブがい者雇障て用が障いに者当震者たっての好のの要 .偏 差通し がい量用

-@i 雪阿日1ι 64， 980 

カtい

用推
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
5項特別支援学校費
2目特別支援学校費
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事 業 名 本 年 度 前年度 比 較
財 源 内 訳

備考国庫支出金 起 債 その他 般財源
あいサボ ト・特別支 (基金繰入金)
援学校合同文化祭開催 10， 684 。10， 684 10，684 
事業
ト タjレコスト 20， 002千円(前年度O千円) [正職員:1. 2人]
主な業務内容 特別支援学校合同文化祭の開催

工程表の施策目標帽菊 特別支援教育の充実、文化・芸術活動の 層の振興

事業内容の説明 [fとっとり支え愛基金」充当事業】

事業の概要
平成26年度において、全国障がい者芸術・文化祭への出演をめさして取り組んできたことにより、児童

生徒の自主性や主体性、自信が培われてきた。その成果を踏まえ、芸術・文化活動の推進・充実を進め、
障がいのある人とない人の交流を深めるとともに、より一層の社会参加と県民の理解瞥発を進め、共生社
会の実現を目指す。

2 事業内容及び事業費 (単位:千円)
区分 予算額 事 業 内 ~雪毛~・

あいサボ ト・特別支 10， 684 県内小中学校や他県特別支援学校等の参加による特別支援学校合同
援学校合同文化祭 文化祭を開催する。県民への積極的な参加と理解啓発を進め、交流

の機会とする。(平成27年10月予定)

<関連事業:共生社会をめざす文化・芸術活動支援事業> (単位:千円)
区分 予算額 事 業 内 ~ 

各学校における芸術・ 2，443 各学校における文化・芸術活動を充実させるため、必要となる外部
文化活動への支援及び 講師等の支援を行う。
啓発活動 -学校の部活動の充実…茶道部、写真部、ダンス部等

-地域行事等への参画…街中アート展、公民館祭への作品展示等
(新)近畿品等学校総 3，300 鳥取で開催される近畿品等学校総合文化祭へ参加するための、事前

合文化祭への参闘 の合同練習に係る移動費等の支援を行う。

合 計 5，743 

3 これまでの取組状況、改善点
-平成26年度の全国障がい者芸術・文化祭において、オープニングイベントやクライマックスイベント、

特別支援学校合同文化祭に出演し、芸児術童生・文徒化の自主性や主体性、自信が培われてきた。その成果を踏ま
え、今後も各特別支援学校における 活動の充実を図ることが必要である。

-共生社会の実現を目指し、小中学校や他県特別支援学校等のゲスト出演による交流の機会を含めた特別
支援学校合同文化祭を開催し、障がいのある人もない人も共に交流し県民全体への理解啓発をさらに進
めていく。

<参考.第14回全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会の出演>

イベント名 内 廿~ 開催日
オプニングセレモー 県立米子養護学校と県立B野品等学校合同による「荒神神楽」 7月12日(土)
(とりぎん文化会館)

特(別倉支援学校合同文化祭 各特別支援学校による発表 9月初日(土)
吉体育文化会館) 合奏ステージ、ダンス、傘踊り、ハンドベル演奏、和太鼓

演奏、身体表現劇、ボディーパーカッション
大会テーマソング「あなたと一緒に歌いたいJの大合唱

クライマックスイベント オ プニングセレモー 11月l日(土)
(とりぎん文化会館) -県立米子養護学校と県立日野高等学校合同による「荒神神楽」

-特別支援学校合同合唱

パフォマンススァジ 11月2日(日)
-鳥取態学校生徒による手話庫11f証」
-患聖書星学校生徒参画のインクルーシブダンス
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

5目 教育振興費

事 業 名 本年度 前年度 比較
国庫支出金

M 

特別支援教育課(内線 :7575)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

学校交流等による障

がい者スポーツ振興 1. 527 216 1， 311 1， 366 161 
事業

トータルコスト 3， 080千円(前年度216千円) [lE職員:0， 2人]
主な業務内容 学校交流による障がい者スポーツ振興事業及び目指せパフリンピック事業の l

業務委託、用具購入

工程表の施策目標射鯛 特別支援教育の充実

事業内容の説明

1 事業の概要
学校間交流を通して、障がい者スポーツの振興を図るとともに、障害のある子どもとない子

どもが障がい者スポーツの楽しさをともに味わい、障がいのある人の社会参加や障がいに対す

る理解を深める。

2 事業内容及び事業費 (単位.千円)

区 分 予算額 事 業 内 甘~ 

(新)学校交流に 1， 366 0障がい者スポーツの体験及び障がい者トップヂスリー

よる障がい者ス トとの交流活動を通して、障がい者スポーツの振興と障

ポーツ振興事業 (国10/10) がい者の理解推進を図る。

-対象特別支援学校3校と小・中・高等学校との学校閲

交流において実施

鳥取盲学校(ゴールボール)

倉吉養護学校(ボッチャ)

鳥取聾学校ひまわり分校(卓球)

-鳥取県障がい者スポーツ協会へ委託して実施

目指せパラリン 161 。パラリンピック種目をはじめ、誰でも取り組みやすい

ピック事業 障がい者スポーツを体験する機会を提供し、子どもたち

に運動する喜びゃ楽しさを味わわせるとともに、運動に

親しむきっかけづくりとする。

-実施予定 15回

-フライングディスク・カローリング・ふうせんバレー

など

-鳥取県障がい者スポーツ協会へ委託して実施

合計 1， 527 

これまでの取組状況、改善点

-平成26年度は、障がい者スポーツ協会への委託により、「目指せパラリンピック事業Jを実

施した。(平成26年度実績見込 14回)

-特別支援学校運動・スポーツ体制整備プロジェクトチームを平成 26年 10月に設置し、特

別支援学校の幼児児童生徒を取り巻くスポーツ・運動環境の体制整備について協議している。
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(新)アルコール健康
障がい対策事業 I 8. 720 I 0 I 8. 720 
トータルコスト 111. 050千円(前年度O千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 |アルコール健康障がいの普及啓発、推進計画の策定、研修会の開催等
工程表の政策目標性旨標) 1ー

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
f アルコール健康障害対策基本法(以下、「法」という。)の基本理念にのっとり、アルコール健康
障がいについて県民に普及啓発を図るとともに、県が取り組むアルコール健康障がい対策を計画的
に推進するための基本計画を策定する。

財
備考

国庫支出金

2 主な事業内容
区分 l 内容

①鳥取県アルコール健|学識経験者、医師、薬剤師、介護関係機関、民生委貢: 頭事柔者、
康障害対策会議 |行政機関等からなる会議を設立し、県の施策や基本計画について諮

問・審査を行う。

生宝量i

②病院・診療所と精神|三般病院予診療所あ医師を対象に、アルコー)~張言雇E示示1語研蚕11画事棄で
科医の連携強化 |会を開催し、精神科に繋げるべき依存症患者について理解を深める。実施

法やアルコール健康障がいについて、 aξ県民に周知するためのフI 4. 783 
ォーラムを開催する。

法やアルコール健康障がいについて解説したDVDを作成し、市町I 3. 238 
村・医療機関・酒類事業者等を通じて県民に周知を図る。

⑤プロポーザル審査会|③~④について、プロポーザル方式により業者選定を行う。 I 139 
開催経費

④啓発DVD

③啓発フォーラム

合計 I I 8. 7201. 

アルコール健康障害対策基本法について

lL滋義援君主ぺ-… γ泊三?とんJ γ三三〆-
Jアルコール鍵庫障害の尭生、進行:&び再呈田吾股階に臨じた防止対車を

適切に実施するとともに.日常生活且び社会生活を円靖に富むことができ
るように宣撮

J敵軍運転、畢カ、直待、自韓等回問題に関する施躍との有機的な連携が図
られるよう、必要な配慮

国民田聞に広〈アルコール関連問題1=関する関心と理解を深めるため、ア
ルコール関連問題啓尭週間(11月10日から同月16日まで)を規定

83 



平成 27年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費

1項社会福祉費

4目老人福祉費

長寿社会課(内線:7688) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
M 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)認知症サボー (基金繰入金)

トプロジェクト事業 60. 071 。60. 071 19.274 40. 793 
(手数料)

4 
トータルコスト 77. 154千円(前年度 O千円) [正職員:2.2人]

主な業務内容 認知症の知識の普及啓発、研修・講座等委託、会議

工程表の政策目標守蹴菊 認知症高齢者の早期発見・早期治療体制の整備の促進と、地域支援体制の

構築を推進する。

(fとっとり支え愛基金」充当事業]

事業内容の説明 【「鳥取県地域医療介護総合確保基金」充当事業]

事業の目的・概要

現在、全国で65歳以上の高齢者の4人に 1人が認知症または認知症予備箪と言われており、高

齢化の進展とともに今後も増加していくことが予想される。認知症は、本人・家族に影響や負担を及ぼ

すだけでなく、行方不明など社会的な問題につながっている。

「普及啓発・予防J・「支援」・「人材育成Jに総合的に取り組むことで、認知症を予防するとともに、

仮に認知症を発症した場合でも、可能な限り今までどおりの生活ができるように支援する。

2 主な車業内容

(1)普及啓発・予防

事業名 事 業 概 要 予算額 財源内訳

(千円)

(拡充)認知症サ 認知症サボーターの養成や、サボーター養成講座 156 国112、
ポーター数拡大に の講師の養成・資質向上を図る。 支え愛基金112
向けた事業

(新)街かど脳の 大型腐なと、集客の多い施設で脳の健康チェックや 1. 500 支え愛基金

健康チェック事業 認知症の正しい知識の普及啓発を図る。

(県内3箇所)

(新)脳の健康ト 0認知症予防の技術・手法を習得するための講座 5. 118 支え愛基金

レーニング事業 を開催する。(委託)

-スリーAリーダー養成講座

-認知症重度化予防実践塾

0早期発見のための認知症タッチパネルを購入す

る市町村を支援する。(補助率112)
言十 6.774 

(2)人材育成

事業名 事 業 概 要 予算額 財源内訳

(千円)

認知症早期発見・ かかりつけ医をはじめとした医療従事者に対する 4. 009 国112
医療体制整備事業 早期発見や対応力向上のための研修会を開催す 支え愛基金112

る。(委託)

認知症高齢者介護 介護職に対し、認知症に関する知識・技術向上の 5. 616 -国112
制度人材育成事業 ための研修会の開催や指導者の養成事業を実施す 支え愛基金112

る。(委託) -支え愛基金

計 9. 625 
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(3)支援

事業名 事 業 概 要 予算額 財源内訳

(千円)

(拡充)若年性認 若年性認知症の支援を考える会議・研修会の開催 4， 110 国112
知症支援事業 や、若年性認知症の人と家族の相談受付・就労支 支え愛基金112

援等を行う。(委託)

認知症相談・支援 認知症の人を地域で支えるための電話相談(コ 5， 227 国112
強化事業 ルセンター)や市町村家族の集いの連絡会を開催 支え愛基金112

する。

委託先:認知症の人と家族の会鳥取県支部

成年後見センター 権利擁護に関する相談・支援の体制を整えるた 9，000 支え愛基金

運営事業 め、成年後見センターの設置・運営について、市

町村と連携し支援する。

|認知症局齢者ご近

(定額3，000千円、県内3箇所)

認知症の人がトフブルに巻き込まれることを防止 1， 800 支え愛基金

所応援団結成支援 するためのネットワークを構築し取組を行う市町

事業 村に対し、経費の一部を支援する。

(定額300千円、 6市町村)

(拡充)認知症疾 地域の認知症対策の中核となる認知症疾患医療セ 23， 000 国112
患医療センター運 ンターの運営を医療機関に委託する。 支え愛基金112
営事業 (基幹型 1箇所、地域型4箇所)

認知症地域支援施 市町村における認知症施策全般の推進について検 535 -国112
策推進事業 討する連絡会の開催や、認知症クリテイカルパス 支え愛基金112

の導入についての検討を行う。 -医療介護基金

計 43， 672 

3 これまでの取組状況、改善点

-認知症に対する正しい知識の普及啓発のため、認知症サボーター養成事業等に取り組んでいる。

認知症サボーターは県内で56，000人を超えており、総人口に占める認知症サボーターの割合は

9， 7 % (全国2位)と順調に糟加してきた。

今後はさらに増加を図るとともに、サボーターやキャラバン・メイト(サボーター養成講座の講師)

の資質向上を図る。

-認知症コールセンターや若年性認知症サポートセンターの設置など、認知症本人・家族に対しての

支援を行っている。平成25年度に県内全市町村で家族の集いが実施されるようになり、より身近な l

連携体制が可能になっている。認知症の方が可能な限り今までどおりの生活を維持できるように総合

的に支援を行っていく。

-各穏研修を実施することにより、医療職・介護職・福祉職それぞれの知識・技術の向上につながっ

ている。引き続き人材の資質の向上を図り、支援体制を強化する。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

l項公衆衛生費

8目 健康県づくり推進費

健康政策課(内線:7202) 

(単位:千円)

事業名

(新)地域・職域

健康マイレージ実

践モデル事業

本年度|前年度|比較~罰百事源

5， 860 I 0 I 5， 860 

1 1. 296千円(前年度 O千円)r正職員:O. 7人

内訳

その他 一般財源
備考

I 5， 860 

トータルコスト
主な業務内容 市町村への補助金の交付、事業主等を対象としたトップセミナーの開催、保

険者と連携した企業版マイレージ制度の実腕
工程制服目標t醐 全ての世代が健康に関心を持ち、|日常的な運動文化JI健康を支える食文化Ji 

「心と体の健やか文化1の3つの柱で県民運動に取り組み、社会全体で「健;
亙ブくり玄1tJを創造します。

事業丙蓉の説明

1 事業の目的・概要

健康づくりへの意識の高揚と実践を促すことを目的とする健康マイレージ制度に加え、ウェ

アラブル端末を用いた健康状況の「見える化Jを行うことで、どのような行動変容が見られ、

どの程度の改善効果があるのかモデル市町村及び事業所を選定し、検証を行うとともに、今後

の普及方法のあり方について検討することを目的とする。

2 主な事業内容

下記のとおり、モデル事業所及び市町村を選定し、特定健診を受診し特定保健指導の対象と

なった者に対し、健康マイレージへの取組に加え、ウェアラブル端末を用いた保健指導を実施

実施することで、どのような健康改善の効果が見られるか等について検証する。

(1)モデル事業所及び市町村

県内の事業所及び市町村からモデル事業所・市町村を選定し実施

ア職域の場合

協会けんぽ加入事業所の中から 1事業所(対象規模30人程度)

イ 地域の場合

県内市町村から 1市町村(対象規模30人程度)

(2)実施方法

健康機器メーカーへ委託(プロポーザルにより選定)

<委託内容>

・計調IJ機器の提供(以下の指標が計測できるもの)及びメンテナンス

①体重、②歩数、③消費カロリ一、④塩分・野菜摂取の状況、⑤血圧

・計測機器の使用方法の指導(効果的な使用方法の提案含む)

-評価チームの会議への参加

(3)評価方法

関係機関(県、医師会、鳥大等)による評価チームを設置し実施

(4 )検証内容

-健康マイレージ制度との併用実施による健康改善の相乗効果

・特定保健指導での活用も視野に入れ、通常の特定保健指導との比較

(5 )実施期間

1年間

3 これまでの取組状況、改善点

県民に分かりやすく健康づくりの手法をパッケージ化して周知し、総合的に健康づくりに取

り組んでもらえるよう、平成26年度から健康マイレージ制度の普及事業を実施している。

平成 27年度からは、更なる健康づくりへの取組促進のため、健康マイレージによるインセ

ンティブに加え、ウェアラブル端末を用いた健康状況の「見える化Jを行う事業を実施する。

ICT技術の進歩はめざましいものがあり、有効に活用すれば、健康状況の改善に大きく寄

与するものと恩われるため、県が率先して活用、効果を実証していくものとする。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

4款衛生費

1項公衆衛生費

9目 生活習慣病予防対策費

健康政策課(内線 :7202)
(単位:千円)

Jij 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国電克量金 起債 その他 一般財源
歯と口股の健康づく

り推進事業 3， 565 8， 509 ム4，944 3， 565 

トータルコスト 27， 637千円(前年度 13，926千円) [正職員:3. 1人]

主な業務内容 業務の委託、制度の普及、歯科・医科の連携のあり方検討等
工程表似瞭目標帽菊 いきいきと健康な人生を送るため、食習慣の改善や遼動習慣の定着、歯・口の

健康維持など、生活習慣病の改善対策を進め、特定健診受診率・歯科検診受診
率の向上や生活習慣病死亡者数の抑制を図ります。

事業内容の説明

事業の目的
『鳥取県歯と口腔の健康づくり推進条例~ (H25.12月施行)に基づき、総合的な歯科保健施策を

推進することで、むし歯や歯周病等歯科疾患有病率の一層の低下を図り、県民の生涯にわたる健
康の保持増進に寄与する乙とを目的とする。

2 主な事業内容

小中学校に歯科医師、歯科衛生士を派遣し、むし歯や歯周病の予防教育を行う。

また、企業健診や住民健診に歯科医師、歯科衛生士を派遣し歯周病スクリーニングや歯科保健指
導を導入し、むし歯や歯周病等歯科疾患有病率の一層の低下を図る。

デン$1ルプロフェッショナル 職域・地域における
派遣事業 歯周疾患検診促進パイロット事業

対象 学齢期 成人期
県内小学校 県内企業(事業者、従業員)

(児童、生徒、保護者) 社員の健康づくり宣言事業所

がん検診推進パートナー企業等
内容 -むし歯、歯周病予防教育 -歯周病スクリ一一ング

-むし歯、歯周病リスク検査 -歯周病予防教育(生活習慣改善)
規模 . 2校X3回X3圏域=18 -職域:6事業所X3圏域X2回=36

-地域 :2市町村X3圏域X2回=12 
予算額 1， 021千円 2， 544千円

3 実施主体 県
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

4款 衛生費
1項公衆衛生費

8目 健康県づくり推進費

事業名 補正前 補正 百十
員才

悶陣支出金

健康政策課(内線:7202) 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その{也 一般財源

耕 輔 51， 836 18， 808 70， 644 17， 007 1， 801 

トータルコスト 60， 349 24， 999 85， 348 (補正に係る主な業務内容)

従事する職員数 1. 1人 0.8人 1.9人 相談支援・普及啓発業務、補助金事務等
工程表の政策目標(指標) 自死予防に関する正しい知識の普及やうつ病対策等を関係機関と連携して実

施することにより、自死者数を現在よりも減らす実践活動に取り組みます。

事業内容の説明
事業の目的・概要
自死を防ぐための相談体制の護備、人材養成等により、県内の自死に対する支援及び体制の

充実化を図り、もって自死の防止及び自死遺族者に対する対策の充実に資する。

2 主な事業内容 (単位:千円)
|事業メュ 9担 交付金 予算額
若年層対策

O(強年眠品新)域層れ岬若向てに年向けま害す層付自』た死か向な予付うOどつ防EメEを病啓眠Jキ発対キター策ルャ内ワやシ←ルペ自死スード出前自の信座推

10/10 5， 321 
予防 進を図る。

O若
or ンJ

にし、講演会や研修会を

地 自死対策の 0市町村の事自死業対策緊急強化交付金 10/10 5， 000 
域 総合的推進 国 メーューに沿って、市町村へ交付金を交付

の ハイリス O(拡充)自死未遂者対策 10/10 1， 430 
実 ク者対策 -自死未遂者支援者の養成、研修会や事例検討会等の開催

情 自 死 遺族 0自死遺族の集い 3/4 1， 339 
へのケア -鳥取市と米子市で交互に開催(毎月 1回)

応 0自死遺族自助グループへの支援

じ -自死遺族自助グループに(補対耳し、その活動が定着するよう、
て 活動費等について助成 助率 :4/5、一部10/10)
強 人材育成 0鳥取いのちの電話支援事業 314 4，040 
イじ -相談員確保、資質向上のための研修等に助成

す (補助率:定額)
Jて 0相談窓口担当者連絡会の開催

き ゲ トキ 0ゲトキパ養成 研 修 3/4 1， 528 
自 ーパーの . r気づき」、「つなぎJ、「見守り」に重点をおいてゲート

死 養成 キーパーを養成

対 自死予防の 0自死予防の広報(標準事務費により実施) 1/2 150 
策 普及啓発 0自死予防リーフレット等啓発物の作成(標準事務費により

事 実施)

業 0人形劇派遣事業
合計 18， 808 

3 これまでの取組状況、改善点
. 

平成27年 2月までは、自死対策緊急強化基金を活用し、相談窓口整備、人材育成、自死遺

族支援、精神医療体制の充実、普及啓発など自死対策を総合的に推進している。
平成27年3月以降は、基金の使途が東日本大震災事業に限定されるため、今回、国の新交付金を

活用し、若者層やハイリスク者への対策も強化しながら、市町村や関係団体の自死対策の取組を促進
するとともに、ゲートキーパ一等人材を養成し、地域で見守ることができる体制を整備する。
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